
（ ）

31.5

一般会計

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

-

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

31.5 31.5

活動指標

28年度活動見込

総合技術開発プロジェクトの研究課題終了数

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

34.6

「総合技術開発プロジェク
ト」の技術研究開発の推進

実施方法

事業番号

建設技術の研究開発等共通経費 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 技術調査課 課長　石原 康弘

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

36

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

①総合技術開発プロジェクトの各課題を進めるなかで、急遽、想定以上の追加的な実験・試験ケースが必要となる場合や、一方で、当初必要だと考えていた
実験・試験ケースを詳細な検討を進める中で減ずることができる場合などが生じることが想定される。そのような場合に、あらかじめ共通的な予算として確保し
ておいた実験・試験経費を機動的に執行することにより、各課題の研究スケジュールに遅れを生じさせることなく円滑に技術研究開発を進める。
②総合技術開発プロジェクトの各課題を遂行するため横断的に必要な調査検討等を行う。

※本経費が対象としている総合技術開発プロジェクトについては、外部有識者による外部評価を活用した「事前評価」「事後評価」等を実施。
※予算監視・効率化チームの「追加実験を実施することがないよう、実験開始前に仕様、見積もりなど十分精査すべき」との所見を踏まえ、平成２４年度より、
①の事業を廃止。

- -

34.6

6 -

- -

総合技術開発プロジェクト
の研究課題終了数

25年度

34.6

単位

技術研究開発は、成果目標により実施する内容（分析、
実験等）が異なるため、単位当たりコストを示すことがで

きない。

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

-

補正予算

28年度当初予算

平成１８年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

総合技術開発プロジェクト等を研究開発を効率的・効果的に実施するため、共通的な予算として計上し機動的に執行することにより、迅速かつ円滑な技術研
究開発の推進を図る。

※「総合技術開発プロジェクト」とは、建設技術に関する重要な課題のうち、特に緊急性が高く、適用対象となる分野の広い課題を取り上げ、行政部局が計画
推進の主体となり産学官の連携により、総合的に、組織的に研究を実施するもの。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

40.6 34.6 34.6 31.5 31.5

30 29

執行率（％） 89% 87% 84%

単位

1 2 -

計算式 　　/

26年度

31.5

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

歳出予算目

　 0428

年度

第5期科学技術基本計画（H28.1閣議決定）、国土交通省技術
基本計画（H24.12）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

100 100

2

2 1

1

100

- -

31.5 31.5

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

年度

1

1

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

1 2 - -

-

29年度要求 主な増減理由

25年度

計

技術研究開発調査費

科学技術・イノベーション

チェック



資金の流れの中間段階での支出は合理的なものである。

-

「総合技術開発プロジェクト」は、建設技術に関する重要な課
題のうち、特に緊急性が高く、適用対象となる分野の広い課
題を取り上げ、行政部局が計画推進の主体となり産学官の連
携により、総合的に、組織的に研究を実施するものである。

○

評　価項　　目

・本経費が対象としている総合技術開発プロジェクトは、建設
技術に関する重要な課題のうち、特に緊急性が高く、適用対
象となる分野の広い課題を取り上げ、行政部局が計画推進
の主体となり産学官の連携により、総合的に、組織的に研究
を実施するものである。

80

目標最終年度

○

-

-

目標値

中間目標

年度

80 80 80

計画開始時
27年度 28年度

-

- - -

○

あらかじめ検討項目、調査対象範囲等について十分検討を
行っており、費目・使途は真に必要なものに限定されている。

単位

○

・支出先については、価格競争や企画競争により競争性の確
保に努めている。

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

無

年度

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

） - -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

「総合技術開発プロジェクト」は、建設技術に関する重要な課
題のうち、特に緊急性が高く、適用対象となる分野の広い課
題を取り上げ、行政部局が計画推進の主体となり産学官の連
携により、総合的に、組織的に研究を実施するものであり、優
先度の高い事業である。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

‐

-

‐

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

実験開始前に仕様、見積もりなど十分精査など、コスト削減
や効率化に向けた工夫を行っている

- 年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

- -

単位

-

１６２　目標を達成した技術開発課題の割合

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： - -

26年度 27年度

94.4

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している研究・技術開発の適切な推進に資する。

-

29 年度
定量的指標 25年度

-

実績値 ％ 97.9

施策 ４１　技術研究開発を推進する

政策 １１　ICTの利活用及び技術研究開発の推進

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価



活動実績は見込みに見合ったものであるか。

総合技術開発プロジェクトの成果は、シックハウス対策、情報
化施工など多数の政策分野に関する国の技術基準等へ反映
されており、成果は活用されている

○

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

これまでも総合技術開発プロジェクトの効率的・効果的な実施
に寄与してきており、総合技術開発プロジェクトの成果は、
シックハウス対策、情報化施工など多数の政策分野に関する
国の技術基準等へ反映されている

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○

これまでも総合技術開発プロジェクトの効率的・効果的な実施
に寄与してきており、総合技術開発プロジェクトの成果は、
シックハウス対策、情報化施工など多数の政策分野に関する
国の技術基準等へ反映されており、成果は活用されているな
ど、見込みに見合ったものとなっている。

○

他の手段方法と比較しても効果的であり、低コストで実施して
いる。



事業名

4

418

平成23年度

点検結果

413

12

外部有識者の所見

改善の
方向性

今後も内部組織又は外部有識者による点検・評価結果等を踏まえて、適切に取組を実施していく。

「国費投入の必要性」、「事業の効率性」、「事業の有効性」の各項目については、それぞれ妥当であると判断できる。

平成26年度

引き続き、各研究課題の部局と連携しつつ、予算の適切な執行を図る。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

現
状
通
り

12

397

平成24年度

平成27年度

支出先の選定について引き続き競争性の確保に努めるとともに、総合技術開発プロジェクトの実施主体となる部局と連携し、適正な事業の実施に努
めるべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

所管府省・部局名

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

金　額
(百万円）

A.

0.2

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

消耗品の購入

使　途

消耗品

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

消耗品費図書購入

費　目

B.

金　額
(百万円）

0.1

費　目 使　途

計 0.1 計 0.2

国土交通省

３５百万円

【示達】

Ａ.民間企業（１４社）
１百万円

【随意契約等】

Ｂ．民間企業（１社）

０．２百万円

【一般競争・随意契

【企画競争等】

Ｃ．民間企業等（2社）
２８百万円

施策や技術基準の原案検討に

必要なデータ収集等のための

消耗品の購入

総合技術研究開発プロジェクト

の各課題を遂行するため横断

的に必要な調査検討等

総合技術開発プロジェクトの実施

主体

消耗品購入、通信運搬費

【示達】

国土地理院

０．３百万円

総合技術開発プロジェクトの計画

主体

国土技術政策総合研究所

２百万円

総合技術開発プロジェクトの実

施主体

Ｂ．民間企業（３社）

０．３百万円

【企画競争等】



支出先上位１０者リスト
A.

B

（株）三省堂書店

（株）ホサカ

古澤特許事務所

（有）ピアツァ

（株）かどや商店

（株）トータル・サポー
ト・システム

（株）カワマタコーポ
レーション

富士ゼロックス（株）
茨城営業所

（株）鋼構造出版

美津野商事（株）

C. D.

費　目 使　途

人件費等 技術研究開発成果の普及方策の検討 15

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 15 計 0

5 - -

- -

4

- -

8

7

9

6

1

- -

-

10

- -

2

3

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

-

-

-

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2

99％

（株）ホサカ 9010501012393 インク　外６１点 0.1

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

サンデンシステムエ
ンジニアリング株式
会社

9070001013390
液晶ディスプレイ　外１１４
点

0.2 一般競争入札 2

一般競争入札 2 92％

（株）根本商事 6050001026257 台車　外１４点 0
随意契約
（少額）

- -

-

- -

法　人　番　号

1430001015630

3010702006860

5050001009262

5140001088875

6050001000765

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式

随意契約
（少額）

- -

-

-

-

0

7010001016830 0.1

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

-

-

- - -

0.1

0.1

0.1

0

0

0

6050001000253

6010001054716

8010001007639

図書購入

事務用消耗品購入

特許出願手数料

新聞購読料

ＯＡ用消耗品購入

図書購入

図書購入

プリンター修理

購読料

消耗品購入

0.1

0

チェック



C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

東京ビル整美（株） 5010001139567 消耗品購入 3.4 一般競争入札 - -

（株）東京カップ 4010401020534 物品購入 0.1 一般競争入札 - -

（株）サンポー 1010401011569 物品購入 0 一般競争入札 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（一財）国土技術研究
センター

4010405000185
総合技術開発プロジェクト
の各課題を遂行するため横
断的に必要な調査検討

10
随意契約
（企画競争）

1 99％

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

3

4

1

2

（一財）先端建設技術
センター

1010005002873
技術研究開発成果の普及
方策の検討

15
随意契約
（企画競争）

1 99％

5

6

(独)国立印刷局 6010405003434 印刷費 0 一般競争入札 - -

チェック



（ ）

2

一般会計

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

課題

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

政策評価法第3条
研究開発力強化法第34条
科学技術基本法第14条

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

6 5.5

技術研究開発調査費

活動指標

28年度活動見込

0.2 0.1 0.1

年度ごとの評価課題数。
-

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

7

技術研究開発課題の効率
的、効果的な実施。

実施方法

事業番号

研究開発の評価等経費 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 技術調査課 課長　石原 康弘

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

4

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　国が研究対象の大枠を示したうえで、要素技術について研究者の自由な発想に基づく独創的かつ革新的な研究に関する提案を大学、民間企業等等の研究者
から公募し、優秀な提案に対して助成する「建設技術研究開発助成制度」について、外部有識者から構成される評価委員会（「建設技術研究開発評価委員会」）
を設置、活用し、研究開発の特性に応じて総合的に評価を実施する。
　特に緊急性の高い課題に直結する技術開発を行政が主体となって産学官連携により行い、成果を国の技術基準等へ反映する「総合技術開発プロジェクト」に
ついても、上記の評価委員会において事前評価・中間評価・事後評価等を実施する。また、産学官連携等による技術開発の発表会である国土技術研究会にお
いて、発表成果の評価を行う。

- -

8

▲ 1 -

- -

評価結果を、研究開発に係
る適切な予算配分に反映。

25年度

6

単位

単位当たりコスト＝Ｘ／Ｙ
Ｘ：執行額（単位：百万円）

Ｙ：評価課題数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

-

補正予算

百万円

3　/　243　/　23

28年度当初予算

0.5

平成１０年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

1

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　技術研究開発の課題の適切な設定、研究計画の見直し、研究開発終了後の成果の社会への波及効果等の評価のため、「建設技術研究開発助成制度」及び
「総合技術開発プロジェクト」の研究課題について、外部の学識者から構成される評価委員会等により評価する。それをもって、技術研究開発課題の効率的、効
果的な実施を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

課題
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

課題

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

7 7 6 6 5.5

4 3

執行率（％） 57% 57% 50%

単位

- - -

計算式 　　Ｘ / Ｙ 3　/　18

26年度

1

職員旅費

2.3

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

歳出予算目

1.5

　 0429

年度

国の研究開発評価に関する大綱的指針（H24.12）、国土交通
省研究開発評価指針（H26.3）、国土交通省政策評価基本計画
（H26.3）、第5期科学技術基本計画（H28.1）、国土交通省技術
基本計画（H24.12）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

100 100

23

23 24

24

100

- -

6 5.5

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

年度

18

18

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

18 23 24

1.2

29年度要求 主な増減理由

25年度

2

計

諸謝金

委員等旅費

施策 41 技術研究開発を推進する

政策 11 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

科学技術・イノベーション



本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

目標最終年度

-

-

目標値

中間目標

年度

- - - -

計画開始時
27年度 28年度

-

- - -

単位
年度

- -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

- -

-

成果実績

-

-

年度 年度

- -

単位

-

目標を達成した技術研究開発の割合

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

-

- - 年度
定量的指標 25年度

-

実績値 % -
測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-



適切に評価を実施するために外部の学識者等により公平・中
立に評価を行っている。

○

評　価項　　目

社会のニーズを的確に反映するため、幅広い分野の学識者
等を委員として選任し評価を行っている。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

評価結果を、研究開発に係る適切な予算配分に反映する等
活用している。

○

必要な経費のみ支出している。

○

予定価が少額のため、随意契約を行っている。

○

点検結果

外部有識者の所見

改善の
方向性

今後も内部組織又は外部有識者による点検・評価結果等を踏まえて、適切に取組を実施していく。

「国費投入の必要性」、「事業の効率性」、「事業の有効性」の各項目については、それぞれ妥当であると判断できる。

○

引き続き、技術研究開発課題の評価に必要な予算を計上し、適切な執行に努める

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

無

現
状
通
り

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

国の研究開発評価に関する大綱的指針や、国土交通省研究
開発評価指針等に基づき、実施している。

標準支払基準等により適切に執行している。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

‐

引き続き、研究課題の評価を通じ、効率的、効果的な技術研究開発課題の実施に努めるべき。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

外部の学識者等からなる評価委員会により、事前評価、中間
評価、事後評価等を適切に実施している。

事業番号

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○
外部の学識者等からなる評価委員会により、事前評価、中間
評価、事後評価等を適切に実施している。

‐

○

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

評価委員会開催にかかる旅費、謝金等の費用について、標
準支払基準等により適切に執行している。

事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

標準支払基準等により適切に執行している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

委員会の開催回数・開催時間の減及び委員の欠席等による
支出減。

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

事業所管部局による点検・改善



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

11

419

平成23年度

414

13

金　額
(百万円）

A.費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

使　途

人件費等

12

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

398

平成24年度

平成27年度

備考

平成２７年度国土技術研究会運営補助業務

費　目

B.

金　額
(百万円）

0.7

平成22年度

費　目 使　途

計 0.7 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

国土技術政策総合研究所

１．５百万円

Ａ．民間企業等（３機関）

０．９百万円

国土技術研究会運営

国土交通省

６百万円

建設技術研究開発助成制度、総合技

術開発プロジェクトにおける研究課題

謝金、調査旅費、委員等旅費

２．５百万円

評価・意見等に関する資料のとりまとめ

等

【随意契約（少額）】

【示達】



支出先上位１０者リスト
A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

（株）ステージ

（有）アレス

公益社団法人土木
学会

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

1

2

3

随意契約
（少額）

- - -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（少額）

- -

0.7

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

0.2

0

平成２７年度国土技術研究
会運営補助業務

平成２７年度国土技術研究
会チラシ等作成業務

平成２７年度国土交通省国
土技術研究会プログラム認
定料他

チェック



（ ）

科学技術・イノベーション

計

技術研究開発費補助金

29年度要求 主な増減理由

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

26 17 15 12

12

年度

93

80

第4期科学技術基本計画（H23.8閣議決定）
国土交通省技術基本計画（H24.12）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

116 115

80

92

80

- -

223 360

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

　 0430

年度

歳出予算目

360

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

単位

26 17 15

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

平成２８年度行政事業レビューシート

執行額

280 260 253 223 360

259 253

執行率（％） 100% 100% 100%

平成１３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　建設技術の高度化および国際競争力の強化、国土交通省が実施する研究開発の一層の推進等に資する技術研究開発に関する提案を大学、民間企業等
の研究者から広く公募し、優秀な提案に対し助成する「競争的資金制度」により、広範な領域における建設分野の技術革新を可能とする環境を整備する。もっ
て研究開発の成果による効率的・効果的な住宅・社会資本整備が推進されることを目的とする。

前年度から繰越し - 3

成果実績

目標値

成果指標 単位

28年度当初予算

-

-

補正予算

253

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

280

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　本助成経費は、我が国の直面する国土交通行政に係る課題の解決に資する研究開発テーマを示したうえで、研究者の自由な発想に基づく独創的かつ革新
的な研究に関する提案を大学、民間企業等の研究者から広く公募するもの。この応募課題について、外部有識者からなる「建設技術研究開発助成制度評価
委員会」による外部評価を経て、優秀な提案に対し補助金を交付する。
【補助率】
定額
【実施状況】
＜平成26年度採択課題数＞
政策課題解決型技術開発公募（一般タイプ）13課題、政策課題解決型技術開発公募（中小企業タイプ）4課題
＜平成27年度採択課題数＞
政策課題解決型技術開発公募（一般タイプ）10課題、政策課題解決型技術開発公募（中小企業タイプ）5課題

- -

283

- -

- -

目標を達成した技術研究開
発の割合

25年度

事業番号

建設技術の研究開発助成経費 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 技術調査課 課長 石原　康弘

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 3

計

文教及び科学振興

-

257

当該年度に事後評価（外部
評価）を実施した課題（前年
度に研究を終了した課題）
のうち、「目標を達成した技
術研究開発課題の割合」を
成果指標とし、８０％以上達
成することを目標とする。

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

新たなテーマを設定し、更なる技術開発を促進するため。

課題
年度ごとの採択課題数を活動指標とする。

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

223 360

活動指標

活動実績

当初見込み

課題

一般会計

223

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - -

測
定
指
標

実績値 ％ 93

施策 41　技術研究開発を推進する

政策 11 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

-

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省の所掌する建設技術の高度化及び国際競争力の強化、国土交通省が実施する研究開発の一層の推進等に資する技術研究開発に関する
提案を公募し、建設分野の技術革新を推進していく。

-

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

92

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

国
費
投
入
の
必
要
性

単位

-

当該年度に事後評価（外部評価）を実施した課題（前年
度に研究を終了した課題）のうち、目標を達成した技術
研究開発の割合を８０％以上とする。

- 年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

- -成果実績

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

「目標を達成した技術研究開発課題の割合を８０％以上とす
る」という目的が達成されている。

‐

-

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

政策課題解決型の研究開発テーマの設定に際しては、国土
交通省技術基本計画や外部有識者から構成される「建設技
術研究開発評価委員会」の意見等を踏まえ、国土交通行政
の課題解決上重要性の高いテーマとして、インフラ老朽化対
策関係、防災・減災関係を設定した。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

年度

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

） - -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

- - -

○

採択課題の選定に当たって、外部有識者から構成される「建
設技術研究開発評価委員会」において使途も含め審査してい
る。

単位

○

・本省において予算を執行しており、大学、民間企業等の研
究者から広く公募を行い、採択課題の選定に当たっては外部
有識者から構成される「建設技術研究開発評価委員会」によ
り、研究開発に係る費用の使途も含めて審査していただいて
いる。

‐

-

計画開始時
27年度 28年度

80 80 80

年度

中間目標

-

-

目標値

評　価項　　目

平成２４年度より、我が国の直面する国土交通行政に係る課
題の解決に資する「政策課題解決型」公募へと重点化を図っ
ており、外部有識者から構成される「建設技術研究開発評価
委員会」を踏まえ社会のニーズを技術研究開発内容へ反映さ
せている。

目標最終年度

○

-

我が国の直面する国土交通行政に係る課題の解決に資する
技術研究開発を強力に推進するための制度であり、国が実
施する必要がある。

○



関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○
「目標を達成した技術研究開発課題の割合を８０％以上とす
る」という目的が達成されている。

所管府省・部局名

外部有識者から構成される「建設技術研究開発評価委員会」
において、補助金により実施することが適切な技術研究開発
課題が選定されている。

事業番号

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

事業名

‐

「目標を達成した技術研究開発課題の割合を８０％以上とす
る」という目的が達成されている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

引き続き、研究開発のテーマを国土交通行政の課題解決上重要性の高いテーマに重点化するとともに、適切な事業の実施に努めるべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

399

平成24年度

平成27年度平成25年度

現
状
通
り

13

平成26年度

引き続き、国土交通行政の課題に基づきニーズの高いテーマを設定し、更なる技術開発の促進に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

点検結果

415

14

外部有識者の所見

改善の
方向性

今後も内部組織又は外部有識者による点検・評価結果等を踏まえて、適切に取組を実施していく。

・「国費投入の必要性」、「事業の効率性」、「事業の有効性」の各項目については、それぞれ妥当であると判断する。

12

420

平成23年度

国土交通省

２５３百万円

研究対象の大枠を示したうえで、

研究者の自由な発想に基づく独

創的かつ革新的な研究に関する

提案を大学、民間企業等の研究

者及び中小企業から広く公募

A.個人（１０課題）

２００百万円

B.民間企業（５課題）

５３百万円

技術研究開発

【公募・補助】

【公募・補助】

技術研究開発



支出先上位１０者リスト
A.

ドーナツ型ＴＢＭを活用した
新たな山岳トンネル工法の
開発

深礎杭孔内無人化施工シ
ステムの開発

高強度アラミド繊維による
高性能ロープを活用した補
強後も維持管理が容易な
構造部材の技術開発

現場急速成形法と埋込み
型センシングを併用した
FRP部材による鋼構造物の
補修・補強技術の開発

高エネルギー可搬型Ｘ線橋
梁その場透視検査の実用
化

光学的計測法を用いた効
率的・低コストな新しい橋梁
点検手法の開発

既存建物下の局部地盤改
良を可能にする極超微粒子
セメントを利用したセメント
浸透固化型液状化対策工
法の技術開発

迅速かつ効率的な復旧・復
興のための災害対応マル
チプラットホームの開発

既存不適格木造住宅の耐
震化率を飛躍的に向上させ
る改修促進のための総合
技術の開発

鋼床版の疲労損傷に対す
るコンクリート系舗装による
補強技術の性能評価に関
する研究

21

19

25

22

21

16

16

14

-

-

-

－

－

－

-

-

- - -

-

- -

法　人　番　号

-

-

-

-

-

-

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式

-

- -

-

-

-

－

－17

- 27

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

-

-

-

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

－

－

－

－

10

－

- -

2

3

9

6

1

- -

-

- -

8

7

5 - -

- -

4

2.7

費　目 使　途
金　額

(百万円）

15

研究補助者等への支出等

旅費等 0.5 旅費 0.5

5.1

その他経費 印刷製本費等

B.

5.1

物品費研究開発に供する器具機械類等

費　目

人件費・謝金 研究補助者等への支出等

研究開発に供する器具機械類等

0.2 人件費・謝金

使　途

物品費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）
旅費等

間接経費 管理部門の経費等 6.2 間接経費 管理部門の経費等

金　額
(百万円）

A.

1.7

その他経費 印刷製本費等

旅費

4.3

個人Ａ

個人Ｂ

個人Ｃ

個人Ｄ

個人Ｅ

個人Ｆ

個人Ｇ

個人Ｈ

個人Ｉ

個人Ｊ

チェック



B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

4

5

ジーエネックス株式
会社

7180001065571
準マイクロ波帯域の電波に
よる融雪用発熱モルタル
ブックシステムの開発

9 - - - －

株式会社福田水文セ
ンター

6430001014347
寒冷地河川におけるリアル
タイム流量自動観測システ
ムの開発

9 - - - －

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

プラナスケミカル株式
会社

3180001056161

地中に埋設される排水管
（FRPM管）の樹脂モルタル
部分の亀裂を配管内部に
紫外線を照射することで検
知する塗装工法の開発

14 - - －

- - - －

株式会社環境風土テ
クノ

7011201014707
中小零細建設業を対象に
する映像を活用した
valueCIMの開発

10 - - - －

2

-

株式会社シー・イー・
サービス

4430001007014

カメラ画像利用した大雪お
よび暴風雪による視程障
害・吹きだまり検知に関する
技術開発

12

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック



（ ）

科学技術・イノベーション、国土強靱化施策

117

計

諸謝金

委員等旅費

-

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

5 9 16 -

13

年度

2

7

第４期科学技術基本計画（H23.8閣議決定）、
国土交通省技術基本計画（H24.12）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

28.6 43

7

1 2

7

71.4 -

-

-

- -

121

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0431

年度28

-

7

-

-

歳出予算目

-

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内

訳

（
単
位
：
百
万
円

）

0.1

職員旅費

計算式 -

-

-

26年度

単位

- 6 13

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

90 119 174 121 0

118 173

執行率（％） 98% 99% 99%

平成２５年度
事業終了

（予定）年度
平成２８年度

3.2

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

東日本大震災や近年発生している竜巻による被害を踏まえ、今後発生することが想定されている南海トラフ巨大地震や首都直下型地震等の災害に対して建
築物が災害拠点としての機能を維持するために配慮すべき設計技術水準を提案し、地方公共団体等の公的施設および民間拠点ビルの設計に資する災害拠
点設計ガイドラインを策定する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-

-

28年度当初予算

--

-

-

補正予算

-

174

単位

技術研究開発は、成果目標により実施する内容（需要
予測、実態調査、分析・試験等）が異なるため、単位当

たりコストを示すことができない。

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

88

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

１．津波や竜巻等による外力を想定した災害拠点建築物の技術開発
1)低抗力津波避難ビルの開発、2)外壁材脱落を考慮した設計法の開発、3)津波漂流物の防護策に関する調査、4)飛来物対策評価法の開発
２．地震動による外力を想定した災害拠点建築物の技術開発
1)非共振天井材の開発、 2)使用安全性簡易確認装置の開発、3)非構造壁を活用した損傷制御設計法の開発、4）設備システムの機能維持に関する調査
３．災害拠点建築物設計ガイドラインの策定

※本事業は、建設技術に関する重要な課題のうち、特に緊急性が高く、適用対象となる分野の広い課題を取り上げ、行政部局が計画推進の主体となり産学
官の連携により、総合的に、組織的に研究を実施する「総合技術開発プロジェクト」の１課題として実施。外部有識者による外部評価を活用した「事前評価」を
実施しており、事業終了後には「事後評価」を実施する。

- -

90

- -

- -

災害拠点建築物設計ガイド
ラインの策定に資する完了
した技術的課題数

25年度

事業番号

災害拠点建築物の機能継続技術の開発 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 技術調査課 課長　石原 康弘

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

119

災害拠点建築物設計ガイド
ラインの策定

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

予定通りH28年度予算をもって事業終了予定。

-

災害拠点建築物設計ガイドラインの策定のために実施
した研究開発に関連する論文・報告発表、刊行物公表
件数

-

28年度活動見込

- - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

120.6 0

技術研究開発調査費

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

一般会計

0.3

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - -

測
定
指
標

実績値 % 97.9

施策 41 技術研究開発を推進する

政策 11 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

-

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

- -

改革
項目

分野： - -

26年度 27年度

94.4

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

-

国
費
投
入
の
必
要
性

単位

-

目標を達成した技術研究開発の割合

-

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

- -

点
検
・
改
善

結
果

成果実績

研究諮問委員会を設け、最先端の知見を幅広く集め、産学
官が一体となって効率的に技術開発を進める。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○
発表論文については、連報とする等当初の見込み以上と
なっている。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

研究諮問委員会を設け、最先端の知見を幅広く集め、産学
官が一体となって効率的に技術開発を進めている。

研究計画に従って進めており、概ね順調に進捗している。

事業番号

関
連
事
業 -

‐

-

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

外部有識者による「事前評価」において、、今後の我が
国の防災対策を考えていく上で、必要性が高いと評価されて
いる。

-

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

年度

92.2 -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

改善の
方向性

発注にあたっては、引き続き競争性の確保に努めるなど、予算の適切な執行に努める。

引き続き発注における競争性の確保に努める。
成果目標である災害拠点建築物設計ガイドラインの策定に向け、引き続き事業の適切な実施に努める。

事業名

‐

研究内容の進展に伴い、論文等の公表を行った。

- - -

○

業務発注を計画するにあたっては、あらかじめ検討項目、調
査対象範囲等について十分検討を行い、効率的な執行に努
めている。

単位

○

支出先については、価格競争や総合評価、企画競争により
競争性の確保に努めている。

‐

-

計画開始時
27年度 28年度

80 80 80 -

年度

中間目標

-

-

目標値

評　価項　　目

外部有識者による「事前評価」において、必要性が高い課題
であると評価されている。

80

目標最終年度

-

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

企画競争については、発注者が仕様の詳細を定めがたいも
のに限定している。

-

今後発生が予想されている南海トラフ巨大地震、首都直下
地震、最近頻発している竜巻等に対応した建築物の安全性
や災害後の継続使用性に関する研究開発は、今後の我が
国の防災対策を考えていく上で、必要性が高いと評価する。

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

委託【随意契約（企画競争等）】

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

計 70 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

終
了
予
定

70

平成22年度

-

B.

平成28年度で終了予定ではあるが、活動指標と成果目標をより関連づけることができないか、活動指標の設定方法について検討した上で、成果
目標の達成に向け適切な執行に取り組むべき。最終実施年度であることから、事業の成果検証方法についても検討し、成果をわかりやすい形で
国民に示すべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

-（株）ＲＣワークス

費　目

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

400

平成24年度

平成27年度平成25年度

-

使　途

人件費等

予
定
通
り
終
了

-

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

平成26年度

事業の目的については、国が積極的に推進すべきものであり、適切と考える。ただ、定量的な成果目標が「ガイドラインの策定」であるにもかかわらず、活動指標
として、論文等の公表件数があげられているが、論文を公表することと、ガイドラインの策定は必ずしも直接的には結び付かず、アウトプットとして適正かは検討が
必要ではないか（実験による課題の克服等、より具体的な指標が考えられるのではないか）。本事業はH28年度に終了するため、是非しっかりと研究成果をガイド
ラインの策定に活用してもらい、無駄にしないでもらいたい。

論文・報告発表、刊行物公表件数（アウトプット）と「ガイドラインの策定（アウトカム）」の直接的な関係を表現するため「災害拠点建築物設計ガイド
ラインの策定のために実施した研究開発に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数」とした。
（本事業はアウトカム達成のために実施する研究開発であり、事業期間内に成果が出た時点で成果を公表し、社会一般に成果を広く活用できるよ
うにする方法の一つとして論文・報告発表を実施している。論文・報告発表、刊行物公表件数とアウトカムとの直接的な関係が不明瞭な表現で
あったため表現を改めた。）
また最終年度として事業の成果検証方法について検討し、成果をわかりやすい形で国民に示せるよう努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

416

2001

外部有識者の所見

金　額
(百万円）

A.

-

-

新25-56

平成23年度

国土交通省

１７４百万円

総合技術開発プロジェクトの計画主体

Ａ．民間企業等

１７１百万円

災害拠点建築物の機能継続技術の

開発に関する実験補助業務等

研究開発の実施に必要な事務

費

２．２百万

①謝金０．２０百万

災害拠点建築物の機能継続技術

の開発に関する調査・研究の企

画・立案、及び調査結果に基づく

国土技術政策総合研究所



支出先上位１０者リスト
A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

二次壁つき実大鉄筋コンク
リート造架構試験体の製造
および廃棄業務

二次壁つき実大鉄筋コンク
リート造架構損傷量評価の
ための実験業務

低抗力型建築物の津波荷
重低減効果の評価のため
の実験業務

高耐震吊り天井を用いた天
井の設計に関する業務

災害拠点建築物設計ガイド
ライン検討のための補助業
務

使用安全性簡易確認装置
を設置した鉄筋コンクリート
造建築物の試設計例作成
業務

ライフライン途絶後におけ
る拠点建築物の機能維持
に有効な防災用設備等の
運用管理手

日本建築学会構造系論文
集投稿料

日刊業界紙公示掲載業務

日刊業界紙公示掲載業務

日刊業界紙公示掲載業務

災害拠点建築物の機能継
続技術の開発検討委員会
速記等業務

日本建築学会大会（関東）
参加費及び発表登録費

9.8

9.8

34.9

29.9

9.9

1.1

1

0.1

0.1

3010405010383

5011401004988

9010001025367

2010401021583

7050001017494

3010405010383

随意契約
（その他）

-

-

-

- -

随意契約
（少額）

-

98.9％

2 90％

法　人　番　号

-

8010401006744

9010001006111

9010001006111

9010001006111

6010001019553

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札

1 100％

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

4.9

9030001071871 70

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

- -12 0.1

0 - -

11

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

13

1 99.8％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

10

1 99.9％

2

3

9

6

1

1 99.7％

1

-

- -

8

7

-

5 3 99.8％

- -

4

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

（株）ＲＣワークス

西松建設・熊谷組・
佐藤工業・戸田建
設・前田建設工業設
計共同体

鹿島建設（株）

（株）日建設計

（株）日建設計

（株）日建設計

（株）ジエス

一般社団法人　日本
建築学会

（株）日刊建設産業
新聞社

（株）日刊建設通信
新聞社　北関東支局

（株）日刊建設工業
新聞社

（株）Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃ　Ｌａ
ｎｇｕａｇｅ

一般社団法人　日本
建築学会

チェック



（ ）

一般会計

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

28年度活動見込

本事業に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数
-

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

58

建築物における電力消費
のピークシフトを最適化す
るための設計システムの開
発

実施方法

事業番号

電力依存度低減に資する建築物の評価・設計技術の開発 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 技術調査課 課長 石原 康弘

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

57

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

建築物においてピークシフトの効果を評価する手法やピークシフトを最適化するための設計システムに係る技術開発を行い、需要側におけるピーク対策を促
進する。
１．建築物のピークシフト効果を評価する技術の開発
２．建築物のピークシフトの最適化技術の開発

※本事業は、建設技術に関する重要な課題のうち、特に緊急性が高く、適用対象となる分野の広い課題を取り上げ、行政部局が計画推進の主体となり産学
官の連携により、総合的に、組織的に研究を実施する「総合技術開発プロジェクト」の１課題として実施。外部有識者による外部評価を活用した「事前評価」を
実施しており、事業終了後には「事後評価」を実施する。

- -

60

- -

- -

建築物における電力消費
のピークシフトを最適化す
るための設計システムの開
発に資する完了した技術的
課題数

25年度

69

単位

技術研究開発は、成果目標により実施する内容（需要
予測、実態調査、分析・試験等）が異なるため、単位当

たりコストを示すことができない。

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

-

補正予算

百万円/件

平成２５年度
事業終了

（予定）年度
平成２７年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

本研究では、住宅を含む建築物の設備システム、躯体構造の工夫、特殊建材の導入など各種要素技術を総合して建築物の電力消費のピーク対策への効果
を検証することにより、ピーク対策のための電力依存度の評価技術及びそれを最適化するための設計システムの開発を行う。また、これらをエネルギー需要
平準化のためのガイドラインとして取り纏める。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

60 58 69 0 0

56 67.4

執行率（％） 95% 97% 98%

単位

3 4 9

計算式 　　/

26年度

　 0432

年度27

7

7

-

第４期科学技術基本計画（H23.8閣議決定）、
国土交通省技術基本計画（H24.12）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

14.3 43

7

2 4

7

100 -

-

-

- -

-

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

1

7

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

4 6 10 -

-

25年度

科学技術・イノベーション、国土強靱化施策

チェック



-

80

目標最終年度

-

-

目標値

中間目標

0 0

-

年度

80 80 80 -

計画開始時
27年度 28年度

-

- - -

単位
年度

92.2 -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- -

-

-

成果実績

-

-

年度 年度

- -

28年度当初予算

単位

-

目標を達成した技術研究開発の割合

-

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

94.4

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

歳出予算目

- - 年度

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度

-

計

実績値 % 97.9

-

-

施策 41 技術研究開発を推進する

政策 11 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価



合理的なものとなるよう努めている。

H24.5.18 省エネルギー・省資源対策推進会議省庁連絡会議
決定において「省エネルギー対策においても、電力のピーク
カット・ピークシフトの考え方を含めて把握していくことが適切
である」とされており、全国を視野に中立的な立場から把握
する必要がある。

○

評　価項　　目

外部有識者による事前評価において、「建築レベルでも電力
低減の視点も含めて省エネルギー施策を推進する必要があ
る」と評価されている。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

・研究内容の進展に伴い、論文等の公表を行った。

○

業務発注を計画するにあたっては、あらかじめ検討項目、調
査対象範囲等について十分検討を行い、効率的な執行に努
めている。

○

特段の知見を必要としないものについては価格競争を実施
し、企画競争については必要性を十分吟味している。

‐

点検結果

改善の
方向性

今後も内部組織又は外部有識者による点検・評価結果等を踏まえて、適切に取組を実施していく。

・「国費投入の必要性」、「事業の効率性」、「事業の有効性」、「重複排除」の各項目については、それぞれ妥当であると判断できる。発注方式
等については、競争性・透明性の高い手法で実施すること。

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

有

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

外部有識者による事前評価において、「福島第一原発事故
の影響により、現在に至っても電力供給の見通しが不透明
な状況」であり喫緊の課題であると評価されている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

研究計画に従って進めており、概ね順調に進捗している。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○
発表論文については、連報とする等当初の見込み以上と
なっている。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

研究委員会を設置して、要素技術、環境予測技術、評価指
標等の開発において、専門的助言を受けつつ、開発を進め
ている

点
検
・
改
善
結
果

国総研に専門家が居ない研究パートについては委託研究を
活用している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

事業所管部局による点検・改善



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

委託【随意契約（企画競争等）】

-

新25-56

平成23年度

417

2001

外部有識者の所見

平成26年度

事業の目的については、国が積極的に推進すべきものと思われ、適切と考える。ただ、定量的な成果目標が「設計システムの開発」であるにも関わらず、活動指
標として論文等の公表件数があげられているが、論文を公表することと、システムの開発は必ずしも直接的には結び付かず、アウトプットとして適正かは検討が必
要ではないか（調査等による課題の克服等、より具体的に成果と結びつく指標が考えられたのではないか）。本事業はH27年度に終了したため、是非、しっかりと
成果をシステム開発、ガイドラインの策定に活用し、無駄にしないでもらいたい。

本事業の事業終了後の評価を今後行うとともに引き続き成果にもとづくガイドラインの策定・普及に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

予
定
通
り
終
了

-

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

401

平成24年度

平成27年度

平成27年度終了事業であるため、事業終了後の評価を適切に行うとともに、今後は本事業の成果の普及に努める。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

-

終
了
予
定

平成22年度

国土交通省

６９百万円

総合技術開発プロジェクト

の計画主体

Ａ．民間企業等（１２機関）

６５百万円

技術基準等の原案検

討に資するデータ収集

及び資料作成等の実

建築物のピーク対策技術

の開発に関する調査・研

究の企画・立案、及び調

査結果に基づく技術基準

国土技術政策総合研究所

６９百万円

研究開発に必要な事務

費



支出先上位１０者リスト
A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

（株）蒼設備設計

日本環境技研（株）

戸田建設（株）

国立大学法人筑波
大学

パナソニック（株）エ
コソリューションズ社

（株）岩浪興業社

（有）ムラキツール

太陽計測（株）

東機エレクトロニクス
株式会社

遠藤科学（株）

東機エレクトロニクス
株式会社

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

金　額
(百万円）

A.費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

使　途

人件費等 （株）蒼設備設計

費　目

B.

金　額
(百万円）

40.7

費　目 使　途

計 40.7 計 0

-

5 - -

- -

4

-

- -

8

7

9

6

1

- -

-

10

1 100％

2

3

11

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

1 100％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

3 98.5％

法　人　番　号

4310002011118

6010001034874

5050005005266

5120001158218

4011601000763

7050002040000

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

1 97.3％

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

0.6

2010001021240 40.7

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

- -

11.5

5.6

2.8

0.6

0.5

0.4

0.3

6010801006420

3010401019131

5080001000689

3010401019131

建物における電力ピーク対
策の定量的効果に関する
調査整理業務

建物における蓄電設備等
の機器パラメータの調査整
理業務

建物の熱負荷シフト時の人
体温熱環境評価に関する
調査研究

高効率の建物内電力網に
関する調査研究

小規模オフィスにおける人
感センサを用いた照明省エ
ネ効果試算業務

プレハブ建物等解体撤去
廃棄業務

補償導線購入

輝度・色度分布計測システ
ムのためのデジタル一眼レ
フカメラ校正データ取得業
務

パーソナルコンピュータ外１
点購入

＊データロガー購入

＊パーソナルコンピュータ
外１点購入

1

1

チェック



（ ）

科学技術・イノベーション、国土強靱化施策

63.1

計

諸謝金

委員旅費

-

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

1 2 4 -

3

年度

0

13

第４期科学技術基本計画（H23.8閣議決定）、
国土交通省技術基本計画（H24.12）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

0 15.4

13

2 1

13

23.1 -

-

-

- -

65 -

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0433

年度28

-

13

-

-

歳出予算目

-

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

0.1

職員旅費

計算式 　　/

26年度

単位

- 1 3

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

80 63 85 65 0

55 80.7

執行率（％） 93% 87% 95%

平成２５年度
事業終了

（予定）年度
平成２８年度

2.1

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

住宅・社会資本の老朽化に伴う施設の維持管理・更新において、施設の利活用技術（方策）を開発すると共に、施設の維持管理・更新等の各段階で必要な施
設情報の収集・蓄積管理技術の開発を通じて、安全な国土の形成と維持及び環境負荷の小さな社会の実現に寄与する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-

-

28年度当初予算

-

-

補正予算

百万円/件

85

単位

技術研究開発は、成果目標により実施する内容（需要
予測、実態調査、分析・試験等）が異なるため、単位当

たりコストを示すことができない。

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

74

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

住宅・社会資本の施設情報を、計画、設計、施工、維持管理、更新の各段階において収集・蓄積し、利活用することで、施設の維持管理を、安全性確保や環
境負荷低減にも配慮しながら効率的に進めていくための技術・方策の開発を行う。
１．社会資本等の施設情報の利活用技術の開発
２．社会資本等の施設情報の収集・蓄積・管理技術の開発
３．社会資本等の施設情報蓄積・利活用システム整備技術の開発

※本事業は、建設技術に関する重要な課題のうち、特に緊急性が高く、適用対象となる分野の広い課題を取り上げ、行政部局が計画推進の主体となり産学
官の連携により、総合的に、組織的に研究を実施する「総合技術開発プロジェクト」の１課題として実施。外部有識者による外部評価を活用した「事前評価」を
実施しており、事業終了後には「事後評価」を実施する。

- -

80

- -

- -

技術的課題数

25年度

事業番号

社会資本等の維持管理効率化・高度化のための情報蓄積・利
活用技術の開発 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 技術調査課 課長 石原 康弘

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

63

　住宅・社会資本に係る施
設の維持管理情報共有シ
ステム（プロトタイプ）の構
築・整備。

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

予定通りH28年度予算をもって事業終了予定。

-

情報共有システムの構築・整備のために実施した研究
開発に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数に関
連する論文・報告発表、刊行物公表件数

28年度活動見込

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

65.4 0

技術研究開発調査費

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

一般会計

0.1

チェック



本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-

政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - -

測
定
指
標

実績値 % 97.9

施策 41 技術研究開発を推進する

政策 11 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

-

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

- -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

94.4

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

国
費
投
入
の
必
要
性

単位

-

目標を達成した技術研究開発の割合

-

-

年度 年度

- -成果実績

○

-

外部有識者による「事前評価」において、、今後の我が
国の防災対策を考えていく上で、必要性が高いと評価されて
いる。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

年度

92.2 -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

- - -

○

単位
-

計画開始時
27年度 28年度

80 80 80 -

年度

中間目標

-

-

目標値

評　価項　　目

外部有識者による「事前評価」において、必要性が高い課題
であると評価されている。

80

目標最終年度

○

国が管理する道路や河川の維持管理の必要性から実施して
いること及び国が先行して実施し地方自治体に普及を図るこ
とで効率的な施策の展開ができる。



競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

企画競争については、発注者が仕様の詳細を定めがたいも
のに限定している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○
発表論文については、連報とする等当初の見込み以上と
なっている。

‐

○

無

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

外部有識者による外部評価を活用した「事前評価」を実施し
ており、事業終了後には「事後評価」を実施する。

研究計画に従って進めており、概ね順調に進捗している。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

有

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

改善の
方向性

今後も内部組織又は外部有識者による点検・評価結果等を踏まえて、適切に取組を実施していく。

・「国費投入の必要性」、「事業の効率性」、「事業の有効性」、「重複排除」の各項目については、それぞれ妥当であると判断できる。

事業名

‐

・研究内容の進展に伴い、論文等の公表を行った。

業務発注を計画するにあたっては、あらかじめ検討項目、調
査対象範囲等について十分検討を行い、効率的な執行に努
めている。
・業務の主たる部分に係る再委託は禁止し、主たる部分以外
の再委託については、軽微なものを除き、再委託承諾申請
を求めており、支出先・使途を確認することとしている。

○

支出先については、価格競争や総合評価、企画競争により
競争性の確保に努めている。

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

業務の主たる部分に係る再委託は禁止し、主たる部分以外
の再委託については、軽微なものを除き、再委託承諾申請
を求めており、支出先・使途を確認することとしている。

○



終
了
予
定

平成22年度

-

平成28年度で終了予定ではあるが、活動指標と成果目標をより関連づけることができないか、活動指標の設定方法について検討した上で、成果
目標の達成に向け適切な執行に取り組むべき。最終実施年度であることから、事業の成果検証方法についても検討し、成果をわかりやすい形で
国民に示すべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

402

平成24年度

平成27年度平成25年度

予
定
通
り
終
了

-

平成26年度

事業の目的については、国が積極的に推進すべきものと思われ、適切と考える。ただ、定量的な成果目標が「情報共有システムの構築・整備」とあるにも関わら
ず、活動指標が論文等の公表件数ということで妥当なのかについては検討が必要（論文の公表等とシステム構築は必ずしも直接的に結びつくわけではなく、調査
等による課題の克服等、より直接的な指標が考えられるのではないか）。また、本事業の目標値に対して、平成27年度までの達成度が23.1％と極めて低い点に問
題はないのか、残り約77％の達成が最終年度（H28年度）に依拠する形になるが、事業の推進に問題がないか、しっかりと検討すべき。

論文・報告発表、刊行物公表件数（アウトプット）とシステムの構築・整備（アウトカム）」の直接的な関係を表現するため「情報共有システムの構
築・整備のために実施した研究開発に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数」とした。
（本事業はアウトカム達成のために実施する研究開発であり、事業期間内に成果が出た時点で成果を公表し、社会一般に成果を広く活用できるよ
うにする方法の一つとして論文・報告発表を実施している。論文・報告発表、刊行物公表件数とアウトカムとの直接的な関係が不明瞭な表現で
あったため表現を改めた。）
また平成28年度内に残りの成果目標を達成すべく取り組んでいる。事業の成果検証についての検討を行う。

関連する過去のレビューシートの事業番号

418

新25-2062

外部有識者の所見

-

新25-63

平成23年度



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

委託【随意契約（企画競争）】

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

計 17.2 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

17.2

B.

維持修繕工事の品質確保に関する調査業
務

費　目

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

使　途

役務費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.

国土交通省

84.6百万円

総合技術開発プロジェ

クトの計画主体

研究開発の実施に必要な事務

費

２．１百万円

①謝金０．０５百万円

②調査旅費２．０７百万円

③委員等旅費０．００５百万円

Ａ． 民間企業等

78.5百万円

維持修繕工事の効率化の

ための資料分析及び情報

蓄積・利活用に関する課

題整理業務等

国土技術政策総合研究所

84.6百万円

・施設情報の利活用技

術及び蓄積・管理技術

の開発に関する調査・

研究の企画・立案、及



支出先上位１０者リスト
A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

維持修繕工事の品質確保
に関する調査業務

社会資本のライフサイクル
をとおしたＣＯ２排出量算
出手法の省力化及び活用
に関する

コンクリート構造物の二酸
化炭素収支量に関する試
算・整理業務

施設の維持管理情報等の
連携に関する調査業務

地理空間情報プラット
フォームへのデータ登録支
援ツール作成作業

下水道管渠の適切な維持
管理に向けた周辺環境情
報等の活用に関する基礎
的調査業務

ＩＣＴ技術を用いた新型管路
内調査機器の適用箇所に
関する調査業務

建築物の外壁構成モデル
の作成手法に関する調査
等業務

建築物の定期調査報告書
等の管理および情報化の
実態に関する調査・整理業
務

建物の外装材等の落下事
例に関する情報収集等業
務

既存建築物からのコンク
リート供試体採取および試
験業務

簡易打診装置によるタイル
外壁の打音等の測定およ
び整理業務

0.7

8.9

10.1

8.9

9

4.5

4.2

3.6

1

3011101059302

8120901006274

4010401039038

9430001020986

9010005018813

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（少額）

1 96.2％

随意契約
（少額）

96.3％

1 99.9％

法　人　番　号

2010001016851

2010001016851

5010001050435

5010001050435

3011101015783

4180001031246

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

1 99.9％

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（少額）

4.5

4010405000185 17.2

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

- -12 1

11

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

1 99.8％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

10

2 99.8％

2

3

9

6

1

1 99.5％

2

-

4 85.9％

8

7

-

5 - -

1 94.3％

4

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

一般財団法人　国土
技術研究センター

日本工営（株）

日本工営（株）

（株）長大

（株）長大

（株）日水コン

玉野総合コンサルタ
ント

ＧＳＡ（株）

（株）空間デザイン

（株）ファインコラボ
レート研究所

日本データーサービ
ス（株）

一般社団法人　日本
非破壊検査工業会

チェック



（ ）

科学技術・イノベーション

-

27年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

264 277 288 -

-

28年度活動見込

-

- - - 17

25年度 26年度

26年度 27年度

- -

25年度

28年度活動見込

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

- - - - 3

- - - - 100

15

80

第4期科学技術基本計画（平成23年8月19日閣議決定）
国土交通省技術基本計画（平成24年12月10日）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

100 100

80

15 15

80

100 -

-

-

8,665 8,737

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0434

年度27

33 年度

15

80

100

- - - - -

現場に適用された土木研究所開発技術数（特許等の使
用に関する報告や聞き取りにより把握できたもののみ）

活動実績 技術数

当初見込み

目標値

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 課題

当初見込み 課題

単位

264 277 288

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

％

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

8,101 8,465 8,500 8,665 8,737

8,465 8,500

執行率（％） 100% 100% 100%

研究開発について、年度評
価で「目標を達成している
と認められる」との評価を
得ること。
（第4期中長期目標期間
（28年度～33年度））

研究開発の3つの目標のう
ち「目標を達成していると認
められる」と評価された割
合

成果実績 件

平成１３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

土木技術に関する調査、試験、研究及び開発等を土木研究所に行わせ、土木技術の向上を図り、もって良質な社会資本の効率的な整備及び北海道の開発
の推進に資すること。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件

-

％

補正予算

8,500

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

8,101

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

土木技術に関する調査、試験、研究及び開発等を行う。具体的には、①安全・安心な社会の実現に向けた研究開発等、②グリーンイノベーションによる持続
可能な社会の実現に向けた研究開発等、③社会資本の戦略的維持管理・長寿命化に向けた研究開発等、④土木技術による国際貢献に向けた研究開発等
を実施。

8,101

- -

個別項目全15項目のうち、
上位の評価結果の割合（25
年度まではA評価以上、26
年度からはB評価以上）

25年度

事業番号

国立研究開発法人土木研究所（運営費交付金） 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度

交付

担当課室 総務課・会計課・技術調査課
総務課長 上原 淳
会計課長 榊 真一
技術調査課長 石原 康弘

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

8,465

独立行政法人評価委員会
の年度評価で、上位の評
価結果を得ること。
(第3期中長期目標期間（23
年度～27年度））

実施方法

定量的な成果目標

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

課題

達成度 ％

実施研究課題数
（第3期中長期目標期間(23年度～27年度)：プロジェクト
研究課題、重点研究課題、基礎研究課題の合計）

研究開発プログラム数
(第4期中長期目標期間（28年度～33年度）から、社会的
要請の高い課題に重点的・集中的に対応するため、解
決すべき政策課題ごとに研究開発プログラムを構成し
た。）

活動指標

- -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人通則法第46条（国立研究開発法人土木
研究所法）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

活動実績

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

当初見込み

課題

活動指標

27 30 28 -

- -

一般会計

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

目標値

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

測
定
指
標

目標年度
- 年度 33 年度

計

実績値 課題 264

人件費

業務経費

施策 41 技術研究開発を推進する

政策 XI　ICTの利活用及び技術研究開発の推進

定量的指標 単位 25年度 26年度 27年度

年度

現場に適用された土木研究所開発技術数（特許等の使
用に関する報告や聞き取りにより把握できたもものみ）

技術数 -

17

- -

-

年度

456

29年度要求 主な増減理由

25年度

定量的指標 25年度
中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国の技術基準等に反映されうる研究開発成果をあげることで、災害に対し粘り強くしなやかな国土の構築、国土基盤の維持・整備・活用、国土の適切
な管理による安全・安心で持続可能な国土の形成等に寄与する。

歳出予算目

- -

4,612

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

277

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

-

- -

3,706

一般管理費

達成度 ％

計算式 　　/ 8,101/264

26年度

460

3,669

単位

27 30 28 -

目標値

実施研究課題数
（第3期中長期目標期間(23年度～27年度）：プロジェクト
研究課題、重点研究課題、基礎研究課題の合計）

- -

研究開発プログラム数
(第4期中長期目標期間（28年度～33年度）から、社会的
要請の高い課題に重点的・集中的に対応するため、解
決すべき政策課題ごとに研究開発プログラムを構成し
た。）

実績値 課題

28年度当初予算

- - - - -

目標値 課題 -

技術数実績値

-

定量的指標 単位 25年度 27年度
中間目標

8,500/288

28年度活動見込

　　/ 8,665/17

8,465/277

509.7

26年度
目標年度

年度 33

25年度

-

計算式

年度 年度

26年度 27年度
単位当たり

コスト

成果実績

百万円

中間目標

単位

当該年度予算額／当該年度実施研究課題数
【研究課題1科題当たりのコスト】
（第3期中長期目標期間(23年度～27年度)）

単位当たり
コスト

年度

288 -

目標値 課題

K
P
I

(

第
一
階
層

）

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

単位

退職手当の所要見込額による人件費の増

計画開始時
27年度 28年度

264 277 288 -

算出根拠

28年度活動見込

30.7 30.6 29.5

当該年度予算額／研究開発プログラム数
【研究開発プログラム１プログラム当たりのコスト】
(第4期中長期目標期間（28年度～33年度））

8,665 8,737

年度

中間目標

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

百万円

目標値

-

目標最終年度

4,499

単位当たり
コスト

単位

-



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必

要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

中期計画に基づいて一般管理費及び業務経費の節減に努
めるとともに、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しに
ついて」（平成21年11月17日閣議決定）に基づき「随意契約
等見直し計画」を着実に実施するなど、契約の適正化に向け
た取り組みを進めている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○
平成26年度の業務実績について、国土交通大臣から「着実
な実施状況にある」と評価された。

‐

○

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

平成26年度の業務実績について、国土交通大臣から「着実
な実施状況にある」と評価された。

引き続き契約にあたっては透明性・競争性・公平性の確保に努めるべき。また、社会的要請の高い課題に重点的・集中的に対応することで効率的
な事業の実施に努めるとともに、研究成果の普及に努めるべき。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成26年度の業務実績について、国土交通大臣から「着実
な実施状況にある」と評価された。

事業番号
関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

国土交通大臣及び農林水産大臣からの指示による中期目
標に基づき、中期計画を策定し実施している。

研究課題を開始する前に、効率性や有効性、実施の適否に
ついて事前評価を実施しており、予算配分等に反映してい
る。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

執
行
等
改
善

○

契約については、調達等合理化計画に定める各事項を着実に実施し、引き続き、監事及び外部有識者によって構成する契約監視委員会におい
て、自己評価の際の点検及び契約案件の事後点検を行うとともに、契約に関する情報をホームページで公表し、透明性・競争性・公平性の確保に
努める。また、社会的要請の高い課題に重点的・集中的に対応することで効率的な事業の実施に努めるとともに、研究成果の普及に努める。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

外部有識者の所見

改善の
方向性

・独立行政法人通則法に基づき、平成27年4月に研究評価要領を改正し、研究開発課題の目標の達成状況等を把握し、その後の研究開発の
展開への活用等を行う観点から、終了時評価（見込評価）を研究終了前である研究完了年度に実施することを明記し、平成27年度の研究委員
会から適用している。
・契約については、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成27年5月25日総務大臣決定）に基づき策定した調達等
合理化計画を着実に実施することで、契約の適正化を図っている。
本計画に定める各事項を着実に実施するため、調達等合理化検討会を設置し、監事及び外部有識者によって構成する契約監視委員会におい
て、当計画の策定、自己評価の際の点検及び契約案件の事後点検を行うとともに、契約に関する情報をホームページで公表し、競争性・透明
性を確保している。

・独立行政法人通則法に基づき、平成27年度から、国土交通省国立研究開発法人審議会の意見を聴いたうえで、国土交通大臣が業務実績に
ついて評価することになり、平成26年度の業績評価について、「着実な実施状況にある」と評価された。

事業名

‐

土木研究所の研究成果が、国の技術基準類等に反映されて
いる。

‐

「土木研究所が実施する必要性」を研究評価要領の評価項
目に明記しており、研究開発の重点化、他機関との重複排
除の観点等も含めて評価を行った上で事業を実施している。

○
「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進につい
て」（平成 27 年5月25日総務大臣決定）に基づき、調達等合
理化計画を策定している。
本計画に定める各事項を着実に実施するため、調達等合理
化検討会を設置し、監事及び外部有識者によって構成する
契約監視委員会において、当計画の策定、自己評価の際の
点検及び契約案件の事後点検を行うとともに、契約に関する
情報をホームページで公表し、競争性・透明性を確保してい
る。

○

評　価項　　目

国土交通大臣及び農林水産大臣からの指示による中期目
標に基づき、中期計画を策定し実施している。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

支出先及び使途の把握を確実に行っている。

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成22年度

備考

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

403

平成24年度

平成27年度平成25年度

14

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

419

1713

422

平成23年度

研究実施に必要な試験、データの計測等

国土交通省

８，５００百万円

国が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等に反映できる研究を行わせる。

【交　　付 】

A．国立研究開発法人土木研究所

運営費交付金

８，５００百万円

土木技術に関する調査、試験、研究及び開発等を実施。

【一般競争、少額随契】

B．民間企業等（ ４４９ 社）

２，０７４百万円

９百万円

システム運用支援業務

【一般競争、随意契約、少額随契】

C．公益法人等（ ２３ 法人）

１２４百万円

研究実施に必要な試験、データの計測等

【随意契約】

D．民間企業等（ １社）



費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

役務費 分電盤増設および現状復旧業務 0.5

計 86 計 9

役務費
コンクリート耐久性試験設備冷却塔ポンプ
更作業

0.5

役務費 電気防食対策実施橋梁詳細調査業務 4

役務費
水理実験施設別棟給水設備更新計画検討
業務

1

役務費 流速計検定台車精度検査業務 1

9

役務費
Ｈ２７土木研究所（つくば）実験設備保守点
検業務

14

役務費 平成２５－２７年度　舗装の促進載荷試験業 13

役務費 たわみ性防護柵性能評価業務 12

役務費
Ｈ２７土木研究所（つくば）クレーン設備保守
点検業務

C.一般財団法人土木研究センター D.(株)ＮＴＴデータ・アイ

費　目 使　途

役務費 Ｈ２７研究施設管理・点検整備業務 31 役務費 独立行政法人会計システム運用支援業務

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 8,500 計 130

8

費　目 使　途
金　額

(百万円）

4,363

河川堤防決壊時における緊急復旧工法に
関する模型実験業務

損傷制御式支承の載荷実験業務

物品購入費等

8

1,930 役務費 11

12

B.(株)建設技術研究所

役務費職員人件費

費　目

外部委託費 研究実施に必要な調査、データの計測等

除雪マネジメント技術に関する検討業務

2,207 役務費

使　途

人件費

8費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

土砂供給施設水理実験業務

役務費 H27河川津波に関する水理実験業務

9

役務費

役務費
堆雪幅の利用実態と除雪事業の効果把握
業務

金　額
(百万円）

A.国立研究開発法人土木研究所

16

郊外部の工作物衝突事故対策に関する調
査業務

7

役務費

上記の外１５件 41

岩盤河川の河岸侵食に関する水理実験業
務

8

役務費 除雪機械劣化評価手法検討業務

役務費

役務費

その他

11

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

土木技術に関する調査、試
験、研究及び開発等

- -

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-8050005005206 8,500

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

7

8

5

6

一般財団法人北海
道電気保安協会

9430005010356
寒地土木研究所外２箇所
自家用電気工作物保点検

5 一般競争入札 1 96.5％

9

10

一般財団法人上越
環境科学センター

6110005010044
横ボーリング排水の水質分
析作業外

1 - - -

一般財団法人札幌
市環境事業公社

9430005010802 一般廃棄物収集運搬業務 1.6
随意契約
（その他）

1 100％

3

4

1

2

一般財団法人土木
研究センター

6010505002096
Ｈ２７研究施設管理・点検
整備業務外

86 - - -

6

7

4

5

ｉエンジニアリング
(株)

5040001072146
斜面上に設置された杭基
礎の遠心実験業務外

57 - - -

10

8

9

新日本環境調査
（株）

3010901005481
下水汚泥等の嫌気性消化
反応器運転管理等業外

41 - - -

（株）水工リサーチ 5430001008259
土石流及び泥流に関する
実験業務外

52 - - -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）建設技術研究
所

7010001042703
除雪マネジメント技術に関
する検討業務外

130 - -

- - -

（株）フジケンエンジ
ニアリング

3011001020529
き裂補強鋼床版試験体の
輪荷重走行試験業務外

68 - - -

2

-

日本工営（株） 2010001016851
フィルダムの室内土質試験
および解析業務外

90

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策

1

（株）ダイケングルー
プ

9010001122288

（株）ドーコン 5430001021765
積雪寒冷地河川における
水理的多様性と魚類外

49 - - -

施設管理・運営業務 44 - - -

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

（株）福田水文セン
ター

6430001014347
鵡川及び沙流川流域流出
水・土砂調査業務外

40 - - -

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

上山試錐工業(株) 6430001004083
コンクリート補修後の品質
評価と耐久性に関する調
査外

41 - - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

国立研究開発法人
土木研究所

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

一般社団法人日本
建設機械施工協会

6010405010463
情報化施工導入効果の評
価実験解析業務

8 一般競争入札 1 78.5％

一般財団法人日本
気象協会

4013305001526
冬期路面予測手法の改良
に関する調査検討業務外

8 - - -

公益社団法人物理
探査学会

9010005017055
河川堤防施設に対する
GPR探査の標準仕様検討

7
随意契約
（その他）

1 99.4％

公益財団法人国際
科学振興財団

6050005008697
外部ネットワーク接続サー
ビス提供業務

2 一般競争入札 1 100％

公益社団法人北海
道栽培漁業振興公
社

2430005000999
平成27年度バイオテレメト
リー調査ガイドライン外

1 - - -

公益財団法人日本
生態系協会

6013305001887 氾濫原水域動態整理業務 1
随意契約
（少額）

3 -

(株)ＮＴＴデータ・アイ 2011101056358
独立行政法人会計システ
ム運用支援業務

9
随意契約
（その他）

1 95.1％

チェック



（ ）

科学技術・イノベーション

計

施設整備費補助金

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

8 5 6 -

6

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

- - - - 3

- - - - 100

15

80

第4期科学技術基本計画（平成23年8月19日閣議決定）
国土交通省技術基本計画（平成24年12月10日）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

100 100

80

15 15

80

100 -

-

-

422 426

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0435

年度27

33 年度

15

80

100

- - - - 100

歳出予算目

426

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

計算式 　　/

70.3

458/9

26年度

目標値

単位

9 7 6

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

％

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

583 1,328 845 422 426

1,251 757

執行率（％） 98% 94% 90%

研究開発について、年度評
価で「目標を達成している
と認められる」との評価を
得ること。
（第4期中長期目標期間
(28年度～33年度）)

研究開発の3つの目標のう
ち「目標を達成していると認
められる」と評価された割
合

成果実績 件

平成１３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

土木技術に関する調査、試験、研究及び開発等を土木研究所に行わせ、土木技術の向上を図り、もって良質な社会資本の効率的な整備及び北海道の開発
の推進に資すること。

前年度から繰越し 148 926

成果実績

目標値

成果指標 単位

件

28年度当初予算

431/6435/7

903

％

補正予算

百万円

431

単位

当該年度当初予算額／当該年度当初施設数
【施設1件当たりのコスト】

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

414

573

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

土木技術に関する調査、試験、研究及び開発等を行う。具体的には、①安全・安心な社会の実現に向けた研究開発等、②グリーンイノベーションによる持続
可能な社会の実現に向けた研究開発等、③社会資本の戦略的維持管理・長寿命化に向けた研究開発等、④土木技術による国際貢献に向けた研究開発等
を実施。

458

- -

個別項目全15項目のうち、
上位の評価結果の割合（25
年度まではA評価以上、26
年度からはB評価以上）

25年度

事業番号

国立研究開発法人土木研究所（施設整備） 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 総務課・会計課・技術調査課
総務課長 上原 淳
会計課長 榊 真一
技術調査課長 石原 康弘

事業名

会計区分

28年度

381

翌年度へ繰越し ▲ 926

計

文教及び科学振興

▲ 414

435

独立行政法人の年度評価
で、上位の評価結果を得る
こと。
(第3期中長期目標期間
(23年度～27年度）)

実施方法

定量的な成果目標

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

実験施設の整備の実施による増

件

達成度 ％

土木研究所が整備した施設数

422/6

28年度活動見込

50.9 62.1 71.8

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人通則法第46条（国立研究開発法人土木
研究所法）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

422 426

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

一般会計

422

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

目標値

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

成果実績

測
定
指
標

実績値 件 8

施策 41 技術研究開発を推進する

政策 XI　ICTの利活用及び技術研究開発の推進

-

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国の技術基準等に反映されうる研究開発成果をあげることで、災害に対し粘り強くしなやかな国土の構築、国土基盤の維持・整備・活用、国土の適切
な管理による安全・安心で持続可能な国土の形成等に寄与する。

-

33

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

5

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

国
費
投
入
の
必

要
性

単位

-

土木研究所が整備した施設数

-

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

- -成果実績

中期計画に基づいて一般管理費及び業務経費の節減に努
めるとともに、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しに
ついて」（平成21年11月17日閣議決定）に基づき「随意契約
等見直し計画」を着実に実施するなど、契約の適正化に向け
た取り組みを進めている。

‐

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

‐

-

○資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

国土交通大臣及び農林水産大臣からの指示による中期目
標に基づき、中期計画を策定し実施している。

研究課題を開始する前に、効率性や有効性、実施の適否に
ついて事前評価を実施しており、予算配分等に反映してい
る。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

年度

6 -

目標値 件

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

- - -

‐

「土木研究所が実施する必要性」を研究評価要領の評価項
目に明記しており、研究開発の重点化、他機関との重複排
除の観点等も含めて評価を行った上で事業を実施している。

単位

○ 「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進につい
て」（平成 27 年5月25日総務大臣決定）に基づき、調達等合
理化計画を策定している。
本計画に定める各事項を着実に実施するため、調達等合理
化検討会を設置し、監事及び外部有識者によって構成する
契約監視委員会において、当計画の策定、自己評価の際の
点検及び契約案件の事後点検を行うとともに、契約に関する
情報をホームページで公表し、競争性・透明性を確保してい
る。

○

-

計画開始時
27年度 28年度

9 7 6 -

年度

中間目標

-

-

目標値

評　価項　　目

国土交通大臣及び農林水産大臣からの指示による中期目
標に基づき、中期計画を策定し実施している。

6

目標最終年度

○

支出先及び使途の把握を確実に行っている。

○



事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○
平成26年度の業務実績について、国土交通大臣から「着実
な実施状況にある」と評価された。

○

※支出先上位10者リストの中には、平成26年度に入札を行ったものが含まれる。

所管府省・部局名

平成26年度の業務実績について、国土交通大臣から「着実
な実施状況にある」と評価された。

一者応札となっている支出が散見される。昨年度も指摘されているため、引き続き要因を分析し、発注に当たっては改善に努めるべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成26年度の業務実績について、国土交通大臣から「着実
な実施状況にある」と評価された。

事業番号
関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

404

平成24年度

平成27年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

平成25年度

執
行
等
改
善

15

○

平成26年度

引き続き、入札参加要件の一層の緩和を図り、多数の者が参加可能な要件に設定するとともに、調達情報の多様な周知を行い、一者応札の改善
に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

420

18

外部有識者の所見

改善の
方向性

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成27年5月25日総務大臣決定）に基づき策定した調達等合理化計画を着実
に実施することで、契約の適正化を図っている。
本計画に定める各事項を着実に実施するため、調達等合理化検討会を設置し、監事及び外部有識者によって構成する契約監視委員会におい
て、当計画の策定、自己評価の際の点検及び契約案件の事後点検を行うとともに、契約に関する情報をホームページで公表し、競争性・透明
性を確保している。

施設整備費補助金については、「独立行政法人土木研究所施設整備費補助金等交付要綱」に基づき国土交通大臣が交付決定を行い、事業
が完了した際には、交付要綱に基づき実績報告書が国土交通大臣に提出され、審査等を行った上で補助金の額の決定を行っているものであ
る。
このほか、独立行政法人通則法に基づき、平成27年度から、国土交通省国立研究開発法人審議会の意見を聴いたうえで、国土交通大臣が業
務実績について評価することになり、平成26年度の業績評価について、「着実な実施状況にある」と評価された。

事業名

‐

土木研究所の研究成果が、国の技術基準類等に反映されて
いる。

14

423

平成23年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載
計 757 計 308

費　目 使　途
金　額

(百万円）

757

B.(株)大貫工務店

工事研究施設の整備等

費　目

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

部材耐震強度実験施設耐震改修工事

使　途

外部委託費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.国立研究開発法人土木研究所

308

チェック

【交　　付 】

A．国立研究開発法人土木研究所

施設整備費補助金

757百万円

国土交通省

845百万円

国が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等に反映できる研究を行わせる。

土木技術に関する調査、試験、研究及び開発等を実施。

【一般競争等】

B．民間企業等（1４社）

757百万円

研究用施設の整備等



支出先上位１０者リスト
Ａ

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

土木技術に関する調査、試
験、研究及び開発等

- -

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-8050005005206 757

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

12
（株）コンストラクショ
ンサポート

5120001111309
部材耐震強度実験施設耐
震改修工事確認申請

5 一般競争入札 3 29.1％

6

7

4

5

(株)日立製作所 7010001008844
大型動的遠心力載荷試験
装置サイリスタレオナード
盤等整業務

65 一般競争入札 1 97.6％

10

11

8

9

（株）日立テクノロ
ジーアンドサービス

4050001010980
第４実験棟高速循環水路
ポンプ修繕

32 一般競争入札 1 84.1％

鹿島道路(株) 1010001001805
苫小牧寒地試験道路改修
工事

61 一般競争入札 4 83％

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要 支　出　額 契約方式 入札者数 落札率 一者応札・一者応募又は

(株)大貫工務店 3050001007177
部材耐震強度実験施設耐
震改修工事

308 一般競争入札 4

一般競争入札 1 92％

(株)島津製作所 6130001021068
30MN大型構造部材万能試
験機電源制御盤等改修工
事

133
随意契約
（公募）

1 99.6％

2

80.8％

(株)島津製作所 6130001021068
Ｈ２７トンネル覆工載荷装
置改造工事

77

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

エス・イー・シーエレ
ベーター（株）

6010501005788

エス・イー・シーエレ
ベーター（株）

6010501005788
第２実験棟エレベーター改
修工事

12 一般競争入札 2 47.7％

第３実験棟エレベーター改
修工事

15 一般競争入札 3 58.7％

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

（株）共和電業 6012401007567
苫小牧寒地試験道路計測
機器購入

10 一般競争入札 2 97.5％

大地電気(株) 3050001010651

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

（株）荏原製作所 1010801001748 第４実験棟通常ポンプ修繕 27 一般競争入札 1 88.9％

建設材料研究施設電気設
備改修工事

6 一般競争入札 9 93.9％

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

国立研究開発法人
土木研究所

チェック

チェック



（ ）

996

一般会計

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

課題

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人通則法第４６条
（国立研究開発法人建築研究所法）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

1,761 1,775

活動指標

定量的な成果目標

1,761/40

28年度活動見込

38.5 40.6 38.5

％

実施研究課題数
（重点的研究開発課題、基盤研究課題の合計） 課題

国の技術基準の策定・改正
は、建築研究所の成果を
受け取った後の国の作業
状況によるため目標値を設
定することができないが、
重要なアウトカムの一つで
ある

達成度 ％

％

件

1,745

建築及び都市計画に係る
技術に関する調査、試験、
研究及び開発並びに成果
の普及等

実施方法

定量的な成果目標

事業番号

国立研究開発法人建築研究所（運営費交付金） 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度

交付

担当課室 総務課・会計課・技術調査課
総務課長 上原 淳
会計課長 榊 真一
技術調査課長 石原 康弘

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

1,692

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

国土交通大臣から指示された中期目標に基づき中期計画等を定め、
①建築基準法、住宅品質確保法、省エネルギー法などに基づく国の技術基準等の作成や、関連技術政策の立案に反映するため、行政と連携を図りつつ、住
宅・建築・都市に関する耐震、火災安全、省エネルギー、環境配慮、居住性向上等の技術についての研究開発等を行う。
②開発途上国等における地震防災対策の向上に資するため、地震工学に関する研修を行い、開発途上国等の技術者等を養成する。

-

1,692

- -

-

査読付論文数

目標値

成果指標 26年度

25年度

1,734

単位

研究課題１課題当たりコスト ＝
執行額（国費)(X) ／ 実施研究課題数（Y）

単位当たり
コスト

27年度
中間目標

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

-

26年度 27年度

-

25年度

-

建築研究所が作成に参画
した主な国の技術基準数
（公布ベース）

成果実績

回

単位

- -

補正予算

課題

1,734/451,745/43

28年度当初予算

536

平成１３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

225

主要経費

達成度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

建築及び都市計画に係る技術に関する調査、試験、研究及び開発並びに指導及び成果の普及等を行うことにより、建築・都市計画技術の向上を図り、もって
建築の発達及び改善並びに都市の健全な発展及び秩序ある整備に資することを目的としている。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

報
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

報

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

1,692 1,745 1,734 1,761 1,775

1,745 1,734

執行率（％） 100% 100% 100%

建築及び都市計画に係る
技術に関する成果の普及
等

成果発表会の開催数

成果実績 回

目標値

単位

40 40 40

計算式 X / Y

44

1,692/44

26年度

540

一般管理費

1,010

平
成
2
8
・
2
9
年
度

予
算
内
訳

（
単
位
：
百

万
円

）

歳出予算目

- - - - -

　 0436

年度28

28 年度

- 年度

-

360

-

67 90 113 - -

目標最終年度

- 年度

8 11 17 - -

第4期科学技術基本計画（平成23年8月19日閣議決定）
国土交通省技術基本計画（平成24年12月10日）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

60 78

-

279 341

-

95 -

-

-

-

1,761 1,775

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

40 54 68 - -

- - - - 60

215

-

---

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

44 43 45

40

229

29年度要求 主な増減理由

25年度

計

人件費

業務経費

科学技術・イノベーション

チェック



-

40

目標最終年度

-

-

目標値

中間目標

年度

40 40 40 40

計画開始時
27年度 28年度

-

- - -

単位
年度

45 -

目標値 件

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- -

-

中間目標

成果実績

-

-

年度 年度

- -

8 11 17 - -

目標値 件 - -

単位

-

実施研究課題数

建築研究所が作成に参画した主な国の技術基準数

実績値 件

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

43

ＫＰＩ
（第一階層）

-

- -

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国の技術基準等に反映されうる研究開発成果をあげることで、建築物の構造安全性・火災安全性・継続使用性の確保、資源・エネルギーの効率的利
用、木質系材料の利用拡大　等が促進され、巨大地震等の自然災害や火災等に対する国民の安全・安心の確保、低炭素で持続可能な住宅・建築・
都市の実現に寄与する。

-

- - 年度
定量的指標 25年度

-

-

目標年度

- 年度 - 年度

実績値 件 44

施策 41　技術研究開発の推進

政策 11　ICTの利活用及び技術研究開発の推進

定量的指標 単位 25年度 26年度 27年度

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価



支出先及び使途の把握は確実になされている。

公的研究機関としての公平・中立な立ち場（アンパイヤ側）を
活かすことができる研究開発等を実施している。
なお、建築研究所が実施する必要性や重複排除の観点等も
含めて評価を行った上で事業を実施している。

○

評　価項　　目

国土交通大臣から示された中期目標を達成するために作成
した中期計画（大臣認可）に基づき、事業を実施している。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

‐

建築研究所の研究成果により、国の技術基準の策定・改定
がなされている。

○

研究評価実施要領に「建築研究所が実施する必要性」を評
価項目として明記した上で、建築研究所が実施する必要性
や重複排除の観点等も含めて評価を行った上で事業を実施
している。

○

平成27年7月に策定した「国立研究開発法人建築研究所調
達等合理化計画」及び「国立研究開発法人建築研究所にお
ける一者応札・応募等に対する取り組みについて（試行）」に
基づき、一者応札・一者応募の見直し等を実施している。

○

点検結果

外部有識者の所見

改善の
方向性

・平成22年11月に研究評価実施要領を改正し「建築研究所が実施する必要性」を評価項目として明記した上で、平成23年度開始の研究開発
課題より、事前評価において、建築研究所が実施する必要性や重複排除の観点等も含めて評価を行っており、引き続き適切に研究評価を実
施していく。
・外部有識者及び監事によって構成される契約監視委員会を設置しており、引き続き調達についての点検等を行う。また、「国立研究開発法人
建築研究所調達等合理化計画」及び「国立研究開発法人建築研究所における一者応札・応募等に対する取り組みについて（試行）」に基づき、
一者応札・一者応募の見直し等を引き続き実施する。

・独立行政法人通則法に基づき、平成27年度から、国土交通省国立研究開発法人審議会の意見を聴いたうえで、国土交通大臣が業務実績に
ついて評価することになり、平成26年度の業績評価について、「着実な実施状況にある」と評価された。

○

一者応札となっている案件については、要因を適切に分析した上で、早急に改善策を講じ、支出における透明性・競争性・公平性の確保に努め
る。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

有

執
行
等
改
善

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

国が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等に
反映される研究開発等を実施している。

研究課題の開始前に事前評価を実施し、実施の可否や、予
算等の資源配分の決定に反映している。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

一者応札となっている支出の割合が非常に高くなっているため、要因を適切に分析した上で、早急に改善策を講じ、支出における透明性・競争性・
公平性の確保に努めるべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

成果実績は、目標値を上回っている。

事業番号
関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○ 活動実績は、当初見込みを上回っている。

‐

○

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

研究の一部を他の機関と共同で取り組むことが効果的・効
率的であると見込める場合には、共同研究協定を締結し、適
切な役割分担の下で共同研究を実施している。

事
業
全
体

の

抜
本
的
な

改
善

点
検
・
改
善
結
果

平成27年7月に「国立研究開発法人建築研究所調達等合理
化計画」を策定している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

事業所管部局による点検・改善



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

15

424

平成23年度

421

20

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

16

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

405

平成24年度

平成27年度

平成22年度

 

 
　事務費
　謝金１１百万円
　旅費３２百万円

13百万円

研究実施に必要な調査、データの計測等

【企画競争】

E．大学（1校）

1,734百万円

建築技術に関する調査、試験、研究及び開発等を実施

【一般競争、少額随契】
B．民間企業（55社）

104百万円

研究実施に必要な調査、データの計測等

運営費交付金

3百万円

研究実施に必要な調査、データの計測等

【一般競争、少額随契】
C．公益法人等（4法人）

4百万円

研究実施に必要な調査、データの計測等

【企画競争】
D．民間企業（2社）

国土交通省
1,734百万円

国が実施する技術基準の作成や関連行政施策の立案等に反映できる研究
を実施

【交付】
A．建築研究所



支出先上位１０者リスト
A.

国立研究開発法人
建築研究所

外部委託等

金　額
(百万円）

A.建築研究所

6

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

杭頭曲げ実験試験体等設置等業務

7

その他 物品購入費等

RC造外柱梁部分架構等試験体製作業務

704 役務費

使　途

人件費 役務費職員人件費

費　目

研究に必要な調査、計測等及び施設の整備
等

124 役務費 0.1

4

B.アシス株式会社

金　額
(百万円）

906

杭頭曲げ実験試験体の製作

費　目 使　途

計 1,734 計 10.1

C.一般社団法人日本建築構造技術者協会 D.（株）都市環境研究所

費　目 使　途

役務費
地震後の継続使用性を確保した建築物の
耐震改修試設計・耐震性能評価業務

3 役務費
高齢者の地域活動参加促進のためのまち
づくりの手引き作成等補助業務

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 3 計 7

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

役務費
ｱｼﾞｱﾓﾝｽｰﾝ地域における住宅と住まい方に
ついての基礎調査業務

3

計計 3 0

E.国立大学法人広島大学 F. 

費　目

1

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-9050005005205 1,734

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

チェック



B

C

D

E

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国立大学法人広島
大学

1240005004054
ｱｼﾞｱﾓﾝｽｰﾝ地域における
住宅と住まい方についての
基礎調査業務

3
随意契約

（企画競争）
2 98.1％

(株)都市環境研究所 2010001024945
高齢者の地域活動参加促
進のためのまちづくりの手
引き作成等補助業務

7
随意契約

（企画競争）
1 98.2％

一般財団法人ベター
リビング

6010005017933
国際地震工学研修(地震工
学ｺｰｽ)のための実験業務

0.4
随意契約
（少額）

1 88.4％

一般社団法人　日本
ツーバイフォー建築
協会

5010405001083
206材による枠組壁工法耐
力壁試験体製作・せん断試
験実施業務

0
随意契約
（少額）

1 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

一般社団法人ＨＥＡ
Ｄ研究会

9010005017559

東南ｱｼﾞｱ諸国を対象とした
標準的な住宅施工技術お
よび設計与条件に関する
資料整理

0.8
随意契約
（少額）

1 84.2％

太陽計測株式会社 6010801006420
模擬ｵﾌｨｽ実験施設内にお
ける電子負荷ｽｹｼﾞｭｰﾙ制
御ｼｽﾃﾑの製作　外２件

4
随意契約
（少額）

1 90.1％

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

振動台実験用柱梁接合部
L形試験体等の設置業務
外４件

5 一般競争入札 1 94.5％

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

山田建物株式会社 5050001016176
RC造部分架構試験体設置
等業務　外２件

3 一般競争入札 2 89.1％

株式会社アルセッド
建築研究所

1011001001679
戸建木造住宅の現況・劣化
調査結果ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ作成業
務

6 一般競争入札 1 92.4％

株式会社巴技研 6060001010532

2

98.7％

株式会社東亜理科 6010001024025
耐火実験用CLT試験体製
作業務　外９件

9

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

アシス株式会社 9050001026270
RC造外柱梁部分架構等試
験体製作業務 外２件

11 一般競争入札 1

随意契約
（少額）

1 96.5％

株式会社エジマ 7010001001171
ﾀﾞﾌﾞﾙｽｷﾝの火災実験補助
業務　外７件

7
随意契約
（少額）

1 97.3％

6

7

4

5

有限会社中村商事 1050002015684
低質ﾗﾐﾅによるCLTの曲げ
試験実験補助及び試験体
加工・廃棄業務　外１１件

7
随意契約
（少額）

1 99％

10

8

9

株式会社建築環境ソ
リューションズ

6010001134617
ﾌｨｰﾙﾄﾞ実験ﾃﾞｰﾀ解析業務
外３件

4
随意契約
（少額）

1 98.8％

三生技研株式会社 8030001065560
木質内装ﾊﾟﾈﾙ燃焼実験体
製作業務　外４件

6
随意契約
（少額）

1 99.5％

3

4

1

2

一般社団法人日本
建築構造技術者協
会

7010005018699
地震後の継続使用性を確
保した建築物の耐震改修
試設計・耐震性能評価業務

3 一般競争入札 2 84.1％

1

2
株式会社矢野経済
研究所

3011201005528
住宅生産技術の海外移転
に係る情報基盤作成のた
めの調査検討業務

6
随意契約

（企画競争）
1 94.1％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

チェック



（ ）

科学技術・イノベーション

計

施設整備費補助金

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

1 2 4

1

---

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

40 54 68 - -

- - - - 60

215

-

目標最終年度

- 年度

8 11 17 - -

第4期科学技術基本計画（平成23年8月19日閣議決定）
国土交通省技術基本計画（平成24年12月10日）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

60 78

-

279 341

-

95 -

-

-

- -

80 80

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0437

年度28

28 年度

- 年度

-

360

-

67 90 113 - -

- - - - -

歳出予算目

80

2
9
年
度
予

算
内
訳

（
単

位
：
百
万

計算式 X / Y

80

77/1

26年度

目標値

単位

1 3 3

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

報

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

86 301 170 80 80

227 170

執行率（％） 90% 75% 100%

建築及び都市計画に係る
技術に関する成果の普及
等

成果発表会の開催数

成果実績 回

平成１３年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

主要経費

達成度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

施設整備事業は、『建築及び都市計画に係る技術に関する調査、試験、研究及び開発並びに指導及び成果の普及等を行うことにより、建築・都市計画技術の
向上を図り、もって建築の発達及び改善並びに都市の健全な発展及び秩序ある整備に資することを目的としている。』という目的を達成するため、業務を効率
的かつ円滑に実施するための事業である。

前年度から繰越し - 189

成果実績

目標値

成果指標 単位

報

28年度当初予算

170/4227/2

189

建築研究所が作成に参画
した主な国の技術基準数
（公布ベース）

成果実績

回

単位

-

補正予算

棟

81

単位

施設１棟当たりコスト ＝
執行額（国費)(X) ／ 実施施設数（Y）

単位当たり
コスト

27年度
中間目標

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

-

26年度 27年度

89

25年度

77

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

国土交通大臣から指示された中期目標に基づき中期計画等を定め、建築基準法、住宅品質確保法、省エネルギー法などに基づく国の技術基準等の作成や、
関連技術政策の立案に反映するため、行政と連携を図りつつ、住宅・建築・都市に関する耐震、火災安全、省エネルギー、環境配慮、居住性向上等の技術に
ついての研究開発等を行うために必要な施設・設備の整備及び更新を行う。

-

86

- -

-

査読付論文数

目標値

成果指標 26年度

25年度

事業番号

国立研究開発法人建築研究所（施設整備） 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 総務課・会計課・技術調査課
総務課長 上原 淳
会計課長 榊 真一
技術調査課長 石原 康弘

事業名

会計区分

28年度

119

翌年度へ繰越し ▲ 189

計

文教及び科学振興

▲ 89

82

建築及び都市計画に係る
技術に関する調査、試験、
研究及び開発並びに成果
の普及等

実施方法

定量的な成果目標

％

件

棟

国の技術基準の策定・改正
は、建築研究所の成果を受
け取った後の国の作業状
況によるため目標値を設定
することができないが、重要
なアウトカムの一つである

達成度 ％

％

建築研究所が整備した施設数

※施設整備事業は、独立行政法人建築研究所施設整
備費補助金交付要綱に基づき、実施する整備について
年度単位で国土交通大臣に申請し補助金の交付を受け
る事業であるため、その整備を実施・完成すれば成果目
標が達成されたこととなる。

80/1

28年度活動見込

77 114 43

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人通則法第４６条
（国立研究開発法人建築研究所法）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

80 80

活動指標

定量的な成果目標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

棟

一般会計

80

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

目標値

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

成果実績

測
定
指
標 目標年度

- 年度 - 年度

実績値 件 44

施策 41　技術研究開発の推進

政策 11　ICTの利活用及び技術研究開発の推進

定量的指標 単位 25年度 26年度 27年度

-

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国の技術基準等に反映されうる研究開発成果をあげることで、建築物の構造安全性・火災安全性・継続使用性の確保、資源・エネルギーの効率的利
用、木質系材料の利用拡大　等が促進され、巨大地震等の自然災害や火災等に対する国民の安全・安心の確保、低炭素で持続可能な住宅・建築・都
市の実現に寄与する。

- -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

43

ＫＰＩ
（第一階層）

- -

達成度 ％

単位

実施研究課題数

建築研究所が作成に参画した主な国の技術基準数

実績値 件 8 11 17 - -

目標値 件 - -

-

年度 年度

成果実績

中間目標

年度

45 -

目標値 件

K
P
I

(

第
一
階
層

）

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

単位
計画開始時

27年度 28年度

40 40 40 40

年度

中間目標

目標値

40

目標最終年度



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

現
状

通
り

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

平成27年7月に「国立研究開発法人建築研究所調達等合理
化計画」を策定している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○ 活動実績は、当初見込みを上回っている。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

研究の一部を他の機関と共同で取り組むことが効果的・効率
的であると見込める場合には、共同研究協定を締結し、適切
な役割分担の下で共同研究を実施している。

引き続き支出にあたっては透明性・公平性・競争性の確保に努め、適正な事業の執行を行うべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

成果実績は、目標値を上回っている。

事業番号関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

406

平成24年度

平成27年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

国が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等に
反映される研究開発等を実施している。

研究課題の開始前に事前評価を実施し、実施の可否や、予
算等の資源配分の決定に反映している。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

平成25年度

現
状
通
り

17

○

平成26年度

引き続き支出にあたっては透明性・公平性・競争性の確保に努め、適正な事業の執行を行う。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

422

21

外部有識者の所見

改善の
方向性

・外部有識者及び監事によって構成される契約監視委員会を設置しており、引き続き調達についての点検等を行う。また、「国立研究開発法人建
築研究所調達等合理化計画」及び「国立研究開発法人建築研究所における一者応札・応募等に対する取り組みについて（試行）」に基づき、一
者応札・一者応募の見直し等を引き続き実施する。

・施設整備費補助金については、「独立行政法人建築研究所施設整備費補助金交付要綱」に基づき、国土交通大臣から交付決定を行い、事業
が完了した際には、交付要綱に基づき、実績報告書が国土交通大臣へ提出され、審査等を行った上で、補助金の額の確定を行っているものであ
る。
・毎年度、独立行政法人通則法に基づき業務実績に関する評価を国土交通省独立行政法人評価委員会より受けている。平成26年度の業績評
価では、「着実な実施状況にある」と評価された。

事業名

‐

建築研究所の研究成果により、国の技術基準の策定・改定
がなされている。

16

425

平成23年度

○

研究評価実施要領に「建築研究所が実施する必要性」を評価
項目として明記した上で、建築研究所が実施する必要性や重
複排除の観点等も含めて評価を行った上で事業を実施してい
る。

○

平成27年7月に策定した「国立研究開発法人建築研究所調達
等合理化計画」及び「国立研究開発法人建築研究所における
一者応札・応募等に対する取り組みについて（試行）」に基づ
き、一者応札・一者応募の見直し等を実施している。

○

評　価項　　目

国土交通大臣から示された中期目標を達成するために作成
した中期計画（大臣認可）に基づき、事業を実施している。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

支出先及び使途の把握は確実になされている。

公的研究機関としての公平・中立な立ち場（アンパイヤ側）を
活かすことができる研究開発等を実施している。
なお、建築研究所が実施する必要性や重複排除の観点等も
含めて評価を行った上で事業を実施している。

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

支出先上位１０者リスト
A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-9050005005205 170

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

4

5

日和エンジニアリン
グ株式会社

7013301009652
H27風雨実験棟受変電設
備その他改修工事監理業
務

3 一般競争入札 2 99.5％

長谷川産業株式会
社

7050001016050
H27防耐火実験棟ｼｬｯﾀｰ改
修工事

2 一般競争入札 2 50.7％

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

日本電設工業株式
会社

6010501016240
H27風雨実験棟受変電設
備その他改修工事等

111 一般競争入札 5

一般競争入札 6 43.8％

電通工業株式会社 7010401018749
H27建築研究所 電話交換
装置更新工事

5 一般競争入札 5 42％

2

73.2％

東神電池工業(株) 3050001001774
H26建築研究所直流電源
更新工事

50

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

計 170 計 111

費　目 使　途
金　額

(百万円）

170

B.日本電設工業（株）

工事費研究に必要な施設の整備等

費　目

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

H27風雨実験棟受変電設備その他改修工事
等

使　途

外部委託等

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が

金　額
(百万円）

A.建築研究所

111

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

国立研究開発法人
建築研究所

チェック

チェック

※執行額

施設整備費補助金

国土交通省
170百万円

国が実施する技術基準の作成や関連行政施策の立案等に反映
できる研究を実施するために必要な施設・設備の整備及び更新を
行う

【交付】

A．建築研究所

170百万円

研究用施設の整備等

【一般競争】

B．民間企業（5社）
170百万円

研究用施設の整備等



（ ）

0.5

一般会計

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

159.5 212.7

技術研究開発調査費

活動指標

160/8

28年度活動見込

33 22 19

年度ごとの採択課題数
件

※百万円未満を四捨五入しているため、（予算額・執行額）欄と誤差が生じている。
継続研究課題の委託費が前年度より多くなっているため。

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

161

目標を達成した技術研究開
発課題の割合が80%以上

実施方法

事業番号

交通運輸技術開発推進制度 担当部局庁 総合政策局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 技術政策課 課長　吉元　博文

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

167

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

・交通運輸分野における真に必要な基礎的研究を国において実施するため、国土交通省の交通運輸分野に係る政策課題の解決に資する技術開発を重点的
に実施する。
・技術開発成果が、著しく変化する社会的・経済的ニーズに適時・適確に対応し、国土交通省の政策課題の解決の確実な達成につながるよう、毎年、有識者
で構成される交通運輸技術開発推進委員会により政策課題の解決に資する研究開発テーマを選定する。
・選定した研究開発テーマごとに研究実施主体を公募し、交通運輸技術開発推進委員会による事前評価を実施したうえで、実現可能性が見込める主体の研
究内容を採択し、委託を行う。

- -

179

- -

- -

当該年度に終了時評価を
実施した課題のうち、年度
当初に設定した目標を達成
した課題の割合（外部有識
者委員会から、「優れてい
る」との評価を得た課題の
割合。評価は、課題終了
後、次年度に実施。）

25年度

183

単位

執行額（見込の計算に当たっては、予算額）／活動実績

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

- -

補正予算

百万円

技術研究開発委託費

170/9154/7

28年度当初予算

2

155

平成２５年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

1

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

第５期科学技術基本計画（平成28年１月閣議決定）、社会資本重点整備計画（平成27年９月閣議決定）等において掲げられている国土交通省の交通運輸分
野に係る政策課題の克服にあたっては、現行の技術では達成が困難なもの、あるいは、時間を有するものが多いことから、広く産学官の知見を結集して政策
課題の解決に資する研究開発を重点的に実施することにより、技術開発の観点から国土交通省の政策を推進することを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

％

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

179 161 183 160 213

154 170

執行率（％） 93% 96% 93%

単位

5 7 9

計算式
　　執行額/
活動実績

20

167/5

26年度

1

職員旅費

0.7

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

歳出予算目

3

206

　 0438

年度

-

-

-

国土交通省技術基本計画（平成24年12月策定）
交通政策基本計画（平成27年２月閣議決定）
「日本再興戦略」改定2015（平成27年６月閣議決定）
科学技術イノベーション総合戦略2015（平成27年６月閣議決
定）
社会資本整備重点計画（平成27年９月閣議決定）
第５期科学技術基本計画（平成28年１月閣議決定）等

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- 125

80

100 100

80

125 -

80

-

- -

160 213

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

30 年度

-

-

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

5 7 9

8

1

29年度要求 主な増減理由

25年度

2

計

諸謝金

委員等旅費

科学技術・イノベーション

チェック



開発に伴うリスクが高く、短期的に経済合理性を出しにくいも
の等を対象としており、民間等での実施は困難である。

○

評　価項　　目

国民生活や経済活動の基盤である交通運輸分野に係る政策
課題解決を図ることは、社会的ニーズに対応する。

80

目標最終年度

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

目標値

中間目標

年度

80 80 80 -

計画開始時
27年度 28年度

成果物については、今後研究成果報告会等を実施し、周知し
ていく予定である。

○

研究開発の実施に必要なものに限定されている。

単位

○
平成27年の結果を踏まえ、以下の改善を実施しているため妥
当。
（新規課題）
・公募のスケジュールやテーマ（案）について、HPや学会誌等
を通じて可能な限り早くから周知
・企画競争実施時にも十分な提案期間を確保
・応募手続き等に係る説明会等を実施
（継続課題）
・一定の競争性を確保しつつ、実施者の負担を軽減する観点
から、これまでの企画競争方式を見直し、「参加者の有無を確
認する公募手続き方式」を採用

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

有

年度

-

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

）

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

交通運輸分野に係る政策課題の解決に資する技術開発を重
点的に実施するものであるため、優先度は高い。

研究実施主体を公募し、外部有識者による審査を経て採択案
件を決定しているため妥当。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

‐

目標に対して十分な実績を得ている。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○ 見込みに見合った活動実績が出ている。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

国土交通省の交通運輸分野に係る政策課題の解決に資する
真に必要な案件のみに絞り、外部有識者による審査を経て採
択をしており、効果的に実施できている。

成果実績

説明会の出張を日帰りで行うなど、コストの削減に努めた。

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

単位

目標を達成した技術研究開発課題の割合

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

94.4

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業の研究開発課題について、政策評価における測定指標の対象となっている。このため、本事業の達成状況により、政策評価の測定指標の実績
値が増減することになる。※本事業の研究開発課題の終了時評価について、平成28年度より対象課題が生じる

年度
定量的指標 25年度

実績値 ％ 97.9

施策 41　技術研究開発を推進する

政策 11　ICTの利活用及び技術研究開発の推進

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-



事業名

‐

-

新25-59

平成23年度

点検結果

424

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

平成28年度の応募件数が前年度より大幅に増えているが、引き続き、研究開発テーマを具体化するとともに、事業内容についてわかりやすく説
明するように努め、応募件数を確保していく。また、今後は研究成果の普及を促進していく。

国土交通省の交通運輸分野に係る政策課題の解決に資する研究開発テーマを毎年度設定した上で、当該テーマごとに研究実施主体から研究
課題の公募を行い、提案された課題の中から実現可能性が見込めるものを採択した上で、研究開発業務として委託するものであり、国において
真に必要な技術開発を実施するものであるため、事業として妥当である。

平成26年度

【平成28年度公開プロセス】
「事業内容の一部改善」
・研究課題の選考にあたっては、ビジネスの観点も取り入れ、実用化によって得られる経済性の観点も評価の対象とするべき。
・研究成果の測定方法として、実用化に至るマイルストーンの設定（実用化に向けた道行きと現段階の明示化）を検討するべき。
・横断的・挑戦的な研究開発を実施することを明確化し、政策課題の抽出、研究課題の設定、成果の普及・実用化が社会のニーズに沿ったものとなるように、現場を
所管する部局との更なる連携を図るべき。
・継続課題の公募手続きや契約方法等については、無駄削減の観点からの見直しを検討すべき。

・研究課題の審議において、ビジネスの観点での評価を行うため、外部有識者委員会にビジネスの知見を有する民間の有識者を追加する。
・実効性のあるマイルストーンの設定と測定手法の導入に向けて、研究成果について、どのように実用化に至るマイルストーンを設定し、測定してい
くべきか、他省の事例等を調査した上で、あり方について検討する。
・研究テーマの設定については、各局の政策課題解決につながる基礎的な研究や複数の局にまたがる研究等、当課が主導して行うべき研究課題を
抽出してテーマ設定を行う。さらに、研究の実施段階では、研究成果の普及・実用化がなされるよう、早期から研究実施者と関係局等が連携する体
制を構築する。
・継続課題の公募手続きや契約方法等については、今年度、研究実施者の負担を軽減する観点から導入した「参加者の有無を確認する公募手続き
方式」の運用の状況を見つつ、研究実施者の負担が増えることがないよう必要に応じて見直しを検討していく。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

執
行
等
改
善

-

408

平成24年度

平成27年度

・研究課題の選考にあたっては、ビジネスの観点も取り入れ、実用化によって得られる経済性の観点も評価の対象とするべき。
・研究成果の測定方法として、実用化に向けた進捗状況を確認する仕組みを構築すべき。
・横断的・挑戦的な研究開発を中心に実施することとし、政策課題の抽出、研究課題の設定、成果の普及・実用化が社会のニーズに沿ったものとな
るように、関係局等との更なる連携を図るべき。
・継続課題の公募手続きや契約方法等について、合理的な契約方式にすべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号関
連
事
業

所管府省・部局名

事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国土交通省
170百万円

公募・採択、
委託による研究実施、

成果の普及

【随意契約（企画競争）】
A.一般社団法人

１機関
30百万円

【随意契約（企画競争）】
B.公益財団法人

１機関
14百万円

【随意契約（企画競争）】
C.独立行政法人

１機関
13百万円

【随意契約（企画競争）】
D.国立大学法人

１機関
35百万円

【随意契約（企画競争）】
E.国立研究開発法人

５機関
77百万円

委託した研究の実施 委託した研究の実施 委託した研究の実施 委託した研究の実施 委託した研究の実施



その他 諸経費

人件費

0.7

金　額
(百万円）

A.一般社団法人港湾荷役機械システム協会

11.3

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

設備備品

旅費

25.5

その他 間接経費

現地注入試験（(株)ソイルシステム等）

6.5 人件費

使　途

外注費 外注費
モデリング作業（アプライドマテリアルジャパ
ン(株)）、交通量調査（中央復権コンサルタン
ツ(株)）

費　目

技術者 5.2 物品費 0.9

1

旅費

B.公益財団法人鉄道総合技術研究所

2.9

金　額
(百万円）

15.8

現地作業（ライト工業(株)）

0.5

費　目 使　途

計 30.4 計 14.4

C.独立行政法人交通安全環境研究所 D.国立大学法人電気通信大学

費　目 使　途

外注費 システム改良等（日本アルゴリズム(株)等） 11.5 物品費 実験装置

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

0.2

その他 間接経費 1.2 その他 間接経費 8.1

物品費 設備備品 0.3 人件費 技術者 1.2

人件費 事務員 0.2

旅費

計 13.4 計 34.8

外注費 模型製作（流体テクノ(株)） 5.4

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

物品購入費 実験設備 6.4

計

人件費

1.6

その他 一般管理費 1.4

技術者、事務員 4.9

消耗品費 実験用品 2.3

0.2

その他 消費税

旅費

計 22.2

費　目 使　途

0

金　額
(百万円）

E.国立研究開発法人海上技術安全研究所 F. 

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D

E

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

国立研究開発法人宇
宙航空研究開発機構

-
機上の乱気流事故防止シ
ステムに対する信頼性評価
の研究開発（継続）

13
随意契約

（企画競争）
1 -

国立研究開発法人港
湾空港技術研究所

-
海洋鉱物資源開発におけ
る交通運輸分野の技術開
発に関する研究（継続）

12
随意契約

（企画競争）
1 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国立研究開発法人海
上技術安全研究所

-
パワーマネージ運航による
高エネルギー効率運航シス
テムの開発（新規）

22
随意契約

（企画競争）
3 -

国立大学法人電気通
信大学

5012405001286

シールドトンネルの平常時
のモニタリングおよび掘削
時の安全管理へ向けたセ
グメント組込型有機導波路
の提案（新規）

35
随意契約

（企画競争）
1 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

一般社団法人港湾荷
役機械システム協会

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

公益財団法人鉄道総
合技術研究所

3012405002559

鉄道施設の液状化被害の
軽減に向けた地盤改良工
法開発および実用化（継
続）

14
随意契約

（企画競争）
1

1
独立行政法人交通安
全環境研究所

6012405000493

沿道騒音対策策定のため
のインテリジェント化された
アコースティックイメージの
実用化研究（継続）

13
随意契約

（企画競争）
1 -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

2

5

3

4

国立研究開発法人電
子航法研究所

-
航空機の到着管理システム
に関する研究（継続）

15
随意契約

（企画競争）
1 -

国立研究開発法人海
上技術安全研究所

-
離島の交通支援のための
シームレス小型船の開発
（継続）

15
随意契約

（企画競争）
1 -

1 -

法　人　番　号
入札者数

（応募者数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

7010405001222 30

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

エネルギーを効率的に消費
する環境にやさしいコンテ
ナターミナル物流システム
の開発（新規）

チェック



（ ）

-

独立行政法人鉄道建設・運
輸施設整備支援機構助成
勘定運営費交付金

50

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

102 74 83

46

年度

26,999

-

-

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

26,396 26,215

-

-

-

266 259

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

　 0293

年度29

-

24,070

-

歳出予算目

209

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百

円

）

独立行政法人鉄道建設・運
輸施設整備支援機構地域
公共交通等勘定運営費交
付金

計算式 　　/

133

225/2

26年度

単位

47 47 41

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

225 234 282 266 259

234 282

執行率（％） 100% 100% 100%

平成１５年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

51

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

（独）鉄道・運輸機構が行う鉄道整備に対する助成業務の処理及び高度船舶技術開発等業務の処理、出資等業務の処理に必要な財政措置を講ずる。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

百万円

28年度当初予算

282/3234/2

-

-

補正予算

百万円

282

単位

執行額(百万円)／勘定数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

225

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　鉄道整備に対する助成業務については、必要なノウハウが蓄積されている（独）鉄道・運輸機構が補助金等の交付業務を効率的に行う。また、高度船舶技
術開発等業務については、内航海運の効率化、環境負荷低減に資する高度船舶技術の実用化支援業務等を行う。これらの他、出資等業務については、地
域公共交通活性化再生法に基づき国土交通大臣の認定を受けた事業に対する出資等の業務を行う。

-

225

- -

-

各勘定における一般管理
費の予算額合計

25年度

事業番号

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構運営費交付金 担当部局庁 鉄道局、海事局、総合政策局 作成責任者

事業開始年度

交付

担当課室
鉄道事業課、船舶産業課、交通支援
課

課長　大野 達、課長　宮
武宜史、課長　杉山忠継

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

234

一般管理費について、中期
目標期間の最終年度（平成
29年度）において、平成24
年度比で15％程度に相当
する額を削減する。

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

経費の節減に向けた取り組みを実施することによる減。

※百万円未満を四捨五入しているため、「予算額・執行額」欄と誤差が生じている。

件数
鉄道整備に対する助成業務における交付決定件数

266/2

28年度活動見込

113 117 94

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
独立行政法人通則法第４６条第１項

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件数

一般会計

214

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係 -

目標値 - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - -

測
定
指
標

計

実績値 － －

施策 26　鉄道網を充実・活性化させる

政策 ８　都市・地域交通等の快適性、利便性の向上

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業の成果によって、（独）鉄道・運輸機構が鉄道整備に対する助成業務等を効率的に行うことで、鉄道網の充実・活性化に寄与する。

-

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

－

百
万

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

国
費
投
入
の
必
要
性

単位

-

-

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-成果実績

‐

‐

‐

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

同上

運営費交付金算定ルールに則り、各勘定毎、前年度の予算
額に効率化係数を乗じた額を算定しているため妥当である。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

年度

－ -

目標値 －

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

- - -

○

　独立行政法人通則法第４６条の規定に基づき、鉄道整備
に対する助成業務（補助金交付等）の処理及び高度船舶技
術開発等業務の処理、出資等業務の処理に必要な財政措
置を講ずるものであり、費目・使途は事業目的に即し真に必
要なものに限定されている。

単位

‐

○

計画開始時
27年度 28年度

－ － － -

265 259

年度

中間目標

-

-

目標値

評　価項　　目

　鉄道整備に対する助成業務（補助金交付等）の処理及び
高度船舶技術開発等業務の処理、出資等業務の処理に必
要な財政措置を講ずるものであり、広く国民のニーズがあ
り、優先度が高く、地方自治体、民間等に委ねることはでき
ない。

-

目標最終年度

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

同上

○



事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結

果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

所管府省・部局名

成果目標の達成に向け、引き続きさらなるコスト縮減に努めるべきである。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

278

平成24年度

平成27年度平成25年度

執
行
等
改
善

267

平成26年度

チーム所見を踏まえ、引き続き、中期目標期間の予算縮減の達成に向け、経費縮減に取り組む。

関連する過去のレビューシートの事業番号

点検結果

284

274

外部有識者の所見

改善の
方向性

　上記目標を達成するため、引き続き経費の削減に向けた取組を実施していく。

　中期目標期間の最終年度（平成29年度）において、前中期目標期間の最終年度（平成24年度）比で15％程度に相当する額を削減することを
定めている。

事業名

290

287

平成23年度



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国土交通省

２８２百万円

Ａ．（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構

２８２百万円

〔中期目標を定め（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構に指示。また、同機構の定める中期計画を認可〕

〔中期計画に従って鉄道整備に対する助成業務等を実施〕

Ｂ．助成勘定

２２０百万円

Ｄ．地域公共交通等勘定

５３百万円

【交付】

〔中期計画に従って鉄道整備に

対する助成業務を実施〕

〔中期計画に従って出資等業務を実施〕

Ｃ．海事勘定

８百万円

〔中期計画に従って高度船舶技術

開発等業務を実施〕



費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

E. F. 

費　目

0

金　額
(百万円）

計 0

費　目 使　途

計

計 8.5 計 52.7

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

物件費 業務経費 1.4 物件費 一般管理費 12.4

物件費 業務経費 1

C.独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 D.独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

費　目 使　途

人件費 基準給与額 7 人件費 基準給与額

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 281.5 計 220.4

費　目 使　途
金　額

(百万円）

214.1

一般管理費

業務経費 2.4

52.6

B.独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

人件費基準給与額

費　目

物件費 一般管理費

基準給与額

65 物件費

使　途

人件費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

39.3

金　額
(百万円）

A.独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

167.8

物件費

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

鉄道整備に対する助成業
務の処理及び高度船舶技
術開発等業務の処理、出
資等業務の処理

- -

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-4020005004767 281.5

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
独立行政法人鉄道
建設・運輸施設整備
支援機構

4020005004767
高度船舶技術開発等業務
の処理

8.5 - - - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

独立行政法人鉄道
建設・運輸施設整備
支援機構

4020005004767
鉄道整備に対する助成業
務の処理

220.4 - - --

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-1

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

独立行政法人鉄道
建設・運輸施設整備
支援機構

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

独立行政法人鉄道
建設・運輸施設整備
支援機構

4020005004767 出資等業務の処理 52.7 - - - -

チェック



（ ）

476

一般会計

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

箇所

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

476 346

活動指標

28年度活動見込

108 79 113

補助対象事業者数
箇所

日本政策投資銀行利子相当分が減少したため。

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

556

研究開発を年度計画通り
に推進する

実施方法

事業番号

鉄道技術開発 担当部局庁 鉄道局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 技術企画課技術開発室
技術開発室長
岸谷　克己

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

647

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

鉄道技術開発のうち、①新技術の鉄道への応用に係る基礎的、基盤的技術開発②安全対策に係る技術開発③環境対策に係る技術開発に要する経費の一
部について、超電導磁気浮上方式鉄道技術開発にあっては公益財団法人鉄道総合技術研究所に、一般鉄道技術開発にあっては独立行政法人鉄道建設・
運輸施設整備支援機構を通じて鉄道分野に関する技術開発を実施する能力を有するものに対して助成を行う。

（補助対象及び補助率）
○　超電導磁気浮上方式鉄道技術開発
・基礎技術開発及び高温超電導磁石等高度化技術開発に要する経費　1/2
・実用化技術開発に要する経費及び日本政策投資銀行利子相当分　1/4
○　一般鉄道技術開発
・補助対象技術開発に要する経費 1/2

- -

594

- -

- -

年度計画通りに進捗した研
究開発課題の割合

25年度

567

単位

執行額／実績箇所数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

-

補正予算

百万円

567/5556/7

28年度当初予算

昭和６２年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

鉄道技術開発を促進し技術水準の向上を図ることを目的とし、超電導リニアをはじめとした先端技術の鉄道分野への応用のほか、鉄道の安全水準、環境性
能の向上に関する技術開発に補助を行う。

前年度から繰越し 55 -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

件

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

649 556 567 476 346

556 567

執行率（％） 100% 100% 100%

単位

6 7 5

計算式 　　/ 647/6

26年度

346

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

歳出予算目

　 0439

年度-

-

-

-

交通政策基本計画（平成27年2月閣議決定）
社会資本整備重点計画（平成27年9月閣議決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

100 100

19

19 17

17

100 -

18

-

- -

476 346

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

28 年度

18

18

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

6 7 5

29年度要求 主な増減理由

25年度

計

鉄道技術開発費補助金

科学技術・イノベーション



-

事業者の収益に直結しない安全対策、環境対策等に係る技
術開発について、国としてインセンティブを与える必要があ
る。

○

評　価項　　目

安全対策や環境対策等喫緊に解決すべき課題に関する技
術開発であり、国民や社会のニーズを適確に反映している。

-

目標最終年度

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

-

目標値

中間目標

年度

80 80 80 -

計画開始時
27年度 28年度

技術開発の成果物は十分活用されている。

- - -

○

費目・使途は事業目的に即し真に必要なものに限定されて
いる。

単位

‐

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）に
よる支出は行っていない。

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

年度

92.2 -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

安全対策や環境対策等必要かつ適切な事業であり、また、
喫緊に解決すべき課題に関する技術開発であり、優先度が
高いものである。

補助対象事業者は技術開発を必要最低限のコストで行って
いる。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

成果実績は成果目標に見合ったものとなっている。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○ 見込みに見合ったものになっている。

○

○

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

他の手段・方法等と比較しても効果的であり、低コストで実施
している。

成果実績

補助対象事業者は技術開発に際し、コスト削減や効率化を
行っている。

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

単位

-

目標を達成した技術研究開発課題の割合

事業者の収益に直結しない安全対策、環境対策等に係る技
術開発について、国は事業費の一部を補助しているもので
あるが、受益者も応分の負担をしており、受益者との負担関
係は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

94.4

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業で行った技術開発については、平成27年度においては全てで目標を達成しており、測定指標の目標値を大きく上回り、技術開発を推進してい
るといえる。

-

- - 年度
定量的指標 25年度

実績値 % 97.9

施策 ４１　技術開発を推進する

政策 １１　ＩＣＴの利活用及び技術研究開発の推進

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価



事業名

‐

281

429

平成23年度

点検結果

425

267

外部有識者の所見

改善の
方向性

社会的な要請を踏まえ、防災・減災に資する技術開発に重点化するとともに、旅客の転落事故防止に資する新たなタイプのホームドアや、節
電・省エネ効果が期待される蓄電池電車の技術開発等、必要性・重要性・緊急性の高い事業に重点化を図っている。
また、事業選定及び事業後の評価にあたっては、鉄道技術開発課題評価委員会において外部有識者により必要性等の観点から評価を頂くと
ともに、その結果を公表しており、透明性の確保を図っている。

超電導磁気浮上方式鉄道技術開発事業は直接補助事業であることから、鉄道総研の事業着手から事業完了までの間において、「補助金等に
係る予算の執行の適正化に関する法律」及び「鉄道技術開発費補助金交付要領」に基づき、国土交通省鉄道局職員による現場審査・書類審
査を実施し、国庫補助金の支出先・使途先についてその適否を含めて明確に把握している。また、一般鉄道技術開発事業は間接補助事業で
あることから、間接補助事業者の事業着手から事業完了までの間において、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」、「鉄道技
術開発費補助金交付要領」及び「独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構鉄道技術開発費補助金取扱要領」に基づき、独立行政法人
鉄道建設・運輸施設整備支援機構職員による現場審査・書類審査を実施し、国土交通省職員が確認を行うことで、国庫補助金の支出先・使途
先についてその適否を含めて明確に把握している。

平成26年度

効率的な人流・物流には鉄道事業及びその技術開発が必要であることは否めず，社会経済の状況を反映した適切な研究開発テーマが設定され，その技術が導
入され必要がある．然るに，本事業のアウトカムは「年度計画通りに進捗した研究開発課題の割合」が設定されている．これは，例えば，国土交通省が進めている
人口減少下の多極型コンパクトシティーの推進などの将来を見据えた研究開発テーマが設定されているかどうかは関係なく，何らかの研究開発テーマが設定さ
れ，その計画通りに進んでいるかどうかを評価しているに過ぎない．適切な研究開発テーマが設定されていると考えられるが，本行政事業レビューからは判断で
きず，税金を用いることを国民に適切に説明できていない．例えば，アウトカム指標としては，本事業により開発された技術が導入されて，どのような効果があった
のかを用いるべきである．当然，開発された技術が民間に導入されるには，年単位でのタイムラグがあることは容易に考えられるため，アウトカム指標においても
そのタイムラグは考慮すべきである．

アウトカム指標については、行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、開発結果がどの程度実用化されたのかという観点を踏まえたものとす
る。ただし、外部有識者の所見のとおり、実用化されるまでのタイムラグ等も考慮する必要があるため、それらを整理した上で来年度のレビューか
ら対応することとしたい。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

執
行
等
改
善

258

409

平成24年度

平成27年度

外部有識者の所見も踏まえ、アウトカム指標については、技術開発が計画通りに進行したかという観点だけではなく、その開発結果がどの程度実
用化されたのかという観点も踏まえたものとし、事業効果の説明に努めるべきである。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

所管府省・部局名

事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国土交通省

５６７百万円

国は、一般鉄道技術開発にあっては補助対象事業者が行う技術開発に要する費用の一部について独立

行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構に、超電導リニア技術開発にあっては技術開発に要する費用

の一部について公益財団法人鉄道総合技術研究所に対して補助を実施

Ａ．（公財）鉄道総合技術研究所

２２４百万円

超電導磁気浮上方式鉄道に関する

技術開発の実施

【補助】

Ｂ．（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構

３４４百万円

補助対象事業者に対する

補助金を交付

【交付】

Ｃ．（公財）鉄道総合技術研究所及び

民間会社（４社）

３４４百万円

一般鉄道に関する技術開発の実施

【補助】



原材料費・消
耗品費

金　額
(百万円）

A.（公財）鉄道総合技術研究所

343.5

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

機械器具費 試験装置の製作

一般鉄道技術開発

90.7

使　途

政策投資銀行
利子

鉄道技術開発
費補助金

山梨実験線建設時に（株）日本政策投資銀
行から借入した額に係る利子の補填

費　目

原材料・消耗品の購入 0.7

役務費・外注
費

実験データの整理・解析作業、試作試験工
事

B.（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構

3.6

金　額
(百万円）

128.9

費　目 使　途

計 223.9 計 343.5

C.（公財）鉄道総合技術研究所 D.

費　目 使　途

機械器具費
ソフトウェアの購入、プログラムの制作、試
作装置の製作

73.7

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

原材料費・消
耗品費

原材料・消耗品の購入 1.7

役務費・外注
費

実験データの整理・解析作業、試作試験工
事

133.8

その他の経費 旅費 0.9

計 210 計 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計計 0

費　目 使　途

0

金　額
(百万円）

E. F. 

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

（株）東芝 2010401044997
鉄道用走行安全支援装置
の開発

20 - - - -

西日本旅客鉄道
（株）

1120001059675

新たに開発中の昇降ホー
ム柵に係る支障物検知機
能の向上と乗務員運用支
援装置の開発

15 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

近畿車輛（株） 5122001001729
マルチオペレーション型ス
マート電車の標準電車シス
テムの開発

90 - - - -

（公財）鉄道総合技
術研究所

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（独）鉄道建設・運輸
施設整備支援機構

4020005004767
補助対象事業者に対する
補助金の交付

343.5 - - -

3

4

1

2

（公財）鉄道総合技
術研究所

3012405002559
高架構造物の常時モニタリ
ング技術の実用化の研究

210 - - - -

5
三菱重工交通機器
エンジニアリング
（株）

4240001040315
マルチ対応ホームドアの安
全性向上とトータルコスト
低減に向けた技術開発

8.5 - - - -

- -

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-3012405002559 223.9

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

超電導磁気浮上方式鉄道
に関する技術開発の実施

チェック



（ ）

交通安全対策

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

32 25 25

中間目標 目標最終年度

年度

- - -

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度

- -

25年度 26年度 27年度

- - -

-

-

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度

- - -

- - -

▲ 24

-

目標最終年度

年度

▲ 57 ▲ 34 ▲ 32

-

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

24 ▲ 48

-

-

-

3,174 3,581

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

　 0208

年度

年度

年度

年度

年度

4,124 4,344 4,708

4,000

- - -

▲ 10 ▲ 10 ▲ 10

目標値

単位

％

不具合情報についての分
析を、年間４，０００件以上
実施する。

不具合情報の分析件数

成果実績

- - -

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

％

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

2,398 2,528 2,825 3,174 3,581

2,528 2,825

執行率（％） 100% 100% 100%

重大な事故の発生に係る
度数率を年平均1.15以下
※度数率は厚生労働省の
基準を参照

受検者等の人身事故の削
減

成果実績

平成１４年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

主要経費

達成度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

道路運送車両法に基づく自動車の安全・環境基準への適合性審査に必要な検査機器を設置する。
交通安全環境研究所に自動車等の審査及びリコールに係る技術的検証を行わせるための業務の運営に必要な経費及び、運輸技術のうち陸上運送等に関
する安全の確保、環境の保全及び燃料資源の有効な利用の確保を図るための調査、研究及び開発等を行わせるための施設等の整備に必要な経費。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

-

検査機器の故障等による
閉鎖時間の削減

成果実績

単位

補正予算

2,825

件

目標値

27年度
中間目標

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

-

26年度 27年度

-

25年度

2,398

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

％

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

機器老朽更新等に係る審査機器を中期計画に応じた必要経費を考慮して積算して交付する。
道路運送車両法第７５条の４の規定に基づく自動車及びその装置の型式指定の際に、交通安全環境研究所に保安基準に適合するかどうかの審査を行わせ
ている。また、同法の自動車のリコール制度において、同研究所に改善措置の内容が適切であるかどうかの技術的な検証を行わせている。また交通安全環
境研究所に運輸技術のうち陸上運送等に関する安全の確保、環境の保全及び燃料資源の有効な利用の確保を図るための調査、研究及び開発等を行わせ
るための施設等の整備に必要な経費。

-

2,398

- -

-

達成度 ％

受検者等の人身事故の削
減

目標値

成果指標 26年度

25年度

事業番号

独立行政法人自動車技術総合機構運営費交付金 担当部局庁 自動車局 作成責任者

事業開始年度

交付

担当課室 技術政策課 江坂　行弘

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興、その他の事項経費

-

2,528

平成23年度～平成27年度
の平均で平成22年度比
10％減

実施方法

定量的な成果目標

成果指標

％

％

平成22年度比10％減

達成度 ％

103.1 108.6 117.7

4,000 4,000

年平均2,000時間以下

成果指標

％

確実に審査を実施できるよう建替、改修等が必要な箇
所を適切に実施。
※箇所数は審査場の建替を除く。

定量的な成果目標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
独立行政法人通則法第４６条

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

単位

件

検査機器の故障等による
閉鎖時間の削減

成果実績

目標値

達成度

定量的な成果目標

活動実績

当初見込み

箇所数

一般会計、自動車安全特別会計自動車検査登録勘定

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

単位

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

測
定
指
標

計算式
執行額/分
析件数

計

実績値 ％ 54.4

独立行政法人自動車技術
総合機構一般勘定運営費
交付金

単位当たり
コスト

算出根拠

百万円/件

施策
１７．自動車の安全性を高める
４１．技術研究開発を推進する

政策
５．安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保
１１．ＩＣＴの利活用及び技術研究開発の推進

9,084

年度

2,767

29年度要求 主な増減理由

25年度

定量的指標 25年度

27年度

28年度活動見込

- - -

25年度 26年度

26年度 27年度

7,221 9,125

25年度

28年度活動見込

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

自動車が保安基準に適合するかどうかの審査、自動車技術等に関する試験、調査、研究及び開発等を総合的に行うことにより、自動車の安全性を
高めること及び技術研究開発を推進することに寄与する。

-

歳出予算目

32

815

改革
項目

分野： - -

26年度 27年度

59.5

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百

万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

-

独立行政法人自動車技術
総合機構審査勘定運営費
交付金

-

達成度 ％ -

計算式
執行額/箇
所数 827/32

26年度

実施した研究テーマ数
活動実績 件

当初見込み 件

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 件

当初見込み

単位

2,411

単位

-

衝突被害軽減ブレーキの装着率

28年度当初予算

679/25

928.5/9125 926.6/9084

28年度活動見込

38.1

執行額/分
析件数

単位

単位当たり
コスト

724.7/19

813/25

0.1 0.1 0.1

25年度 26年度 28年度活動見込

25年度

計算式

年度

706/21 770.7/19

年度

- -

26年度 27年度

40.6

単位当たり
コスト

執行額／研究テーマ数
33.6

成果実績

861.8/7221

百万円

-

単位

執行額／箇所数

単位当たり
コスト

- -

年度

60.3

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- - -

単位

人事院勧告により給与及び退職金、安全・環境基準適合性の事後チェック体制構築のた
めの増

※百万円未満を四捨五入しているため、「予算額・執行額」欄と誤差が生じている。

計画開始時
27年度 28年度

分析等の件数

算出根拠

活動指標

19

28年度活動見込

26 33 27

運営費交付金の執行額／分析等の件数

3,174 3,582

年度

中間目標

27年度

27年度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

百万円

活動指標

21 19 19

20 19

-

-

目標値

90

目標最終年度

763

単位当たり
コスト

単位

-



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

自動車安全特別会計（自動車検査登録勘定）は、受益者で
ある自動車ユーザーからの検査手数料を財源としている。

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○ ２７年度に対して、目標値を超える成果を上げている。

○

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

国が実施するべき事業を担う独法の運営に必要な経費を交
付するものであり、交付金以外の手段はない。

物品購入等は、競争入札の活用を徹底することによりコスト縮減を図り、適正に業務を行うべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

２７年度に対して、目標値を超える成果を上げている。

事業番号関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

190,192,410

平成24年度

平成27年度

該当なし

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

同上

今中期計画期間は、前中期計画期間と比較して年平均約
40％予算を削減している。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

平成25年度

執
行
等
改
善

301,303,305

○

平成26年度

物品購入等は、引き続き、競争入札の活用を徹底することによりコスト縮減を図り、適正に業務を行うこととする。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

194,196,426

309,311,313

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き、必要性・優先度の精査を厳しく行ったうえで、適正な運用を行う。

・道路運送車両法の規定に基づき、自動車の審査業務、自動車のリコールに係る技術的検証業務を実施する我が国唯一の機関であり、業務
の重複はなく、自動車の審査業務、国からの依頼による自動車のリコールに係る技術的検証業務が確実に実施されている。
・契約監視委員会を設置し、契約状況の点検・見直しを行う等の取組を行ってきている。
・地方検査部等からの整備要望の集約を行い、必要性・優先度の精査を厳しく行ったうえで、限られた予算の範囲内で地方検査部等に対して
実施箇所の決定を行っている。また、限られた予算の範囲で効率的かつ効果的な執行を行っている。

事業名

‐

施設については成果物は十分に活用されている。

323,325,327

196,198,430

平成23年度

○

同上

‐

○

評　価項　　目

道路運送車両法に基づき実施する自動車の基準適合性審
査、自動車等の型式審査、リコールに係る技術的検証、国
が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等を支
援するための研究など、必要不可欠な業務に対して国費を
投入する必要がある。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

費目・使途は必要不可欠なものに限られている。

同上

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国土交通省

１，１７４百万円

自動車検査独立行政法人の

運営費の総合調整

【 交 付 】

Ａ．自動車検査（独）

１，１７４百万円

検査機器の更新等法人

統合に伴う経費

国土交通省
１，６５１百万円

国の行政に必要な自動車等の型式指定審
査業務、リコールに係る技術的検証業務

Ｃ．（独）交通安全環境研究所

１，６５１百万円

運送技術のうち陸上運送等に係るものに関する試験、調査、研究、
開発等および自動車等の型式指定審査業務、リコールに係る技
術的検証業務等の実施。

審査業務費
８７４百万円

一般管理費
２３７百万円

研究業務費
５４１百万円

Ｄ．資産
９５百万円

人件費
３３７百万円

Ｅ．外部委託費
２百万円

Ｆ．備品費
１０百万円

Ｇ．その他経費
４２９百万円

審査業務、リコール

技術検証業務を実

施する上で必要とな

る資産の取得。

審査業務、リコール

技術検証業務を実

施する職員の人件

費。

審査業務、リコール

技術検証業務に係る

外部委託。

審査業務、リコール

技術検証業務を実

施する上で必要とな

る備品の購入。

その他審査業務、リ

コール技術検証業務

を実施する上で必要

となる経費。

Ｈ．資産
３５百万円

人件費
３９１百万円

Ｉ．外部委託費
９百万円

Ｊ．備品費
２３百万円

Ｋ．その他経費
８３百万円

試験研究を実施する
上で必要となる資産
の取得。

試験研究を実施する
職員の人件費。

試験研究業務に係る
外部委託。

試験研究を実施する
上で必要となる備品
の購入。

試験研究を実施する
上で必要となる経費。

人件費
１４７百万円

Ｌ.その他経費
９０百万円

維持管理業務を実施
する職員の人件費。

その他維持管理業
務を実施する上で
必要となる経費。

【 交 付 】

自動車等の型式指定審査業
務、リコールに係る技術的検
証業務等の実施。

運送技術のうち陸上運送等
に係るものに関する、試験、
調査、研究、開発等および
自動車等の型式指定審査
業務、リコールに係る技術
的検証業務等の実施する
上で必要となる維持管理経
費。

運輸技術のうち陸上運送等
に係るものに関する試験、調
査、研究及び開発等を実施。

【総合評価入札、一般競争入札、随意契約】

B．民間業者（８７

社）

１，１７３百万円

検査機器の製造、

据付法人統合に

その他

１百万円

職員研修費等



費　目 使　途
金　額

(百万円）

その他 都市交通シミュレータの改修作業

計 32.4 計 5.4

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G.（株）本間組東京支店 H.（株）日立パワーソリューションズ

E.(株)創夢 F. （株）エコプラン

費　目

1

金　額
(百万円）

5.4

計 1

費　目 使　途

その他 自動車試験場第二地区整地工事 32.4

計

計 1,652 計 39

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

その他
自動車審査部次期業務量統計システム調
査及び調達支援業務

1 その他
自動車審査部空調機及び照明器具更新工
事

1

その他 物品購入等 777

C.（独）交通安全環境研究所 D.三正設備工業（株）

費　目 使　途

人件費 職員人件費等 875 その他 高周波増幅装置冷却機器等の導入

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 1,174 計 406

費　目 使　途
金　額

(百万円）

1,173

B.（株）アルティア

その他検査機器の更新等

費　目

庁費 研修旅費

自動車検査用機械器具の製造及び据付

1

使　途

その他

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

39

金　額
(百万円）

A.自動車検査独立行政法人

406

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

検査機器等の更新等及び
法人統合に伴う経費

- -

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-1011105001930 1,174

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

30

28

29

Ｊ＆Ｋビジネスソ
リューション（株）

5020001083426 車両下部確認装置の製造 5 一般競争入札 3 71.4％

（株）日本旅行 1010401023408
旅費精算システムの導入
及び旅費計算等委託業務

11 総合評価入札 2 97.1％

22

23

20

21

日本ユニシス（株） 2010601029542 サーバ室免震工事 6
随意契約
（その他）

- 100％

26

27

24

25

日本ユニシス（株） 2010601029542
人事システム導入電源工
事

0.3
随意契約
（少額）

- 100％

日本ユニシス（株） 2010601029542
サーバ監視装置ライセンス
購入

0.4
随意契約
（少額）

- 100％

14

15

12

13

（株）バンザイ 2010401024066
福山事務所他2事務所 手
動式前照灯試験機の購入

3 一般競争入札 3 63.9％

18

19

16

17

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ（株）

7010001064648
新会計システム接続に係る
回線設定作業

0.4
随意契約
（少額）

- 100％

（株）バンザイ 2010401024066
土浦事務所他5事務所 手
動式前照灯試験機の購入

5
随意契約
（少額）

- 100％

6

7

4

5

株式会社富士通マー
ケティング

5010001006767
経理・会計システム構築業
務

96 総合評価入札 3 98.5％

10

11

8

9

（株）バンザイ 2010401024066
街頭検査用オパシメータの
製造

6 一般競争入札 4 73.9％

（株）バンザイ 2010401024066
自動車検査用機械器具の
製造及び据付

34 一般競争入札 4 82.3％

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）アルティア 3011701013922
自動車検査用機械器具の
製造及び据付

238 一般競争入札 4

一般競争入札 4 93.6％

（株）イヤサカ 7010001000792
自動車検査用機械器具の
製造及び据付

274 一般競争入札 4 91.9％

2

91.9％

（株）アルティア 3011701013922
自動車検査用機械器具の
製造及び据付

167

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

（株）バンザイ 2010401024066

（株）バンザイ 2010401024066
奈良事務所 手動式前照灯
試験機の購入

9 一般競争入札 1 99％

豊橋事務所他7事務所 手
動式前照灯試験機の購入

8 一般競争入札 4 81.8％

（株）バンザイ 2010401024066
長岡事務所他5事務所 手
動式前照灯試験機の購入

4 一般競争入札 4 77％

（株）バンザイ 2010401024066

7010001064648
人事給与・勤怠システムの
更改及び運用保守

62 一般競争入札 1 99.8％

日本ユニシス（株） 2010601029542
統合に伴うシステム移行作
業

9 一般競争入札 1 99.4％

日本ユニシス（株） 2010601029542
マイナンバーシステム導入
電源工事

0.2
随意契約
（少額）

- 100％

（株）サンポー

（株）バンザイ 2010401024066
佐賀事務所他7事務所 手
動式前照灯試験機の購入

5 一般競争入札 4 68％

京都事務所他3事務所 手
動式前照灯試験機の購入

3 一般競争入札 4 75.8％

（株）バンザイ 2010401024066
沖縄事務所他2事務所 手
動式前照灯試験機の購入

2 一般競争入札 3 38.5％

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ（株）

自動車検査独立行
政法人

日本ユニシス（株） 2010601029542
増員に伴う業務用ＰＣの購
入

21 一般競争入札 1 98.5％

日本ユニシス（株） 2010601029542
新法人用ホームページ製
作

20 一般競争入札 1 99.8％

日本ユニシス（株） 2010601029542 車検予約システム更改 4 一般競争入札 1 99.5％

日本ユニシス（株） 2010601029542
システム追加に伴うネット
ワーク設定変更作業

0.5
随意契約
（少額）

- 100％

安全自動車（株） 9010401001331
傾斜角度測定機の製造及
び据付

39 一般競争入札 4 81.7％

Ｊ＆Ｋビジネスソ
リューション（株）

5020001083426 車両下部確認装置の製造 9 一般競争入札 2 88.2％

1010401011569
法人統合に伴う事務用椅
子等の購入

7 一般競争入札 1 96.3％



C

D

E

F

10

8

9

林製作所販売(株) 2160001013578
R129　テストベンチ　シート
クッションの購入

0.4
随意契約
（少額）

- 100％

(株)ミクスト 5030001084571 流量計付電動ドラムポンプ 0.3
随意契約
（少額）

- 100％

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

4

5

東京貿易テクノシス
テム(株)

1010001061642
エクステンションプローブ購
入

0.7
随意契約
（少額）

- 100％

(株)エコ・プラン 4011101034254
自動車審査部空調機及び
照明器具更新工事

1 一般競争入札 3 83％

1

2

5

3

4

（有）アルファーサー
ビス

4010802018425 ブレーキ試験補助業務 0.2
随意契約
（少額）

- 100％

テンプスタッフ(株) 1011001015010 一般事務労働者派遣 0.9
随意契約
（少額）

- 100％

8

9

6

7

(株)共和電業 5010801002882
ISO/SAE規格対応型疑似
信号発生装置の購入

9 一般競争入札 1 99.8％

10 日本キスラー(株) 7010401022544
スレッド解析ソフト
Evaluationライセンスの購
入

1
随意契約
（少額）

- 100％

(株)エス・テック 1010901016035 衝撃試験用治具 1
随意契約
（少額）

- 100％

1

4

5

2

3

ミナト矢崎サービス
（株）

6010401029053 第三審査棟環境設備更新 32 一般競争入札 3 98.8％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
（独）交通安全環境
研究所

6012405000493 上記事業概要に同じ 1,651 －

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

三正設備工業(株) 9030001046691
高周波増幅装置冷却機器
等の導入

39 一般競争入札 4 58.7％

NECネッツエスアイ
（株）

6010001135680
自動車試験場第二地区監
視カメラ更新工事

17 一般競争入札 4 64.5％

(株)守谷商会 2010001059025
UNR129新基準対応CRS試
験機器の購入

12 一般競争入札 2 99.1％

新日鉄住金ソリュー
ションズ(株)

9010001045803
次期自動車審査部業務量
統計システム　設計

12 一般競争入札 1 99.1％

(株)バイオスシステ
ム

5080401012912
トラクター・トレーラ間の制
動試験時　CAN通信情報
評価システム

3 一般競争入札 1 99.2％

(株)ヒューマネティク
ス・イノベーティブ・ソ
リューションズ・ジャ
パン

7010601020521 ダミー下肢校正治具購入 2 一般競争入札 2 99.4％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

(株)創夢 1011001012817
自動車審査部次期業務量
統計システム調査及び調
達支援業務

1
随意契約
（少額）

- 100％

(株)島津テクノリサー
チ

5130001021069 配線燃焼被覆部の分析 0.1
随意契約
（少額）

- 100％

（有）入谷モータース 3030002112779 ブレーキテスター試験業務 0
随意契約
（少額）

- 100％

(株)東測 4011001015379
スリップリング及び治具購
入

0.9
随意契約
（少額）

- 100％

(株)竹宝商会 4011101012854 スポットエアコン他購入 0.8
随意契約
（少額）

- 100％

オールホンダ販売
(株)

9030001001416 除雪機購入 0.6
随意契約
（少額）

- 100％

(株)ジャパンテクノロ
ジー

5012701008662
試験時資料説明用モニ
ター購入

0.6
随意契約
（少額）

- 100％

ソニーマーケティング
(株)

2010401032358 ノートパソコン 0.4
随意契約
（少額）

- 100％

荒木電機工業(株) 3011001001660 電流計 0.4
随意契約
（少額）

- 100％



G

H

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

10

11

ジャパンテクノロジー 5012701008662 TIG溶接機 0.9
随意契約
（少額）

- 100％

（有）三光工業 3012702010280 自己故障診断外部装置 0.6
随意契約
（少額）

- 100％

4

5

2

3

吉沢工務店 9012401012044
鉄道構造物実験棟他トイレ
改修工事

4.6 一般競争入札 2 100％

8

9

6

7

（株）根本電機工業 7010601014102
振動強度実験棟ホイストク
レーン更新

1.3 一般競争入札 1 86.3％

（株）明電舎 4010701009640
ハイブリッド・パワートレイ
ン台上試験装置

3.2 一般競争入札 1 97.3％

1

9

10

(株)共和電業 5010801002882
歩行者保護試験機器の点
検

4.3 一般競争入札 1 99.3％

3

4

1

2

（株）本間組東京支
店

3012701012518
自動車試験場第二地区整
地工事

32.4 一般競争入札 1 90.5％

7

8

5

6

(株)守谷商会 2010001059025 スレッド年次点検 6.7 一般競争入札 1 92.1％

（株）明電エンジニア
リング

1010701028239
第一排出ガス審査棟シャシ
ダイナモメータ点検整備

7 一般競争入札 1 99.4％

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

(株)堀場製作所 1130001011676
第一排出ガス審査棟自動
車排出ガス測定装置点検
整備

15.6 一般競争入札 1 99％

(株)共和電業 5010801002882 データ集録器の点検・校正 6.8 一般競争入札 1 96.5％

(株)共和電業 5010801002882
ダミー検定装置及び計測
器校正装置の点検・校正

5.4 一般競争入札 1 99.6％

(株)共和電業 5010801002882 コネクタ改造業務 4.9 一般競争入札 1 100％

三正設備工業(株) 9030001046691
平成27年度自動車試験場
空調装置点検整備

4.6 一般競争入札 3 76.2％

（一財）日本自動車
研究所

1010405010435 路面摩擦係数測定 3.8 一般競争入札 1 98.2％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

(株)日立パワーソ
リューションズ

7050001023708
都市交通シミュレータの改
修作業

5.4 一般競争入札 1 90.9％

セントラルエンジニア
リング（株）

1010502018117
通信技術を活用した鉄軌
道・道路交通間における事
故防止システムの構築

4.5 一般競争入札 1 95.8％

新日鉄住金ソリュー
ションズ（株）

9010001045803
ストレージ装置ディスク増
設等

3.6 一般競争入札 1 88.4％

(有)木村商店 3012402010837 認証室仕切壁 1.2 一般競争入札 1 98％

測位衛星技術（株） 7011101034029 衛星測位装置 1 一般競争入札 1 86.9％

（株）日立パワーソ
リューションズ

7050001023708
ゴムタイヤ新交通システム
車両診断予測システム

0.9 一般競争入札 1 95.1％

チェック



別紙１

125 163 113

125 120 100

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度

110 110

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度

110

470 470 560

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度

年度

47 47 56

10 10 10目標値 件

成果実績 件

単位
年度

25年度 26年度 27年度
中間目標

11 11 11

10 10 10

目標最終年度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

車両不具合に起因した事故
車両等の現車調査を年間１
０件以上実施する。

車両不具合にｊ起因した事
故車両等の現車調査件数

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

リコール技術検証に係る実
証実験を年間１０件以上行
う。

実証実験件数

成果実績

目標値 件

件

達成度 ％

目標値 件

成果実績 件

単位

25 24 20

20 20 20

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

基準の策定等に検討課題
等の提案を年間２０件以上
行う。

喜寿の策定等に資する検
討課題等の提案件数

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

基準の策定等に資する検
討会への参画、調査、研究
等の基準化予定項目を年
間８件以上実施する。

基準の策定等に資する検
討会への参画、調査、研究
等を実施する基準化予定項
目の件数

成果実績

目標値 件

件

達成度 ％

10 13 9

8 8 8



別紙２

鉄道信号システム安全性評価に関する補
助業務

3.6 その他 車両シミュレーションソフト 2.3

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I.（株）レールウェイエンジニアリング J.ＳＣＳＫ（株）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

その他

計 3.6 計 2.3

その他 都市内鉄軌道用台車試験設備PLC更新 27 その他 光熱水料分担金 34

K.日鉄住金レールウェイテクノス（株） L.（独）海上技術安全研究所

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 27 計 34



別紙３
Ｂ

Ｇ

Ｉ

Ｊ

100％

（株）イシカワ文明堂 2012401012190 ドラムカートリッジ他9点 0.4
随意契約
（少額）

- 100％

（株）シーディーアダ
プコ

4020001020446
大気拡散シミュレーションソ
フト

0.4
随意契約
（少額）

- 100％

100％

(有)内山自動車工業 3012702000315 衝突実験用車両購入 0.9
随意契約
（少額）

- 100％

（株）イード 5011201013586 e燃費ログデータ 0.9
随意契約
（少額）

- 100％

100％

（株）日立パワーソ
リューションズ

7050001023708 現地試験補助業務 1.2 一般競争入札 1 95.1％

（株）プラウド 6010001068922
試験車運転業務労働者派
遣

0.8
随意契約
（少額）

- 100％

（株）サンポー 1010401011569
法人統合に伴う事務室レイ
アウト変更工事

2 一般競争入札 1 99.4％1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）明電エンジニア
リング

1010701028239
第二排出ガス審査棟シャシ
ダイナモメータ点検整備

3.3 一般競争入札 1

5

4

3

（株）花園グリーン
サービス

6030001086113
自動車試験場第二地区緑
地整備工事

2.3
随意契約
（少額）

- 100％

AB Dynamics MF
Japan（株）

4020001046326
ESC試験システム点検校
正

2.3 一般競争入札 1 97.1％

99.7％

(株)共和電業 5010801002882 歩行者保護試験器の点検 2.6 一般競争入札 1 99.2％

（株）明電エンジニア
リング

1010701028239 衝突試験装置点検・整備 2.4 一般競争入札 1 98.7％

6 ALSOK双栄 2020001102287 自動ドア改修工事 2.3
随意契約
（少額）

- 100％

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）レールウェイエ
ンジニアリング

7010401039992
鉄道信号システム安全性
評価に関する補助業務

3.6
随意契約
（公募）

1

4

3

2

(有)アルファーサービ
ス

4010802018425
車両運転及び実験補助業
務

0.8
随意契約
（少額）

- 100％

7

6

5 アデコ(株) 8010401001563 翻訳（和文・英文）校正業務 0.7
随意契約
（少額）

- 100％

岩田電業(株) 5021001029385
路上走行等試験補助労働
者派遣

0.6
随意契約
（少額）

-

10

9

8

エダンズグループ
ジャパン(株)

5290001030137 英文校正 0.1
随意契約
（少額）

- 100％

ランスタッド(株) 1010001084148
運転中のスマートフォン操
作実験補助労働者派遣

0.1
随意契約
（少額）

- 100％

100％

山形鉄道(株) 5390001011201
平成27年度　衛星測位試
験及び踏切事故防止シス
テム動作確認試験に伴う

0.3
随意契約
（少額）

- 100％

測位衛星技術(株) 7011101034029 実験補助業務 0.2
随意契約
（少額）

- 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

3

2

1 ＳＣＳＫ（株） 8010001074167 車両シミュレーションソフト 2.3 一般競争入札 1 90.1％

SDLジャパン（株） 3013201007925 Trados追加ライセンス 0.9
随意契約
（少額）

-

6

5

4

(有)三協自動車整備
工場

8030002113384 実験用車両購入 0.5
随意契約
（少額）

- 100％

(有)内山自動車工業 3012702000315 実験車両 0.5
随意契約
（少額）

-

9

8

7

（株）イシカワ文明堂 2012401012190 ドラムカートリッジ他13点 0.3
随意契約
（少額）

- 100％

11

10 （株）フォーサイト 1011101044768 ドラムカートリッジ他12点 0.3
随意契約
（少額）

- 100％

（株）共和電業 5010801002882 車両加速度計測センサ 0.4
随意契約
（少額）

- 100％



Ｋ

Ｌ

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

82.1％

三和シヤッター工業
(株)

7011401012519
制動性能審査棟他電動
シャッター改修工事

5.2
随意契約
（少額）

- 100％

SCSK(株) 8010001074167 車両シミュレーションソフト 2.4 一般競争入札 1 96％

2

1
日鉄住金レールウェ
イテクノス（株）

1120001026469
都市内鉄軌道用台車試験
設備PLC更新

27 一般競争入札 1 92％

上毛産業（株） 1070001001477
灯火・電波実験棟屋上防水
工事他

16.7
随意契約
（少額）

- 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

5

4

3

ミドリ安全(株) 1011001022683 制服購入 6.3 一般競争入札 1 100％

8

7

6
(株)明電エンジニアリ
ング東日本

1010701028239
大型車用シャーシダイナモ
メータ定期点検整備

5.6 - - -

デザイン東京事業協
同組合

6013305001838
交通安全環境研究所ウェ
ブサイトリニューアル及び
CMS構築作業

5.6 一般競争入札 3

10

9

(株)エス・テック 6030001071619 歩行者保護インパクター 1.3
随意契約
（少額）

- 100％

日本ケーブル（株） 3010001033111
ロープ曲げ疲労試験装置
の減速機及び原動・緊張滑
車軸整備

6.7 一般競争入札 1 94.7％

(株)堀場製作所 1130001011676
大型自動車排気研究棟
排出ガス試験データ処理
装置　PC更新

6.5 一般競争入札 1 99.8％

1
（独）海上技術安全
研究所

5012405001732 光熱水料分担金 34.2 - - -

4

3

2 (有)木村商店 3012402010837
パーテーション他什器類購
入

11.3 一般競争入札 1 98％

東京都水道局調布Ｓ
Ｓ

8000020130001 水道料 4.4 - -

7

6

5

（株）吉沢工務店 9012401012044
振動強度実験棟入口扉他
改修工事

2.3
随意契約
（少額）

- 100％

（株）吉沢工務店 9012401012044
プルボックスカバー取付け
他改修

0.4
随意契約
（少額）

- 100％

-

あいおいニッセイ同
和損害保険（株）

3011001027739
財産保険、賠償責任保険、
自動車保険、労災総合保
険、普通傷害保険

3.5 一般競争入札 2 93％

藤崎電設（株） 6011401007305
二次変台及び分岐盤等定
期点検

3.1 一般競争入札 1 95％

10

9

8

（株）根本電機工業 7010601014102
鉄道構造物実験棟天井ク
レーン用昇降階段移設工
事

1
随意契約
（少額）

- 100％

11 （株）田村工務店 8012401012747
振動強度実験棟床面改修
工事

0.8
随意契約
（少額）

- 100％

（株）ＮＴＴデータ・ア
イ

2011101056358
独立行政法人交通安全環
境研究所会計システム運
用支援業務

1.9 一般競争入札 1 99％

（株）植忠 8012402018355
構内越境樹木剪定及び実
生木伐採作業

1
随意契約
（少額）

- 100％



（ ）

-

中間目標 目標最終年度

年度

- - -

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度

- -

25年度 26年度 27年度

- - -

-

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度

- - -

- - -

▲ 24

-

目標最終年度

年度

▲ 57 ▲ 34 ▲ 32

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

24 ▲ 48

-

-

-

3,841 4,062

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

　 0209

年度

年度

年度

年度

年度

4 2 1

4

- - -

▲ 10 ▲ 10 ▲ 10

目標値

％

自動車及びその装置の型
式指定の際に保安基準に
適合するかどうかの審査を
行わせるための施設につ
いて、確実に整備を行う。

整備実施軒数

成果実績

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

－

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

3,750 2,779 3,741 3,841 4,062

2,555 3,601

執行率（％） 94% 92% 96%

重大な事故の発生に係る
度数率を年平均1.15以下
※度数率は厚生労働省の
基準を参照

受検者等の人身事故の削
減

成果実績

平成１４年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

主要経費

達成度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

道路運送車両法に基づく自動車の安全・環境基準への適合性審査に必要な施設等を整理する。
交通安全環境研究所に自動車等の審査を行わせるための施設等の整備に必要な経費および、運輸技術のうち陸上運送等に関する安全の確保、環境の保
全及び燃料資源の有効な利用の確保を図るための調査、研究及び開発等を行わせるための施設等の整備に必要な経費。

前年度から繰越し 1,188 9

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

-

検査機器の故障等による
閉鎖時間の削減

成果実績

単位

補正予算

3,771

軒

目標値

27年度
中間目標

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

25年度

3,526

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

％

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

国の施設設備に関連した審査場施設の建替等や老朽更新に伴う施設の改修等のため全国に93箇所設置されている検査場について、耐震性能の不足等に
より利用者等の安全確保に支障を来す恐れのある施設や、漏水等の不具合などにより行政サービスに支障を来している施設について、不具合箇所の回収
や建替等を行う。また、業務の質の向上に資する検査の高度化の推進を図っていく。
道路運送車両法第７５条の４の規定に基づき、自動車及びその装置の型式指定の際に保安基準に適合するかどうかの審査を行わせるための施設につい
て、老朽化に対する改修や新しい基準に対応するための施設・設備の整備及び運輸技術のうち陸上運送等に関する安全の確保、環境の保全及び燃料資源
の有効な利用の確保を図るための調査、研究及び開発等を行わせるための施設等の整備に必要な経費。

-

2,571

- -

▲ 30

達成度 ％

受検者等の人身事故の削
減

目標値

成果指標 26年度

25年度

事業番号

独立行政法人自動車技術総合機構施設整備費補助金 担当部局庁 自動車局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 技術政策課 江坂　行弘

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 9

計

文教及び科学振興、その他の事項経費

-

2,770

平成23年度～平成27年度
の平均で平成22年度比
10％減

実施方法

定量的な成果目標

成果指標

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

％

平成22年度比10％減

達成度 ％

100 100 100

2 1

年平均2,000時間以下

成果指標

％

定量的な成果目標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
独立行政法人通則法第４６条

主要政策・施策

単位

軒

検査機器の故障等による
閉鎖時間の削減

成果実績

目標値

達成度

定量的な成果目標

一般会計、自動車安全特別会計自動車検査登録勘定

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

単位

チェック



目標値

達成度 ％

政
策
評
価

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

年度 年度 年度

－

成果実績

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

測
定
指
標

計

実績値 ％ 54.4

独立行政法人自動車技術
総合機構施設整備費補助
金

施策 自動車の安全性を高める

政策 安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保

867.3

年度

29年度要求 主な増減理由

25年度

定量的指標 25年度

27年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

228 65 93

28年度活動見込

1,121 305.9 886

25年度 26年度

26年度 27年度

1,066.3 278.5

25年度

28年度活動見込

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

自動車が保安基準に適合するかどうかの審査、自動車技術等に関する試験、調査、研究及び開発等を総合的に行うことにより、自動車の安全性を
高めること及び技研究開発を推進することに寄与する。

歳出予算目

32

4,062

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

59.5

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

－

達成度 ％

計算式
執行額/箇
所数 2127/228

26年度

施設整備費執行額
活動実績 百万円

当初見込み 百万円

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 百万円

当初見込み 百万円

単位

単位

衝突被害軽減ブレーキの装着率

28年度当初予算

2573/93

278.5/2 867.3/1

28年度活動見込

執行額/整
備実施軒数

1842/65

266.6 139.2 867.3

25年度

計算式

年度 年度

26年度 27年度

単位当たり
コスト

成果実績

1066.3/4

百万円

単位

執行額／箇所数

単位当たり
コスト

年度

60.3

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

）

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

単位

新交通システム車両の安全性評価試験施設、ＷＬＴＰ試験施設等の整備のための増

計画開始時

確実に審査を実施できるよう建替、改修等が必要な箇
所を適切に実施。※箇所数は審査場の建替を除く

27年度 28年度

施設整備費執行額

算出根拠

活動指標

44

28年度活動見込

9 28 28

執行額／整備実施軒数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

3,841 4,062

活動指標

年度

中間目標

活動実績

27年度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

箇所

百万円

活動指標

218 34.3 41.2

231 44

目標値

90

目標最終年度

3,841

単位当たり
コスト

単位

－



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

自動車安全特別会計（自動車検査登録勘定）は、受益者で
ある自動車ユーザーからの検査手数料を財源としている。

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 見合ったものとなっている。

○

‐

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

予算の削減に努めている。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

同上

今中期計画期間は、前中期計画期間と比較して編平均約２
０％予算を縮減している。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 施設については成果物は十分に活用されている。

○

同上

‐

○

評　価項　　目

道路運送車両法に基づき実施する、保安基準適合性審査、
自動車等の型式審査、国が実施する関連行政施策の立案
や技術基準の策定等に反映するための研究など、必要不可
欠な業務に対して国費を投入する必要がある。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

同上

○



事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

所管府省・部局名

事業の実施に際しては、競争入札の活用を徹底し効率化を図りつつ、自動車に係る新技術に係る基準策定を適切に支援できるような施設に改善
するべき。また、今後も引き続き、本特別会計の収支、施設の老朽化等の状況を踏まえつつ、真に必要なものに限って整備を行っていくべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

191,193,410

平成24年度

平成27年度平成25年度

執
行
等
改
善

301,304,306

平成26年度

事業の実施に際しては、競争入札の活用を徹底し効率化を図りつつ、自動車に係る新技術に係る基準策定を適切に支援できるような施設に改善
することとしている。また、今後も引き続き、本特別会計の収支、施設の老朽化等の状況を踏まえつつ、真に必要なものに限って整備を行う。

関連する過去のレビューシートの事業番号

点検結果

195,197,427

309,312,315

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き、必要性・優先度の精査を厳しく行ったうえで、適正な運用を行う。

・２７年度においては、「Ｒ１０（電磁両立性基準）採択に伴う電波暗室棟の導入」の１件と「R41,R51（騒音基準）採択に伴う試験設備の改造」の１
件の施設整備事業が実施されており、当該事業に係る補助金は、「独立行政法人通則法」、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法
律」及び「独立行政法人交通安全環境研究所施設整備費補助金交付要綱」等により交付されており、同法令等に基づき、事業計画、事業遂行
状況等の報告を受けることにより、使途及び実施状況を十分に把握できる体制を整えており、適正に予算が執行されていることを確認してい
る。
・地方検査部からの整備要望の集約を行い、必要性・優先度の精査を厳しく行ったうえで、限られた予算範囲内で地方検査部に対して実施箇
所の決定を行っている。
・地方検査部等は実施箇所の決定を受け、限られた予算の範囲で効率的且つ効果的な執行を行っている。
・収入支出管理を厳正に行っており、支出先及び使途の把握は確実になされている。

事業名

324,326,328

197,199,431

平成23年度



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国土交通省

９０９百万円

Ｆ．（独）交通安全環境研究所

９０９百万円

交通安全環境研究所の施設整備

の総合調整を行う

既存施設・設備の老朽化に対する

改修や新しい施設・設備の整備の

Ｇ．民間事業者

４０４百万円

Ｈ．関東地方整備局

５０５百万円

・Ｒ１０（電磁両立性基

準）採択に伴う電波電磁

両立性試験棟の導入

・ハイブリッド・電子制御

車両総合試験設備の整

備

・Ｒ１０（電磁両立性基準）採

択に伴う電磁両立性試験棟

の導入

* 一部平成26年度に入札等を行っている。

国土交通省

２，６９２百万円

自動車検査独立行政法人の

施設整備の総合調整を行う

【 補 助 】

Ａ．自動車検査（独）

２，６９２百万円

検査施設の建替・改修、整備等の実施

【一般競争入札】

Ｂ.民間事業者（２社） D．地方整備局等（２機関）

検査機器を製造・整備
自動車検査法人で実

施が困難な大規模な

施設整備を受託

【一般競争入札・随意契約】

【一般競争入札・随意契約】

Ｃ.民間事業者（７６社）

Ｅ.民間事業者（５社）

１４１百万円

地方整備局等との契

約締結により施設を

整備

検査施設を整備

【 補 助 】

【 一般競争入札 】

検査施設の建替・改修に係

る費用

施設施工旅費

７百万円

委託費用にかかる

費用

附帯事務費

４百万円

施設施工庁費

１百万円



費　目 使　途
金　額

(百万円）

その他 施設改修工事等

計 363 計 402.5

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G.リケン環境システム H.（株）本間組

E.牟田建設（株） F. （独）交通安全環境研究所

費　目

908.5

金　額
(百万円）

402.5

計 105.8

費　目 使　途

その他 施設改修工事等 363

計

計 191.8 計 110.8

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

その他 佐賀事務所傾斜角度測定上屋親切工事 105.8 その他 施設改修工事等 908.5

その他
岩手事務所他8事務所 審査上屋照明設備
等改修工事

62.3 附帯事務費 佐賀事務所 傾斜角度測定上屋新設工事 2.7

その他
山梨事務所他2事務所 審査上屋空調設備
等改修工事

6.3

C.(株)新電気 D.九州地方整備局

費　目 使　途

その他 審査上屋下廻りピット開口部設備改修工事 123.1 その他 佐賀事務所 傾斜角度測定上屋新設工事

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 2,692.2 計 591.1

費　目 使　途
金　額

(百万円）

2,692.2

B.（株）アルティア

その他
検査施設の新営、改修並びに検査用機械
器具の製造及び据付

費　目

自動車検査用機械器具の製造及び据付

使　途

その他

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

108.1

金　額
(百万円）

A.自動車検査独立行政法人

591.1

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

検査施設の新営、改修並
びに検査用機械器具の製
造及び据付

- -

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-1011105001930 2,692.2

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

23

24

21

22

日本電気（株） 7010401022916
高度化施設本部統括装置
更改工事

79.9 一般競争入札 4 50.7％

25

26

三貴（株） 6120001139266
奈良事務所 審査機器更新
に伴う床面等改修工事

63.7
随意契約
（少額）

- 100％

（株）小林建設 1030001002925
関東検査部 審査機器更新
に伴う床面等改修工事

42.4 一般競争入札 2 98.4％

15

16

13

14

今井建設（株） 9030001042055
熊谷事務所 審査機器更新
に伴う床面等改修工事

26.5 一般競争入札 1 99.5％

19

20

17

18

今井建設（株） 9030001042055
所沢事務所 審査上屋検査
官控室等改修工事

15.6
随意契約
（その他）

3 99.2％

今井建設（株） 9030001042055
群馬事務所 審査機器更新
に伴う床面等改修工事

23.8
随意契約
（その他）

1 97.9％

7

8

5

6

（株）新電気 4030001036755
神奈川事務所 審査上屋照
明設備等改修工事

6.3 一般競争入札 4 69.6％

11

12

9

10

（株）新電気 4030001036755
山梨事務所 審査上屋照明
設備等改修工事

4.2 一般競争入札 1 99.2％

（株）新電気 4030001036755
野田事務所 審査上屋照明
設備等改修工事

5.9 一般競争入札 1 98.7％

3

4

1

2

（株）新電気 4030001036755
審査上屋下廻りピット開口
部設備改修工事

123.1
随意契約
（その他）

1 98.3％

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）アルティア 3011701013922
自動車検査用機械器具の
製造及び据付

395 一般競争入札 4

一般競争入札 4 93.6％

（株）イヤサカ 7010001000792
自動車検査用機械器具の
製造及び据付

446.6 一般競争入札 4 91.9％

2

91.9％

（株）アルティア 3011701013922
自動車検査用機械器具の
製造及び据付

196.1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
自動車検査独立行
政法人

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）新電気 4030001036755
岩手事務所及び山形事務
所 審査上屋照明設備等改
修工事

17.7 一般競争入札 1 99.4％

（株）新電気 4030001036755
鳥取事務所 審査上屋照明
設備等改修工事

9.9 一般競争入札 3 81.4％

（株）新電気 4030001036755
千葉事務所 審査上屋照明
設備等改修工事

6.6 一般競争入札 1 92％

（株）新電気 4030001036755
八王子事務所 審査上屋照
明設備等改修工事

6.3 一般競争入札 1 99.8％

（株）新電気 4030001036755
習志野事務所 審査上屋照
明設備等改修工事

5.4 一般競争入札 1 99.4％

（株）新電気 4030001036755
山梨事務所 審査上屋空調
設備等改修工事

2.2
随意契約
（少額）

- 99.1％

（株）新電気 4030001036755
多摩事務所 審査上屋空調
設備等改修工事

2.2
随意契約
（少額）

- 98.2％

（株）新電気 4030001036755
川崎事務所 審査上屋空調
設備等改修工事

1.9
随意契約
（少額）

- 98.8％

今井建設（株） 9030001042055
埼玉事務所 審査上屋検査
官控室等改修工事

24.6 一般競争入札 3 98.7％

今井建設（株） 9030001042055
群馬事務所 審査機器更新
に伴う床面等改修工事

24.3
随意契約
（その他）

1 98.2％

今井建設（株） 9030001042055
熊谷事務所 審査上屋耐震
補強工事

8.4 一般競争入札 1 98.8％

今井建設（株） 9030001042055
群馬事務所 審査上屋耐震
補強工事

2.1 一般競争入札 3 61.9％

（株）三上工務店 2430001016347
北海道検査部 審査機器更
新に伴う床面等改修工事

87.9 一般競争入札 2 98.4％

（株）小林建設 1030001002925
八王子事務所 審査機器更
新に伴う床面等改修工事

14.2 一般競争入札 4 50.7％

（株）小林建設 1030001002925
関東検査部 審査上屋耐震
補強工事

8.4
随意契約
（その他）

1 99.7％

（株）大和建築設計 2030001086942
審査上屋下廻りピット開口
部設備改修工事設計及び
監理業務委託

28.6
随意契約
（少額）

- 100％



D

E

F

G

H

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

4

5

2

3

タツヲ電気（株） 9010001139984
電磁両立性試験棟建築工
事（電気）

58 -

（株）ニュージェック 2120001086883
電磁両立性試験棟建築工
事（設計その２）

4.3 -

1

1

2

（株）リケン環境シス
テム

1010001032222
自動車の電磁両立性試験
施設の整備その３（設置）

363 -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（独）交通安全環境
研究所

6012405000493

既存施設・設備の老朽化に
対する改修や新しい施設・
設備の整備の実施

908.5 - - -

1

2

5

3

4

（株）石川地質コンサ
ルタンツ

1220001011295
石川事務所 審査場新設移
転工事設計業務委託

2.5 一般競争入札 15 65.1％

小柳建設（株） 8110001015160
長岡事務所　 審査機器更
新に伴う床面等改修工事

30 一般競争入札 5 89.3％

1

29

30

（株）大和建築設計 2030001086942
山梨事務所他5事務所 審
査機器更新に伴う床面等
改修工事監理業務委託

5.8
随意契約
（少額）

- 100％

2

3

北陸地方整備局 2000012100001
長岡事務所　 審査機器更
新に伴う床面等改修工事

31.2
随意契約
（その他）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

27

28

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

（株）大和建築設計 2030001086942
山梨事務所 審査上屋耐震
補強工事設計業務委託

7.4 一般競争入札 4 69.4％

（株）大和建築設計 2030001086942
茨城事務所他5事務所 審
査機器更新に伴う床面等
改修工事設計業務委託

5.9
随意契約
（少額）

- 100％

（株）大和建築設計 2030001086942
千葉事務所他5事務所 審
査上屋照明設備等改修工
事設計業務委託

4.5
随意契約
（少額）

- 100％

九州地方整備局 2000012100001
佐賀事務所 傾斜角度測定
上屋新設工事

110.8
随意契約
（その他）

- -

北陸地方整備局 2000012100001
石川事務所 審査場新設移
転工事設計業務委託

4.3
随意契約
（その他）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

牟田建設（株） 6300001006539
佐賀事務所 傾斜角度測定
上屋新設工事

105.8 一般競争入札 6 95％

有限会社堤正則建
築設計事務所

5300002000946
佐賀事務所 傾斜角度測定
上屋新設工事監理業務委
託

2 一般競争入札 8 56.6％

（株）佐伯建築設計
事務所

7290001045562
佐賀事務所 傾斜角度測定
上屋新設工事設計業務委
託

0.3 一般競争入札 9 69.7％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

(株)中央 6011301004402
WLTP試験室環境設定装
置導入工事

41.2 一般競争入札 3 94.8％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）本間組 3012701012518
電磁両立性試験棟建築工
事

402.5 -

（株）清水アーネット 1030001086902
電磁両立性試験棟建築工
事（機械）

32.7 -

関東地方整備局 2000012100001 受託営繕事務費 6.7 -

チェック



別紙１

100 100 100

年度

2 1 1

2 1 1目標値 軒

成果実績 軒

単位
年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

運輸技術のうち陸上運送等
に関する安全の確保、環境
の保全及び燃料資源の有
効な利用の確保等に資する
調査、研究及び開発等を行

整備実施軒数

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％



別紙３

Ｃ

（株）大和建築設計 2030001086942
野田事務所他5事務所 審
査上屋照明設備等改修工

3.5
随意契約
（少額）

- 100％

（株）大和建築設計 2030001086942
土浦事務所他3事務所 審
査上屋空調設備等改修工

2.1
随意契約
（少額）

- 100％

（株）大和建築設計 2030001086942
群馬事務所他2事務所 審
査上屋耐震補強工事監理

1.6
随意契約
（少額）

- 100％3

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

5

4 （株）大和建築設計 2030001086942
多摩事務所他3事務所 審
査上屋空調設備等改修工

1.5
随意契約
（少額）

- 100％

（株）ノリモトコーポ
レーション

2011801013666
足立事務所 審査機器更新
に伴う床面等改修工事

40 一般競争入札 1

9

8

7

大木建設株式会社 2050001026500
茨城事務所 審査機器更新
に伴う床面等改修工事

19.6 一般競争入札 2 64.9％

（株）渋谷組 6390001000847
東北検査部 審査機器更新
に伴う床面等改修工事

32.7 一般競争入札 3 81.4％

99.7％

（株）ノリモトコーポ
レーション

2011801013666
千葉事務所 審査上屋耐震
補強工事

11 一般競争入札 2 99.9％

大木建設株式会社 2050001026500
茨城事務所 審査機器更新
に伴う床面等改修工事

29.4 一般競争入札 3 75.4％

10 （株）渋谷組 6390001000847
山形事務所 審査上屋検査
官控室等改修工事

12.6 一般競争入札 1 97.1％



（ ）

一般会計

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

単位

-

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人通則法第46条
（国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所法）

主要政策・施策

単位

人

件

国又は自治体主催の技術
委員会への派遣人数（延
べ）（港湾空港技術研究所
関係）

成果実績

目標値 人

達成度

定量的な成果目標

成果指標

％

定量的な成果目標

安全・環境に係る研究成果
の普及及び活用の促進

達成度 ％

113 113 150

8 8

平成23年度から平成27年
度までに国等が主催する
技術委員会等へ研究者を
500人程度派遣する

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

件

5,371

安全・環境に係る研究成果
の国際基準化

実施方法

-

- -

定量的な成果目標

成果指標

事業番号

(国研）海上・港湾・航空技術研究所運営費交付金 担当部局庁 総合政策局 作成責任者

事業開始年度

交付

担当課室 技術政策課 吉元 博文

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

5,139

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

件

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

船舶に係る技術及びこれを活用した海洋の利用等に係る技術に関する研究開発については、海上輸送の安全の確保、海洋環境の保全、海洋の開発、海上
輸送を支える基盤的技術開発に関する研究開発課題について、重点的に取り組む。港湾、航路、海岸及び飛行場等に係る技術に関する研究開発について
は、沿岸域における災害の軽減と復旧、産業と国民生活を支えるストックの形成、海洋権益の保全と海洋の利活用、海域環境の形成と活用について、重点的
に取り組む。電子航法に関する研究開発等については、軌道ベース運用による航空交通管理の高度化、空港運用の高度化、機上情報の活用による航空交
通の最適化、情報共有及び通信の高度化について、重点的に取り組む。さらには、分野横断的な研究を効率的かつ効果的に実施するために、戦略的な研究
の企画立案や各研究部門の連携や調整といった研究マネジメントを行う体制を構築し、実施する。

- -

5,139

- -

-

達成度 ％

-

国際海事機関への提案文
書数（海上技術安全研究所
関係）

目標値

成果指標 26年度

25年度

5,422

件

目標値

27年度
中間目標

110

予算額・
執行額

（単位:百万円）

104

26年度 27年度

-

25年度

-

特許・プログラム等の知的
財産所有権の出願（海上技
術安全研究所関係）

成果実績

件

単位

- -

補正予算

平成１３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

主要経費

達成度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

船舶に係る技術を活用した海洋の利用及び海洋汚染の防止に係る技術、港湾及び空港の整備等に関する技術、及び電子航法に関して、調査、研究及び開
発等を行う。これにより、交通の安全の確保及びその高度化を図るとともに、海洋の開発及び海洋環境の保全に資することを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

件

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

5,139 5,371 5,422 5,277 5,276

5,371 5,422

執行率（％） 100% 100% 100%

安全・環境に係る研究成果
の普及及び活用の促進

所外発表の実施（海上技術
安全研究所関係）

成果実績 件

目標値

％

平成23年度から平成27年
度までに特許を40件程度
出願する

出願した特許件数（港湾空
港技術研究所関係）

成果実績

49 49 49 - -

　 0440

年度34

34 年度

34 年度

34 年度

34 年度

9 9 12 - -

8

-

-

-

146 146 176 - -

目標最終年度

年度

52 51 54 - -

-

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

145 230

20

46 37

20

185 -

-

-

- -

5,277 5,276

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度

455 457 550 - -

312 312 312 - -

29

20

-

中間目標 目標最終年度

年度

- -

163 165 174 - -

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度

- -

100 100

25年度 26年度 27年度

163 165 174

100

-106

科学技術・イノベーション

チェック



-

5,277

単位当たり
コスト

単位

10 11 11 -

10 11

活動実績

27年度

27年度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

百万円

百万円

活動指標

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

5,277 5,276

活動指標

年度

80 80 80 -

港湾空港技術研究所報告・港湾空港技術研究所資料
の刊行（港湾空港技術研究所関係）

-

算出根拠

活動指標

11 11

28年度活動見込

642.5 655.8 682.3

執行額／研究者数（港湾空港技術研究所関係）

事業規模（収入支出決算報告書の収入額）（海上技術
安全研究所関係） -

92.2 -

目標値 %

単位

執行額／重点研究分野数（海上技術安全研究所関係）

単位当たり
コスト

百万円/件数

26年度 27年度

139.1

単位当たり
コスト

執行額／重点研究数（電子航法研究所関係）

139.5

1,174/79

25年度

-

計算式

1395/10 1530/11

2729/4

1,219/78 1,226/76

28年度活動見込

133.4 132.9

百万円/
研究者

数
1,189/71

単位

単位当たり
コスト

1467/11

2623/4

14.8 15.6 16.1 16.7

25年度 26年度 28年度活動見込

28年度当初予算

単位

138 目標を達成した技術研究開発課題の割合

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 回

当初見込み 回

単位

- - -

重点研究数（電子航法研究所関係）
活動実績 件

当初見込み 件

計算式
　執行額　/
重点研究分
野数

-

2570/4

26年度

5,276

26年度 27年度

94.4

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：

百
万
円

）

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業は、研究所が実施する調査、研究及び開発等を行うために必要な経費を充当するものであり、本事業により技術研究開発が推進される。（施
策４１）

歳出予算目

25年度

28年度活動見込

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

4,201 5,448 5,046 -

-

28年度活動見込

-

4 4 4 4

25年度 26年度

26年度 27年度

4 4 4

年度

29年度要求 主な増減理由

25年度

定量的指標 25年度

27年度

計算式
執行額　/
重点研究数

計

実績値 % 97.9

国立研究開発法人海上・港
湾・航空技術研究所運営費
交付金

単位当たり
コスト

算出根拠

百万円/件数

施策 ４１　技術研究開発を推進する

1462/11

政策 １１．ＩＣＴの利活用及び技術研究開発の推進

測
定
指
標

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア

政
策
評
価



一般競争入札等により契約の競争性を確保するほか、学識
者等外部委員による契約監視委員会を設置し、支出の適正
化を図っている。

－

国土交通政策に基づき地方自治体や民間での実施になじま
ないものに限定した研究を実施している。

○

評　価項　　目

社会・行政ニーズを的確に反映するための体制を構築する
ことにより、研究成果を海上輸送の安全確保・海洋環境の保
全等に係る基準や港湾の施設に係る技術基準及びガイドラ
イン、航空交通の安全等に係る基準等の策定などに反映す
るなど、重要度の高い研究を行っている。

目標最終年度

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

目標値

中間目標計画開始時
27年度 28年度

本事業による研究成果の一部は、技術基準、安全基準等の
策定に活用されており、十分な実績を上げている。

○

第３期中期目標に基づき、研究所の運営において真に必要
な事業費（調査委託費、物品購入費、人件費等）を精査して
実施している。

単位

○

一般競争入札を原則とし、競争性を確保するとともに、契約
の適正性、妥当性等について契約監視委員会で確認してい
る。

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

有

年度
K
P
I

(

第
一
階
層

）

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

研究成果を海上輸送の安全確保・海洋環境の保全等に係る
基準や港湾の施設に係る技術基準及びガイドライン、航空
交通の安全等に係る基準等の策定などに反映するなど、重
要度の高い研究を行っており、政策目的の達成手段として
必要であり、優先度は高い。

費目・使途は事業目的に即した真に必要な経費か否かを精
査した上で支出し、単位当たりのコストの縮減に努めている
ため、水準は妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

第３期中期目標に基づき中期計画及び年度計画を策定し、
これらの計画に沿って業務を実施しており、着実に目標を達
成している。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○
第３期中期目標に基づき中期計画及び年度計画を策定し、
これらの計画に沿って業務を実施しており、着実に目標を達
成している。

‐

○

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

独立行政法人通則法第４６条の規定に基づき、国が必要な
経費を交付するものであるため、交付金以外の手段はない。

成果実績

空調の温度設定や庁舎照明の一部ＬＥＤ化、物品やサービ
スの近隣研究所との共同調達を進め、コスト削減を図った。

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

改革
項目

分野： -

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

年度 年度

－

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度



事業名

‐

356,389,408

433,436,438

平成23年度

点検結果

428,430,431,433

348,367,404

外部有識者の所見

改善の
方向性

・引き続き、新たな社会・行政の研究ニーズの変化に対応し、研究成果を迅速に還元させる取り組みを継続する。またコスト縮減に努め、効率
的に事業を推進する。

・国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所における運営費交付金は、地方自治体、民間等に委ねることができないような、国土交通政
策に係わる任務を遂行しており、年度計画で示した成果目標及び活動指標を踏まえ、事業の目的を達成するための顕著な研究成果をあげて
いる。
・発注については、一般競争を原則とし、厳正な収入支出管理に努め、支出先及び使途の把握を確実に行うなど、効率的な運営を行っている。
また、契約監視委員会を設置し、契約状況の点検・見直しを行う等の取組を行っており、適切な予算執行の確保が図られている。
・国土交通政策を推進するために必要な、新たな社会・行政ニーズに対する効率的かつ柔軟な研究を行うため、昨年度の公開プロセスを踏ま
え、統括研究官が、行政側との意見交換会で社会・行政ニーズを把握し、研究計画に反映している。また、共同研究については、重点的に推
進したいテーマを提示し公募を行い、共同研究、競争的資金等について掲げられた数値目標を大きく上回る実績を上げている。

平成26年度

引き続き、社会・行政のニーズの変化を踏まえた研究を実施し、研究成果を迅速に還元するように務める。また、平成28年4月の統合をふまえ、コ
スト縮減に努めるなど効率的な研究所の運営を図る。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

執
行
等
改
善

332,361,379

412,415,416,418

平成24年度

平成27年度

引き続き、社会・行政のニーズに対応した研究課題に迅速に対応するとともに、研究成果を迅速に還元できるように努めるべきである。平成28年4
月の統合をふまえ、コスト縮減に努めるなど効率的な研究所の運営を図るべきである。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

所管府省・部局名

事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国土交通省
5,422百万円

A. （国研）海上技術安全研究所

2,729百万円

海上輸送の安全確保及びその高度化、海洋環
境の保全、海洋開発に資する研究開発を実施。

国の行政に必要な技術的知見を得るための研
究開発を、海上・港湾・航空技術研究所に行わ
せる。

【 交 付 】

B. 民間調査研究機関(2社)

8百万円

【一般競争入札】

C. 大学 (1法人)

1百万円

【 随 意 契 約※ 】

研究実施に必要なソフトウェア開発

※ 少額（予定価格が一定額以下）の契約は、最も安い見積を提示したところと随意契約

※ 平成２７年度行政事業レビューシート（No.428）を踏まえて作成

研究実施に必要な試験

Ｆ．（国研）電子航法研究所

1,467百万円

航空交通の安全の確保とその円滑化を図るため、研究開発を実施

【随意契約（少 【随意契約（その他）】【総合評価入札】【一般競争入札】

Ｇ．民間事業者等（66社）

450百万円

研究開発を実施す

るために必要な機

材の調達、ソフト

Ｈ．民間事業者等（1社）

18百万円

Ｉ．民間事業者等（249社）

223百万円

Ｊ．民間事業者等（5社）

64百万円

研究所の業務を実

施するために必要

な物品の調達等

研究開発を実施す

る為に必要な役務

費及び公共料金等

研究所の業務を実

施するために必要

な航空保険の調達

【 交 付 】

Ｄ．（国研）港湾空港技術研究所

1,226百万円

港湾及び空港等に関する調査、研究及び技術の開発等

【一般競争等】

Ｅ．民間事業者（128団体）

61百万円

研究所の運営費等に必要な工事、調査、光熱

水料、保守修繕、消耗品購入等

※ 少額（予定価格が一定額以下）の契約は、最も安い見積を提示したところと随意契約

※ 平成２７年度行政事業レビューシート（No.430、No.431）を踏まえて作成

【 交 付 】

※ 平成２７年度行政事業レビューシート（No.433）を踏まえて作成



調査委託費

金　額
(百万円）

A. （国研）海上技術安全研究所

5

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

1,081

その他 物品購入費

放射性物質の海洋拡散計算に用いる海流
流れ場推定及び物質移行パラメータ入力支

516

使　途

人件費 人件費その他職員人件費

費　目

研究に必要な調査 9

B.（株）ながれ

金　額
(百万円）

2,204

費　目 使　途

計 2,729 計 5

C. D.（国研）港湾空港技術研究所

費　目 使　途

人件費 職員人件費

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

その他

外部委託費 業務の一部を外部に委託するための経費 48

雑給 契約職員、派遣職員の経費 56

旅費 職員旅費等 28

計 0 計 1,226

研究費 企画管理部職員業務補助（その５） 3 人件費 職員人件費 646

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

研究費 企画管理部職員業務補助（その６） 3 業務経費 研究開発用機材の調達等他 779

計

研究費 企画管理部職員業務補助（その３） 3 一般管理費 契約職員給与他 42

研究費 企画管理部職員業務補助（その２） 2

計 11

費　目 使　途

業務経費
研究用器材交換作業、研究用器材性能向
上

20

1,467

金　額
(百万円）

18

E.（株）キャリエ・レゾ F. （国研）電子航法研究所

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G.日本電気（株） H.東京海上日動火災保険（株）

計 20 計 18

光熱水料、通信料、消耗品購入等 13

費　目 使　途
金　額

(百万円）

業務経費 航空機保険

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

E

㈱横浜日経社 3020001029587
平成26事業年度財務諸表
に関する公告

2
随意契約
（その他）

- - 特命随契

㈱中電ｼ-ﾃｨ-ｱｲ 5180001035980
WRF計算環境構築等補助
業務

2 一般競争入札 5 46.8％

有限責任監査法人ﾄ
-ﾏﾂ

5010405001703
平成27事業年度会計監査
業務

4
随意契約

（企画競争）
5 100％

㈱ＫＳＰ 1020001026487 守衛業務 3 一般競争入札 2 53.3％

フリ－ジア・マクロス 3010001000012
FWD測定装置点検整備業
務

2 一般競争入札 1 98.1％

㈱キャリエ・レゾ 9021001040223
企画管理部職員業務補助
（その２）

2 一般競争入札 2 87.6％

ソリュ－ション㈱ 7012401015049
大規模地震津波実験措置
ゴンドラル－シ座交換業務

8 一般競争入札 1 99.5％

ソリュ－ション㈱ 7012401015049
大規模地震津波実験装置
調整業務

0.5
随意契約
（少額）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

㈱キャリエ・レゾ 9021001040223
企画管理部職員業務補助
（その６）

3 一般競争入札 2 96.1％

国立研究開発法人
港湾空港技術研究
所

3021005008148
港湾及び空港の整備等に
関する調査、研究及び技術
の開発等を実施する

1,226 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（研）海上技術安全
研究所

1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2

100％

(株)ちゅらIT-PRO 2040001029751 ソフトウェア開発 3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

(株)ながれ 3013201012157 ソフトウェア開発 5 一般競争入札 1

一般競争入札 2 96.3％

1
国立大学法人東京
海洋大学

5010405003971 国立大学 1
随意契約
（少額）

1 -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

2

5

6

3

4

㈱キャリエ・レゾ 9021001040223
企画管理部職員業務補助
（その３）

3 一般競争入札 4 96.6％

㈱キャリエ・レゾ 9021001040223
企画管理部職員業務補助
（その５）

3 一般競争入札 1 69.9％

9

10

7

8

㈱柳沼建設 2020001001720 水工実験棟耐震補強工事 8 一般競争入札 2 82.5％

13

14

11

12

五洋建設㈱ 1010001000006
大規模波動地盤総合水路
補修業務

2 一般競争入札 1 97.1％

荏産ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 6020001022507
長期暴露試験施設海水給
排水設備等設置業務

6 一般競争入札 1 97.8％

15 はさき漁業協同組合 7050005006931
波崎海洋研究施設現況把
握及び監視業務

2
随意契約
（公募）

1 69.2％

- -

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-5012405001732 2,729

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

船舶に係る技術並びに当
該技術を活用した海洋の
利用及び海洋汚染の防止
に係る技術に関する調査、
研究及び開発



F

G

H

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

東京海上日動火災
保険(株)

2010001008824 航空機保険 18 総合評価入札 3 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

八洲電機(株) 9010401029819 研究用器材購入 13 一般競争入札 2 99.9％

アンテナ技研（株） 6030001000494 研究用器材製造 12 一般競争入札 2 94％

アンテナ技研（株） 6030001000494 研究用器材改修 2 一般競争入札 2 94％

ムサシノアロー（株） 8012401003399 設備更新工事 7 一般競争入札 3 69.6％

ＳＭＦＬレンタル（株） 1010001114136 研究用器材購入 5 一般競争入札 1 66.2％

（株）テクノサイエン
スジャパン

9010901015657 研究用器材改修 2 一般競争入札 2 91.4％

（株）テクノサイエン
スジャパン

9010901015657 研究用器材改修 4 一般競争入札 1 96.7％

（株）DSR 3040001068121 研究用ソフトウェア購入 10 一般競争入札 1 99.7％

ローデ・シュワルツ・
ジャパン（株）

3011101035360 研究用器材購入 16 一般競争入札 1 56％

ＳＭＦＬレンタル（株） 1010001114136 研究用器材購入 3 一般競争入札 2 99.4％

アイベックスアビエイ
ション（株）

9012401013620 業務作業補助 10 一般競争入札 2 84.9％

日本無線（株） 3012401012867 研究用器材購入 2 一般競争入札 1 98.2％

日本無線（株） 3012401012867 業務作業補助 2 一般競争入札 1 95.1％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

日本電気（株） 7010401022916 研究用器材性能向上 8 一般競争入札 1 90.6％

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（研）電子航法研究
所

5012405000494
航空交通の安全の確保と
その円滑化を図るため研
究開発を実施

1,467 - - -

3

4

1

2

日本電気（株） 7010401022916 研究用器材交換作業 12 一般競争入札 1 91.8％

7

8

5

6

日本無線（株） 3012401012867 研究用器材製造 13 一般競争入札 1 96.8％

アイベックスアビエイ
ション（株）

9012401013620 研究用器材改修 10 一般競争入札 2 88.7％

11

12

9

10

（株）DSR 3040001068121 研究用器材購入 7 一般競争入札 1 84.9％

15

16

13

14

ＳＭＦＬレンタル（株） 1010001114136 研究用器材購入 3 一般競争入札 2 88.6％

ＳＭＦＬレンタル（株） 1010001114136 研究用器材購入 3 一般競争入札 1 99.6％

19

20

17

18

（株）テクノサイエン
スジャパン

9010901015657 研究用器材購入 5 一般競争入札 2 96.5％

23

21

22

ムサシノアロー（株） 8012401003399 設備改修工事 7 一般競争入札 5 63.9％

（株）テクノサイエン
スジャパン

9010901015657 研究用ソフトウェア購入 3 一般競争入札 1 99.2％

1

チェック



（ ）

科学技術・イノベーション

-

中間目標 目標最終年度

年度

- -

129 100 100 - -

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度

- -

7 7

25年度 26年度 27年度

9 7 7

7

-113

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度

163 165 174 - -

100 100 100 - -

3

2

目標最終年度

年度

9 9 12 - -

-

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

100 100

3

3 2

2

100 -

-

-

- -

171 195

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

　 0441

年度34

34 年度

34 年度

34 年度

34 年度

30 39 36 - -

24

-

-

-

163 165 174 - -

8 8 8 - -

目標値

％

国際的な研究開発及び基
準策定機関での活動にお
ける国際貢献

基準策定機関等における
発表件数（電子航法研究所
関係）

成果実績

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

件

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

355 748 615 171 195

696 615

執行率（％） 100% 93% 100%

平成23年度から平成27年
度までに国等が主催する
技術委員会等へ研究者を
500人程度派遣する

国又は自治体主催の技術
委員会への派遣人数（延
べ）（港湾空港技術研究所
関係）

成果実績 人

平成１３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

主要経費

達成度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

海上・港湾・航空技術研究所による研究開発業務の確実な遂行のため、施設等に関して性能維持・向上など適切な整備を実施する。

前年度から繰越し 92 406

成果実績

目標値

成果指標 単位

件

357

出願した特許件数（港湾空
港技術研究所関係）

成果実績

人

単位

- -

補正予算

187

件

目標値

27年度
中間目標

150

予算額・
執行額

（単位:百万円）

113

26年度 27年度

428

25年度

355

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

件

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

海上技術安全分野においては、船舶に係る技術並びに当該技術を活用した海洋の利用及び海洋汚染の防止に係る技術に関する調査、研究及び開発を行う
ための施設の整備に必要な経費を補助する。港湾空港技術分野においては、港湾空港政策における技術的課題への対応や関係機関への支援のための研
究開発等を実施するとともに、港湾・空港整備等における事業の実施に係る研究開発を行うための施設の整備に必要な経費を補助する。電子航法分野にお
いては、航空交通の安全の確保とその円滑化を図るため、航空交通管理手法の開発や、航空機の通信・航法・監視を行う航空保安システムに係る研究開発
等を行うための施設の整備に必要な経費を補助する。

- -

312

- -

-

達成度 ％

-

施設整備実施件数（海上技
術安全研究所関連）

目標値

成果指標 26年度

25年度

事業番号

(国研）海上・港湾・航空技術研究所施設整備費補助金 担当部局庁 総合政策局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 技術政策課 吉元 博文

事業名

会計区分

28年度

325

翌年度へ繰越し ▲ 406

計

文教及び科学振興

▲ 428

445

海事行政に貢献するため
の施設の整備

実施方法

-

- -

定量的な成果目標

成果指標

％

件平成23年度から平成27年
度までに特許を40件程度
出願する

達成度 ％

125 163 150

24 24

平成23年度から平成27年
度までに研究成果を35件
程度港湾整備事業等に適
用する

成果指標

％

定量的な成果目標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人通則法第46条
（国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所法）

主要政策・施策

単位

件

件

港湾整備事業等に適用さ
れた研究成果の件数（港湾
空港技術研究所関係）

成果実績

目標値 件

達成度

定量的な成果目標

-

一般会計

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

単位



政
策
評
価政

策
評
価

、
経
済
・
財
政
再

測
定
指
標

計算式
執行額　/
工事等箇所

計

実績値 % 97.9

国立研究開発法人海上・港
湾・航空技術研究所施設整
備費補助金

単位当たり
コスト

算出根拠

百万円/箇所又は棟

施策 ４１　技術研究開発を推進する

”17/1”

政策 １１．ＩＣＴの利活用及び技術研究開発の推進

4

年度

29年度要求 主な増減理由

25年度

定量的指標 25年度

27年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

150 354 363 -

60

28年度活動見込

-

4 4 4 4

25年度 26年度

26年度 27年度

4 4

25年度

28年度活動見込

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業は、研究所が実施する調査、研究及び開発等を行うための施設の整備に必要な経費を充当するものであり、本事業により技術研究開発が推
進される。（施策４１）

歳出予算目

195

26年度 27年度

94.4

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

計算式 　　/

60

１５０／３

26年度

工事等箇所又は工事等対象建物棟数（電子航法研究
所関連）

活動実績 件

当初見込み 件

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 回

当初見込み 回

単位

150 354 363

単位

138 目標を達成した技術研究開発課題の割合

28年度当初予算

３６３／２

320/1 1,226/76

28年度活動見込

61 17

百万円/
研究者

数
1,189/71

単位

単位当たり
コスト

”61/1”

３５４／３

155 320 16.1 16.7

25年度 26年度 28年度活動見込

25年度

-

計算式

”50/1” ”22/1”

26年度 27年度

22

単位当たり
コスト

執行額／工事等箇所（工事等を行った箇所数又は棟
数）（電子航法研究所関連）

50

155/1

百万円

単位

施設整備費執行額／実施件数（海上技術安全研究所
関連）

単位当たり
コスト

92.2 -

目標値 %

海洋構造物試験水槽の海洋開発機能強化、遠隔地水中作業再現装置、岩沼格納庫移
設工事等の施設整備を実施するため。

百万円
施設整備費執行額（海上技術安全研究所関連）

80 80 80 -

港湾空港技術研究所報告・港湾空港技術研究所資料
の刊行（港湾空港技術研究所関連）

６０／１

算出根拠

活動指標

1 1

28年度活動見込

50 118 182

執行額／研究者数（港湾空港技術研究所関連）

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

171 195

活動指標

年度

活動実績

27年度

27年度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

百万円

百万円

活動指標

1 1 1 -

1 1

-

171

単位当たり
コスト

単位

チェック



経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

目標値

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績

改革
項目

分野： -

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

国
費
投
入
の
必
要
性

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

成果実績

必要以上のコストがかからないよう、真に必要な施設・機能
を精査して整備を行っている。

○ 見込みに見合ったものとなっている。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

施設整備を支援するものであり、補助金以外の手段はない。

目標に見合ったものとなっている。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

近年多発する自然災害や施設の老朽化に対応するための
研究を重点的且つ優先的に行うものであり、優先度は高い。

費目・使途は事業目的に即した真に必要な経費か否かを精
査した上で支出し、単位当たりコストの縮減に努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

年度
K
P
I

(

第
一
階
層

）

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。
海洋の開発及び海洋環境の保全、港湾・空港整備、航空交
通の安全性の確保等に資するために活用されている。

○

中期計画に沿って研究所の運営を行うために必要な経費に
限定している。

単位

○

一般競争入札を原則とし、競争性を確保するとともに、契約
の適正性、妥当性等について契約監視委員会で確認してい
る。

○

計画開始時
27年度 28年度

中間目標

目標値

評　価項　　目

海上輸送の安全の確保、港湾及び空港の防災、航空交通の
安全性の確保等に資する施設の整備に係る事業であり、広
く国民に裨益する。

目標最終年度

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－

国土交通政策に基づき地方自治体や民間での実施になじま
ないものに限定した研究を実施している独立行政法人の施
設整備に係る補助であり、国が実施すべきである。

○



事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

所管府省・部局名

引き続き、社会・行政のニーズに対応した研究課題に迅速に対応するため、必要性の精査を行い、効果的な予算執行に努めるべきである。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

413,417,419

平成24年度

平成27年度平成25年度

執
行
等
改
善

362,380

平成26年度

引き続き、社会・行政のニーズを踏まえ、必要性及び緊急性の高い施設整備を行う。

関連する過去のレビューシートの事業番号

点検結果

429,432,434

368,405,1031

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き必要性の精査を行い、効果的な予算の執行を行う。

当該事業に係る補助金は、「独立行政法人通則法」、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」及び各研究所に対する施設整備費
補助金交付要綱」等により交付されており、同法令等に基づき、事業計画、事業遂行状況等の報告を受けることにより、使途及び実施状況を
十分に把握できる制度となっており、適正に予算が執行されていることを確認している。

事業名

390,409

434,437,439

平成23年度



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国土交通省

６１４百万円

Ａ．（国研）海上技術安全研究所

３６３百万円

国庫補助金による実海域再現水槽の建屋建

築工事及び海洋構造物試験水槽の改修工

国立研究開発法人審議会海上・港湾・航空技術研

究所が施工する研究施設整備費の補助

【 補 助 】

【随意契約（公募）】

３次元挙動計測装置の購入

【一般競争】

海洋構造物試験水槽台

車制御系及び側面消波

装置更新工事の実施

Ｃ．（株） エーエスイー

８３百万円

Ｄ．（株）東陽テクニカ

４３百万円

【随意契約（公募）】

実海域再現水槽の建屋

建築工事の実施

Ｂ．辻建設（株）

２３８百万円

Ｆ．民間事業者（３団体）

１９０百万円

研究施設の整備

※ 少額（予定価格が一定額

以下）の契約は、最も安い見積

を提示したところと随意契約

【 補 助 】

Ｅ．（国研）港湾空港技術研究所

１９０百万円

【一般競争等】

Ｇ．（国研）電子航法研究所

６１百万円

【 補 助 】

研究開発業務の確実な遂行のための適

切な整備を実施。

Ｈ．民間事業者等（１社）

６１百万円

電子航法研究所内の電波実験
室改修工事を実施。

【 総合評価入札 】

※ 平成２７年度行政事業レビューシート（No.429）を踏まえて作成

※ 平成２７年度行政事業レビューシート（No.432）を踏まえて作成

※ 平成２７年度行政事業レビューシート（No.434）を踏まえて作成

港湾及び空港等に関する調査、研究及

び技術の開発等



費　目 使　途
金　額

(百万円）

施設費
研究開発業務の確実な遂行のための適切
な整備

計 61 計 61

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G（国研）電子航法研究所 H.（株）巴コーポレーション

E.（国研）港湾空港技術研究所 F. 三井造船（株）

費　目

189

金　額
(百万円）

61

計 190

費　目 使　途

施設費
研究開発業務の確実な遂行のための適切
な整備

61

計

計 83 計 43

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

施設整備費 施設改修、設備購入等 190 直接工事費 施設の改修 189

C.（株）エーエスイー D.（株）東洋テクニカ

費　目 使　途

工事費
請負費（海洋構造物試験水槽台車制御系
及び側面消波装置更新工事）

83 物件費 ３次元挙動装置の購入

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 363 計 238

費　目 使　途
金　額

(百万円）

363

B.辻建設（株）

工事費
実海域再現水槽の建屋建築工事及び海洋
構造物試験水槽の改修工事

費　目

請負費（実海域再現水槽建屋改修工事）

使　途

施設整備費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

43

金　額
(百万円）

A.（国研）海上技術安全研究所

238

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

E

国庫補助金による実海域
再現水槽の建屋建築工事
及び海洋構造物試験水槽
の改修工事の実施

- -

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-5012405001732 363

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 （株）エーエスイー 8012301003111
海洋構造物試験水槽台車
制御系及び側面消波装置
更新工事

83 一般競争 1 99.9％

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

辻建設（株） 4230001001747
実海域再現水槽建屋改修
工事

238
随意契約（公

募）
- 100％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
（研）旧・海上技術安
全研究所

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）東陽テクニカ 8010001051991
３次元挙動計測装置の購
入

43
随意契約（公

募）
- 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（研）旧・港湾空港技
術研究所

3021005008148
港湾及び空港の整備等に
関する調査、研究及び技術
の開発等を実施する

190 - - -



F

G

H

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

1

1
（研）旧・電子航法研
究所

5012405000494
研究開発業務の確実な遂
行のための適切な整備

61 - - -

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

三井造船（株） 9010001034946
多方向不規則波造波装置
制御装置改良工事

189 一般競争入札 1 98.5％

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

（株）ユウキ 1020002026263
デュアルフェースサーペン
ト水槽漏水補修

0
随意契約
（少額）

- -

ｺﾆｶﾐﾉﾙﾀﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭ-
ｼﾞｮﾝ㈱

2010001043648 ノートパソコン　購入 0
随意契約
（少額）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）巴コーポレー
ション

9010001034839
電波実験室改修工事（国庫
債務負担行為H25.26.27）

61 総合評価入札 2 69.1％

チェック



別紙１

190 230 - -130

180 340 480 - -

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度 34 年度

年度

9 17 24 - -

5 5 5 - -

- -

- -

目標値 件

成果実績 件

単位
34 年度

25年度 26年度 27年度
中間目標

26 38 46

20 20 20

目標最終年度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

研究所単独ではなしえない
優れた研究開発成果の創
出

新規共同研究件数（電子航
法研究所関係）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

業務運営の効率化のため
の自己収入の拡大

競争的資金、受託等による
研究件数（電子航法研究所
関係）

成果実績

目標値 件

件

達成度 ％



（ ）

優先順位（老朽化の度合い等）の高い施設を重点的に整備・改修する必要があるため。
平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

歳出予算目 28年度当初予算 29年度要求 主な増減理由

施設整備費 58 73

計 58 73

523百万円／3件 89百万円/3件

27年度 28年度活動見込

執行額（百万円）／実験施設等の整備・改修等件数

単位当たり
コスト 百万円/件 23 122 174.3 29.7

計算式

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 25年度 26年度

　　/ 23百万円／1件 366百万円／3件 

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 25年度 26年度 27年度

2 3 2 3

28年度活動見込

実験施設等の整備・改修等件数
活動実績 - 1 3 3 -

当初見込み -

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

目標値 - 2 3 2

26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 28 年度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 25年度

研究開発に必要となる研究
施設の適正な維持管理（執
務環境を含む）のための改
修

国土技術政策総合研究所
が施工する施設整備の完
了数
※「目標値」は整備完了年
度である。

成果実績 -

- 3

達成度 ％ 50 100 150 - -

1 3 3 - -

188 -

前年度から繰越し - 623 500 31

執行率（％） 92% 98% 99%

執行額 23 366 523

計 25 373 528 89 73

29年度要求

予算
の状
況

当初予算 51 62 59 58 73

補正予算 597

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

調査、試験、研究及び開発等に伴う実験に必要な機能確保のため研究施設の整備や改修を図る。また、庁舎等で老朽化が著しく、機能不備が想定される建
築・電気・機械設備等について改修を行う。
平成27年度は、都市防災研究センター棟自家発電機設備の分解点検整備及び各種実験施設の改修を実施した。

実施方法 委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）

25年度 26年度 27年度 28年度

予備費等 - - -

翌年度へ繰越し ▲ 623 ▲ 500 ▲ 31

事業番号 0442

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

主要政策・施策 科学技術・イノベーション 主要経費 文教及び科学振興

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国土交通省が所管する国土技術政策の企画立案と密接に関係のある総合的な調査、研究開発に必要となる研究施設の適正な維持管理（執務環境を含む）
のための改修を図る。

企画部　施設課 課長　橋本　信仁

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

-

事業名 土木関連施設整備費、建築関連施設整備費 担当部局庁 国土技術政策総合研究所 作成責任者

事業開始年度 平成１３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

チェック



政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価

政策 11 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

施策 41 技術研究開発を推進する

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-

-

達成度 ％ - - - - -

中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度
K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度

- -

目標値 - - - - - --

成果実績 - - -

- --

成果実績 - - - -

達成度 ％ - - - - -

目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度
単位

計画開始時
27年度 28年度

中間目標

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

改革
項目

分野： -

K
P
I

(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

- -

目標値 - - - -

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

測
定
指
標

単位 25年度 26年度 27年度

目標値 % 80 80 80 - 80

- -

目標を達成した技術研究開発課題の割合

実績値 % 97.9 94.4 92.2

中間目標 目標年度

- 年度 - 年度
定量的指標



-

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容
の

一
部
改
善

引き続き各実験施設等の老朽化の度合や施設の利用状況及び将来の使用計画等を勘案し、メリハリをつけた整備を行うとともに、発注にあたっ
ては競争性・透明性の確保に努めるべき。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

執
行
等
改
善

引き続き、優先順位（老朽化の度合いや利用状況、使用計画等）を精査し、重要性・緊急性の高い施設に重点化し整備を行うとともに、発注にあ
たっては、引き続き総合評価方式等により競争性・透明性を確保していく。

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
各実験施設等の老朽化の度合や施設の利用状況及び将来の使用計画等を勘案し、特に重要性・緊急性の高い施設に重点化し整備を行って
いる。発注にあたっては総合評価落札方式・一般競争入札により、競争性・透明性の確保に努めている。

改善の
方向性

引き続き発注にあたっては総合評価方式・一般競争入札により、競争性・透明性を確保するとともに、参加要件を工夫しより多くの参加者が見
込めるよう努める。

外部有識者の所見

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

所管府省・部局名 事業番号 事業名

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
当初予定した施設の改修見込みに見合った実績となってい
る。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○ 改修を実施した施設は十分に機能回復がなされた。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○ 当該年度当初の目標に見合った実績となっている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○ 事業に必要な経費のみに支出している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

‐

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○ 一般競争等により競争性を確保しており、妥当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

支出先は一般競争等により競争性を確保し請負者を決定し
ている。

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必

要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
研究施設、庁舎等で老朽化が著しく、機能不備となっている
機器の修繕は、執務執行に必要不可欠な措置である。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ‐

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
経年劣化により著しく機能低下している設備等の修繕は、研
究施設の適正な稼働に必要不可欠な措置である。

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

委託【一般競争入札】

委託【総合評価入札】

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

平成25年度 441 平成26年度 420 平成27年度 435

備考

支出先上位１０者リストの中には、平成２５年度、２６年度に入札等を行ったものが含まれる。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成22年度 431 平成23年度 398 平成24年度 425

国土技術政策総合研究所

523百万円

電気・機械設備改修

Ａ． （株）ハタノシステム

29百万円

・都市防災研究センター棟自家発電機設

備分解点検整備

Ｂ． 民間企業（3社）

494百万円

・実験廃水処理施設改修

・海岸平面造波施設改修

・海岸造波水槽及び津波高潮発生施設

改修



支出先上位１０者リスト
A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

4

-

3 （株）不動テトラ 4010001141053
海岸造波水槽及び津波高
潮発生施設改修工事

64 総合評価入札 1 99.7％ -

- -

2 三井造船（株） 9010001034946
海岸平面造波施設改修工
事

119 総合評価入札 1 91.6％

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 ドリコ（株） 6010501033467
実験廃水処理施設改修工
事

311 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 （株）ハタノシステム 7013201018555
都市防災研究センター棟
自家発電機設備分解点検
整備業務

29 一般競争入札 2 89.6％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）

計 29 計 311

工事費
都市防災研究センター棟自家発電機設備
分解点検整備業務

29 工事費 実験廃水処理施設改修工事 311

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.（株）ハタノシステム B.ドリコ（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



（ ）

科学技術・イノベーション

計

職員旅費

118

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

62 76 88 -

88

年度

0.9

0.8

第5期科学技術基本計画（H28.1閣議決定）
国土交通省技術基本計画（H24.12）
国土技術政策総合研究所研究方針（H26.7）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

117.2 117.8

0.8

0.9 0.9

0.8

112.5 -

-

-

-

123 124

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

0443

年度29

-

0.8

-

歳出予算目

6

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

試験研究費

計算式 　　/

2.9

162.2百万円/48件

26年度

単位

66 62 76

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

171 171 140 123 124

162 130

執行率（％） 95% 95% 93%

平成１３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

117

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国土交通本省が展開する政策や技術基準の策定・改訂等に対し、将来的に十分な技術支援・提言を行っていけるよう、中長期的に対応が必要となる課題を
解決するため、研究ポテンシャルの高揚・維持を図ることを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-

28年度当初予算

130.2百万円/50件162.2百万円/52件

-

-

補正予算

百万円/件

140

単位

執行額（百万円）／研究開発課題数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

162

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

社会資本整備に関連して将来的に対応が必要となることが予想される課題の解決に不可欠な各種データ・知見の収集・分析やデータベース化に加え、課題
解決のために進めておく必要がある技術政策に関する基礎的な調査・研究等を行う。（平成27年度は「インフラの維持管理」「防災減災・危機管理」等の分野
における基礎的研究50課題を実施）

-

171

- -

-

当該年度に評価を実施した
課題のうち、「目標を達成し
た研究課題数」の割合を成
果指標とし、80％以上達成
を目標とする。
（目標達成課題数／全評価
対象課題数）

25年度

事業番号

一般研究経費 担当部局庁 国土技術政策総合研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 企画部　企画課 課長　土肥　学

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

171

社会資本分野における基
礎的な研究課題の解決・実
施課題数
H25：48課題
H26：52課題
H27：50課題

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-

件
本事業に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数

122.9百万円/43件

28年度活動見込

3.4 3.1 2.6

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

123 124

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

一般会計

6

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - -

測
定
指
標

実績値 % 97.9

施策 41 技術研究開発を推進する

政策 11 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

-

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

- -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

94.4

ＫＰＩ
（第一階層）

- -

達成度 ％ -

単位

-

目標を達成した技術研究開発課題の割合

-

-

年度 年度

- -成果実績

-

- -

年度

92.2 -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- - -

単位
-

計画開始時
27年度 28年度

80 80 80 -

年度

中間目標

-

-

目標値

80

目標最終年度

-



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

入札説明書の電子配付を行うなど、効率的な事業の執行に
努めている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○ 当初見込みを上回る活動実績を挙げている。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

国総研でのみ実施している研究開発であるため、他の手段・
方法等との比較ができないが、所内での事前評価等を取り
入れて効果的に事業を実施している。

成果目標達成に向けて、研究方針や研究内容の事前評価
を行っており、それらに基づいて的確に実績を生み出してい
る。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

国土交通本省が将来的に展開する政策を先取りし、十分な
技術支援・提言を行っていくため、研究ポテンシャルの高揚・
維持を図るための研究であり、優先度が高い事業である。

妥当であると評価できる。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

○

なし（長谷川太一先生）

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

外部有識者の所見

改善の
方向性

・今後の社会情勢の変化や研究のニーズ等に対応していくため、不断の検討を行い、研究課題の重点化に引き続き努める。
・価格競争、企画競争等を通じ、引き続き、支出先の妥当性や競争性を確保していく。

・各研究課題については、「国土交通省技術基本計画」や「国土技術政策総合研究所研究方針」等に基づき、所内評価委員会において研究課
題の評価を行っており、研究の効果的な実施に努めている。
・年度末に当該年度の活動実績や成果の活用状況（見込み含む）を自己点検した上で、内部評価を行っている。
・各種データの収集・分析が着実に進むことで、技術基準の改定等に必要な知見が蓄積される等、着実に成果がでている。概算要求にあたっ
ては、事業の必要性、効率性や、類似事業の有無等を所内の審査会で十分に確認している。

事業名

‐

成果物は国土交通省が行う施策の企画・立案・遂行や法令
等に基づく技術基準の原案作成、住宅・社会資本整備に関
する技術指導等に活用されている。

○

事業に必要な経費のみに支出している。

○

入札説明書の電子配付や発注予定情報の公表など、競争
性を高めるための取組を実施している。調査内容が専門的
かつ高度な業務については、第三者機関である技術提案評
価審査会に諮ったうえで、支出先（業務請負者）を選定して
おり、妥当性や競争性を確保している。

○

評　価項　　目

国民の安全・安心の確保、持続可能で活力ある国土・地域
の形成と経済活性化等のための基礎的研究でありニーズは
高い。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

国土交通省の行う政策の企画・立案・遂行や法令等に基づく
技術基準の原案作成、住宅・社会資本整備に関する技術指
導等に資する基礎的・基盤的な研究である為、国において実
施することが適当である。

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

委託【一般競争入札等】

現
状
通
り

平成22年度

-

引き続きコスト縮減及び効率的な事業の実施に努めるべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

421

平成24年度

平成27年度平成25年度

執
行
等
改
善

398

平成26年度

引き続き、コスト縮減及び競争性・公平性の確保等に配慮しながら、事業の効率性の更なる向上を図る。

関連する過去のレビューシートの事業番号

436

425432

441

平成23年度

国土技術政策総合研究所

130百万円

土木・建築等に関する調査、試験、研究

及び開発を行うとともに、これらの支援を

行う

事務費 12百万円

①試験研究費 8百万円

②職員旅費 4百万円

Ａ． 民間企業等（95社）

118百万円

土木・建築等に関する調査、試験、研究

及び開発に必要な基礎的データの収集

等に必要となる経費



支出先上位１０者リスト
A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

維持修繕工事の品質確保
に関する調査業務

統計データを用いたストッ
ク効果分析に関する調査
業務

道路整備の経済効果把握
手法の調査業務

試験走路東側自動開閉門
扉交換・購入

海外における道の駅の計
画支援に関する調査業務

国外建設情報提供業務

欧米における社会資本整
備の動向に関する調査業
務

土砂災害危険度評価のた
めの降雨量指標分析等業
務

波浪うちあげ高予測システ
ムサーバ等設計設定業務

中高層共同住宅の排水管
洗浄に関する調査及び資
料整理業務

東日本大震災における応
急仮設住宅からの退去支
援に関する情報収集整理
業務

東日本大震災における応
急仮設住宅団地の集約・解
消に関する情報収集整理
業務

市町村の空き家対策の推
進状況に関する調査及び
資料収集業務

強震観測施設点検業務

5

0.5

5

2

6

3

1

1

1

4013305001526

4013305001526

9010003016240

9010003016240

9010003016240

9010003016240

7030001080239

7030001080239

7030001080239

3013201006646

0.9

0.4

3

-

-

-

-

随意契約
（企画競争）

総合評価入札

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

- -

-

-

-

-

-

-

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

一般競争入札 1 94％

-

100％

1 99.9％

法　人　番　号

5011105004806

5011105004806

2050001005181

3010005018587

3010005018587

3011001007682

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

6 99.9％

随意契約
（少額）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

-

-5

4010405000185 14

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

強震観測施設撤去業務

強震観測施設防草対策業
務

18

- -
随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

一般競争入札 1
（株）東京ソイルリ
サーチ

基礎ぐいの施工品質の確
認手法に関する検討業務

天然ダムの事前対策計画
策定手法検討業務

15

16

9010401010035

14

- -

87％

3 99.7％

- -

随意契約
（企画競争）

12

17

0.9

0.9

2

国土防災技術（株） 3

- -

11

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

一般競争入札

13

1 99.4％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

10

-

2 99％

2

3

9

6

1

- -

3

-

1 88.7％

8

7

-

5 2 99.8％

5 99.6％

4

計 14 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

14

B.

維持修繕工事の品質確保に関する調査業
務

費　目 使　途

役務費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.（一財）国土技術研究センター

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

（一財）国土技術研
究センター

（一財）計量計画研
究所

（一財）計量計画研
究所

昭和建設（株）

（一社）国際建設技
術協会

（一社）国際建設技
術協会

（株）公共計画研究
所

（一財）日本気象協
会

（一財）日本気象協
会

みいしょ計画研究所

みいしょ計画研究所

みいしょ計画研究所

みいしょ計画研究所

（株）テクノス・エンジ
ニアリング

（株）テクノス・エンジ
ニアリング

（株）テクノス・エンジ
ニアリング



（ ）

科学技術・イノベーション

-

計

-

-

-

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

1 1 1 -

-

年度

-

-

-

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- 1

1

100 -

-

-

- -

- -

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0444

年度27

-

-

-

-

-

-

歳出予算目

-

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）
-

-

-

計算式 百万円/件

-

5/1

26年度

単位

- - -

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

式

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

5 6 5 0 0

6 5

執行率（％） 100% 100% 100%

平成２５年度
事業終了

（予定）年度
平成２７年度

-

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

日本企業が海外ビジネスを有利に展開できるよう、旺盛なインフラ需要が見込まれるアジア諸国等の発展途上国を対象に、日本の既存基準類（港湾）を相手
国の自然条件や技術・経済水準等に合わせた形で容易にカスタムメイドできる手法を確立し、日本ベースの技術・基準類の国際展開を目指す。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

式

-

-

28年度当初予算

5/16/2

-

-

-

補正予算

百万円

5

単位

当初予算額／論文・報告発表、刊行物公表件数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

5

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

本研究では、アジア諸国等の発展途上国における技術・基準類に関する調査分析、欧米の主要な港湾設計基準との比較分析を通じ、日本の港湾分野にお
ける技術・基準類をベースとして、国内の技術・基準類を相手国のニーズに応じてカスタムメイドできる手法について検討を行う。

- -

5

- -

- -

開発手法

25年度

事業番号

港湾分野における技術・基準類の国際展開方策に関する研究 担当部局庁 国土技術政策総合研究所（横須賀） 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 港湾施設研究室 室長　宮田　正史

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

6

日本の港湾分野における
技術・基準類をベースとし、
相手国のニーズに応じてカ
スタムメイドできる手法の
開発

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

－

-

本事業に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数

-

28年度活動見込

5 6 5

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

0 0

-

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

一般会計

-

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - -

測
定
指
標

実績値 ％ 97.9

施策 ４１　技術研究開発を推進する

政策 １１　ICTの利用活用及び技術研究開発の推進

-

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

- -

改革
項目

分野： - -

26年度 27年度

94.4

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

-

国
費
投
入
の
必
要
性

単位

-

目標を達成した技術研究開発の割合

-

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

- -成果実績

-

○
・事業終了後には「研究の実施方法と体制の妥当性」に関
し、『事後評価』を受けることとしている。

‐

○

無

‐

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

-

・事業終了後には「研究の実施方法と体制の妥当性」、「目
標の達成度」等の評価項目に関し、『事後評価』を受けること
としている。

‐

-

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

-

企画競争により妥当なコストで契約している。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

年度

92.2 -

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。
・事業終了後には「研究開発の成果や活用状況等」に関し、
『事後評価』を受けることとしている。

- - -

○

・業務着手時には業務計画書の提出を求めるとともに、打合
せや完了時に行う検査により業務の実施状況及び成果を把
握している。

単位

○

・支出先の選定について企画競争により競争性の確保に努
めており、支出先選定の妥当性については第三者機関であ
る技術提案評価審査会により審議していただいている。

○

-

計画開始時
27年度 28年度

80 80 80 -

年度

中間目標

-

-

目標値

評　価項　　目

・外部有識者による評価委員会において、研究の必要性に
関する評価を受けた上で研究に着手している。

-

目標最終年度

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

-

・外部有識者による評価委員会において、国総研が実施す
べきという評価を得た上で研究に着手している。

○



終
了
予
定

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

所管府省・部局名

本事業は平成２７年度で終了している。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

-

438

平成24年度

平成27年度

・類似事業はない。

平成25年度

予
定
通
り
終
了

-

平成26年度

-

２７年度で終了。
成果目標に対する達成度については、事業終了後に専門的知識を有する外部有識者による事後評価を受ける。

関連する過去のレビューシートの事業番号

- - -

- -

- -

-

-

点検結果

444

-

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

・事業終了後には「研究の実施方法と体制の妥当性」、「目標の達成度」等の評価項目に関し、外部有識者による『事後評価』を受けることとし
ている。
・支出先（業務受注者）選定の妥当性について第三者機関である技術提案評価審査会により審議していただいている。
・業務着手時には業務計画書の提出を求めるとともに、打合せや完了時に行う検査により業務の実施状況及び成果を把握している。

・外部有識者による評価委員会において、「必要性（科学的・技術的意義、社会的・経済的意義、目的の妥当性等）」、「効率性（計画・実施体制
の妥当性等）」、「有効性（新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、人材の育成等）」に関する『事前評価』を受けた上で研究に着手して
いる。
・支出先の選定について企画競争により競争性の確保に努めている。

-

事業名

-

‐

-

61

平成23年度

-



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国土交通省

国土技術政策総合研究所

５百万円

Ａ．(一財)国際臨海開発研究センター

４．５百万円

検討方針の策定

ベトナム側関係者との調整

カスタムメイド手法の検討

等

技術説明資料の作成

ベトナムとのワークショップ開催

【簡易公募型プロポーザルに準ずる方式】

研究遂行に係わる事務費

職員旅費等 ０．５百万円

①諸謝金 ０．１百万

②職員旅費 ０．３百万

③委員等旅費 ０．１百万



費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

E. F. 

費　目

0

金　額
(百万円）

計 0

費　目 使　途

計

計 0 計 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

C. D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4.5 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

4.5

B.

技術説明資料の作成
ベトナムとのワークショップ開催

費　目 使　途

試験研究費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.（一財）国際臨海開発研究センター

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

ベトナムでの技術ワーク
ショップの開催支援および
ワークショップで利用する
技術説明資料の作成。

1 99.9％

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

4010405010523 4.5

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

（一財）国際臨海開
発研究センター

チェック



（ ）

科学技術・イノベーション、国土強靱化施策

計

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

8 10 8 -

-

年度

-

-

-

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- 3

3

100 -

-

-

- -

- -

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0445

年度27

-

-

-

歳出予算目平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

計算式 百万円/件

-

6/8

26年度

単位

- - -

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

式

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

6 7 7 0 0

7 7

執行率（％） 100% 100% 100%

平成２５年度
事業終了

（予定）年度
平成２７年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　港湾地域における効果的な津波避難の計画手法を構築し、港湾地域における津波被害を軽減していくため、短波海洋レーダーによる津波観測技術を開発
し､港湾地域における津波避難シミュレーション技術を開発する。また、被災した港湾施設を復旧するにあたり、効果的な環境改善技術を開発するとともに､浚
渫等の港湾工事を行う際に必要となる放射性物質の取り扱い方法をとりまとめる。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

式

28年度当初予算

7/87/10

-

- -

補正予算

百万円

7

単位

当初予算額／論文・報告発表、刊行物公表件数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

6

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　海洋レーダーの装置とデータ処理プログラムを改良し、津波を面的に観測できる海洋レーダー技術を開発する。また、東日本大震災等における避難の実態
を調査・分析し、それらを踏まえて港湾地域を対象とした津波避難シミュレーション技術を開発する。そして、開発した技術を使って各種シミュレーションを行
い、津波避難シミュレーションを使った避難対策の検討手法を提示する。環境の修復・悪化防止については、現地調査や数値シミュレーションを行い、湾口防
波堤の海水交換技術と生態系の回復技術の有効性を評価する。また、現地調査を行い、浚渫等の港湾工事を行う際に必要となる放射性物質の調査・分析
手法をとりまとめる。

- -

6

- -

- -

開発技術

25年度

事業番号

津波災害時における港湾活動の安定的な維持方策に関する研究 担当部局庁 国土技術政策総合研究所（横須賀） 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 沿岸海洋・防災研究部 部長　鈴木　武

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

7

津波観測技術の開発、津波
避難シミュレーション技術の
開発、港湾工事における環
境配慮技術の評価

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-

本事業に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数

-

28年度活動見込

0.8 0.7 0.9

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

0 0

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

一般会計

チェック



本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

測
定
指
標

実績値 ％ 97.9

施策 ４１　技術研究開発を推進する

政策 １１　ICTの利用活用及び技術研究開発の推進

-

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

- -

改革
項目

分野： - -

26年度 27年度

94.4

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

-

国
費
投
入
の
必
要
性

単位

-

目標を達成した技術研究開発の割合、「右記の数値以
上とする」

-

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

- -成果実績

-

○
・事業終了後には「研究の実施方法と体制の妥当性」に関し、
『事後評価』を受けることとしている。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

-

・事業終了後には「研究の実施方法と体制の妥当性」、「目標
の達成度」等の評価項目に関し、『事後評価』を受けることとし
ている。

‐

-

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

・国土交通省重点政策に位置付けられている「防災・減災対
策」に該当する。

・一般競争により妥当なコストで契約している。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

年度

92.2 -

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

） - -

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。
・事業終了後には「研究開発の成果や活用状況等」に関し、
『事後評価』を受けることとしている。

- - -

○

・業務着手時には業務計画書の提出を求めるとともに、打合
せや完了時に行う検査により業務の実施状況及び成果を把
握している。

単位

○

・支出先の選定について一般競争により競争性と妥当性の確
保に努めている。

○

-

計画開始時
27年度 28年度

80 80 80 -

年度

中間目標

-

-

目標値

評　価項　　目

・外部有識者による評価委員会において、研究の必要性に関
する評価を受けた上で研究に着手している。

-

目標最終年度

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

-

○



終
了
予
定

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

所管府省・部局名

本事業は平成２７年度で終了している。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

-

439

平成24年度

平成27年度

・類似事業はない。

平成25年度

予
定
通
り
終
了

-

平成26年度

-

２７年度で終了。
成果目標に対する達成度については、事業終了後に専門的知識を有する外部有識者による事後評価を受ける。

関連する過去のレビューシートの事業番号

- - -

- -

- -

-

-

点検結果

445

-

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

・事業終了後には「研究の実施方法と体制の妥当性」、「目標の達成度」等の評価項目に関し、外部有識者による『事後評価』を受けることとして
いる。
・業務着手時には業務計画書の提出を求めるとともに、打合せや完了時に行う検査により業務の実施状況及び成果を把握している。

・外部有識者による評価委員会において、「必要性（科学的・技術的意義、社会的・経済的意義、目的の妥当性等）」、「効率性（計画・実施体制の
妥当性等）」、「有効性（新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、人材の育成等）」に関する『事前評価』を受けた上で研究に着手してい
る。
・支出先の選定について一般競争により競争性の確保に努めている。

-

事業名

-

-

62

平成23年度

-



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国土交通省

国土技術政策総合研究所

７百万円

研究用事務費

０．６百万円

Ａ．長野日本無線(株)

３百万円

Ｂ．(株)東京久栄

２百万円

職員旅費

０．７百万円

研究管理、レーダーデータ分析、

避難シミュレーション、

沿岸環境分析 等

レーダの維持・撤去
避難情報に関する資料収集整

理

Ｃ．日本ミクニヤ(株)

０．７百万円

沿岸環境調査



費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

E. F. 

費　目

0

金　額
(百万円）

計 0

費　目 使　途

計

計 0.7 計 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

C.日本ミクニヤ(株) D.

費　目 使　途

試験研究費
沿岸部の津波災害に対する避難情報の活
用に関する資料収集整理

0.7

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 3 計 2

費　目 使　途
金　額

(百万円）

3

B.(株)東京久栄

試験研究費海洋短波レーダの維持・撤去・移動

費　目

宮古湾におけるアマモ等の藻場分布調査

使　途

試験研究費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.長野日本無線(株)

2

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

海洋短波レーダの維持・撤
去・移動

1 91.6％

法　人　番　号
入札者数

（応募者数）
落札率契約方式

一般競争入札8100001002473 3

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1 日本ミクニヤ(株) 5020001088425
沿岸部の津波災害に対す
る避難情報の活用に関する
資料収集整理

0.7 一般競争入札 3 33.6％ -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

(株)東京久栄 9010001061230
宮古湾におけるアマモ等の
藻場分布調査

2 一般競争入札 5 -81.6％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-1

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

長野日本無線(株)

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

チェック



（ ）

科学技術・イノベーション、国土強靱化施策

計

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

1 2 1 -

-

年度

0

0

-

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

0 50

2

2 2

2

100 -

-

-

- -

- -

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0446

年度28

-

4

-

歳出予算目平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

計算式 　　　/

-

10百万円/1件

26年度

単位

- - -

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

10 10 9 0 0

10 9

執行率（％） 100% 100% 100%

平成２５年度
事業終了

（予定）年度
平成２７年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

限られた予算制約条件で、必要不可欠な耐震対策を施し、被災しても最低限の機能維持（水洗トイレの利用、溢水防止）と早期に機能回復を実現させる耐震
対策優先度評価手法を確立することを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-

28年度当初予算

9百万円/1件10百万円/2件

-

- -

補正予算

百万円/件

9

単位

執行額（百万円）／本事業に関連する論文・報告発表、
刊行物公表件数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

10

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

東日本大震災より得られた多くの下水道被害情報を整理し、高精度な下水道施設被害想定手法を開発し、被災想定に基づく、必要不可欠な事前耐震対策を
抽出することで、被災時において下水道機能を維持あるいは早期回復させる対策を短期間で実現させる耐震対策優先度評価手法を確立する。具体的には
以下の項目について研究開発を実施する予定である。
①東日本大震災の下水道施設被災状況に関する調査②地震規模別下水道被害想定手法に関する調査③事前対策抽出手法の開発④下水道施設の戦略的
な耐震対策優先度評価手法の開発

- -

10

- -

- -

下水道機能を維持あるい
は早期回復させる対策を短
期間で実現させる耐震対
策優先度評価手法の確立
のための技術的課題数

25年度

事業番号

下水道施設の戦略的な耐震対策優先度評価手法に関する調査 担当部局庁 国土技術政策総合研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 下水道研究部　下水道研究室 室長　橫田 敏宏

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

10

下水道機能を維持あるい
は早期回復させる対策を短
期間で実現させる耐震対
策優先度評価手法の確立

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

件
本事業に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数

-

28年度活動見込

10 5 9

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

0 0

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

一般会計

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - -

測
定
指
標

実績値 % 97.9

施策 41 技術研究開発を推進する

政策 11 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

-

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

- -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

94.4

ＫＰＩ
（第一階層）

- -

達成度 ％ -

単位

-

目標を達成した技術研究開発課題の割合

-

-

年度 年度

- -成果実績

-

- -

年度

92.2 -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- - -

単位
-

計画開始時
27年度 28年度

80 80 80 -

年度

中間目標

-

-

目標値

80

目標最終年度

-



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

競争性を高めるため、公募型入札方式を採用するなど効率
的な執行に努めている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○ 計画通り成果を上げることができた。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

従前の方法よりも、費用対効果に優れた施設整備が可能と
なる。

優先度評価手法を確立するなど、最終成果に見合った内容
となっている。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

南海トラフ巨大地震、首都直下地震等の大規模地震が近い
将来発生することが懸念されており、ライフラインの一つであ
る下水道も最低限の機能を維持する対策を早急に行う必要
があり、優先順位が高いと評価できる。

妥当であると考えている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

○

-

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

外部有識者の所見

改善の
方向性

・本研究の成果はデータベースのＨＰ公表や講演会での活用などを通じて、積極的な成果の普及を図っていくこととしている。

・今後想定される大規模地震に対する適応策のための研究として非常に重要な研究であり国総研が実施すべきであると事業開始前に外部有
識者に評価を受け研究に着手しており、優先度が高いと評価できる。
・事業終了後には「当初の目標に対する達成度」、「研究成果と成果の活用方針」等の評価項目に関し、外部有識者による『事後評価』を受け
る。
・支出先（業務請負者）選定の妥当性については第三者機関である技術提案評価審査会により審議された。
・資料収集は発注者で行うなど業務内容を簡素化しより多くの企業が入札に参加し、競争性を確保できるよう仕様書を作成した。

事業名

‐

研究の過程で構築したデータベースを公開し、広く活用され
ている。成果は、途中段階を含めて適宜、対外的に公表し
た。最終成果は、耐震設計指針（下水道協会）に反映され、
自治体の耐震化事業に活用される。また、論文等の投稿を
行うなど積極的な普及活動を行う予定である。

○

事業に必要な経費のみに支出している。

○

一者応札であるが、企画競争で発注され、第三者機関であ
る技術提案評価審査会に諮った上で、支出先の選定を行っ
ており、妥当性や競争性が確保されている。

○

評　価項　　目

国民が被災しても最低限の機能維持（水洗トイレの利用、溢
水防止）と下水機能の早期回復を実現させる耐震対策優先
度評価手法を確立することを目的としており、ニーズが高い
と評価できる。また、外部有識者による評価委員会において
事前評価を受け、国総研で実施すべきとの評価を受けてい
る。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

下水道被災情報や解析のための基礎的な知見の蓄積があ
り、かつ本事業では横断的に全国の自治体で用いる「耐震
対策指針」への反映を目指すもので、国土技術政策総合研
究所で実施すべき事業である。

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

委託【随意契約（企画競争）】

終
了
予
定

平成22年度

-

平成27年度で事業終了。今後は着実な成果の普及に努めるべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

440

平成24年度

平成27年度平成25年度

予
定
通
り
終
了

-

平成26年度

予定通り平成２７年度で終了。本研究で得られた成果が、積極的に活用されるよう、引き続き幅広い普及に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

446

新25-2062-

新25-63

平成23年度

国土技術政策総合研究所

9百万円

合理的な耐震化優先度評価手法を確立

するための研究方針、評価分析方法の指

示を行ったほか、ケーススタディのための

モデル都市との調整を図り、成果を取りま

とめた。

事務費 1百万円

①試験研究費 0.5百万円

②職員旅費 0.5百万円

Ａ． （株）東京建設コンサルタント

8百万円

国総研職員の指示に従い、優先度評価

に必要な指標の定量化を行うと共に、モ

デル都市におけるケーススタディを実施し

た。



支出先上位１０者リスト
A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

下水道管路耐震化の合理
的対策優先度評価に関す
る調査業務

1 97.6％

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

6013301007970 8

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-1

計 8 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

8

B.

下水道管路耐震化の合理的対策優先度評
価に関する調査業務

費　目 使　途

役務費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.（株）東京建設コンサルタント

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

（株）東京建設コンサ
ルタント



（ ）

一般会計

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

平成24年経済産業省・国土交通省・環境省告示第119
号
平成25年経済産業省・国土交通省告示第1号
平成28年国土交通省告示第265号

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

0 0

活動指標

-

28年度活動見込

- 14 14

本事業に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数
-

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

14

地域の住宅生産技術に対
応した省エネルギー技術の
評価手法の確立

実施方法

事業番号

地域の住宅生産技術に対応した省エネルギー技術の評価手法
に関する研究 担当部局庁 国土技術政策総合研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 住宅研究部　建築環境研究室
住宅情報システム研究官
足永 靖信

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

16

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

本研究課題は、将来的な省エネルギー基準の義務化を見据えて、中小の大工・工務店でも評価が可能である省エネルギー評価手法を構築することであり、
①地域の中小の大工・工務店を対象としたヒアリングを通じた省エネ技術の整理、②実験およびシミュレーションによる省エネ技術の効果の定量的評価方法
の開発、③自然エネルギー利用などの省エネルギー技術を評価するための地域の気候特性を反映できる気候区分の開発、④省エネルギー化に伴う具体的
施工方法の整理と結露等の問題点の把握を行い、これらの検討結果を踏まえて省エネルギー基準における個々の省エネルギー技術の評価方法原案の作
成と、地域の中小工務店の評価技術レベルにあわせた（評価可能な）簡便な評価ツールの開発を行う。

- -

16

- -

- -

地域の住宅生産技術に対
応した省エネルギー技術の
評価手法の確立のための
技術的課題数

25年度

14

単位

執行額（百万円）／本事業に関連する論文・報告発表、
刊行物公表件数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

- -

補正予算

百万円/件

14百万円/1件14百万円/1件

28年度当初予算

平成２５年度
事業終了

（予定）年度
平成２７年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

住宅分野におけるエネルギー消費量の削減は社会的に喫緊の課題であるといえ、より一層の省エネを促進させるために、これまで努力義務であった住宅の
省エネルギー基準を2020年度までに省エネルギー基準の適合を義務づけることとなっている。一方、住宅建設の大部分を占める基準達成率の低い中小の大
工・工務店の多くが注文生産を行い、通風の利用や日射熱利用、地域産材利用など地域の気候風土に適した多様な省エネルギー技術を有するが、現行の
住宅の省エネルギー基準ではこれらの技術が十分に評価されているとは言い難い。今後、省エネルギー基準の適合義務化に向けて、これらの多様な省エネ
ルギー技術や工夫を評価することが必須であり、そのための評価方法の開発及び整備を行い基準等の施策に反映させる。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

16 14 14 0 0

14 14

執行率（％） 100% 100% 100%

単位

0 2 3

計算式 　　/

-

-

26年度

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

歳出予算目

　 0447

年度28

-

9

-

日本再生戦略（H24.7.31閣議決定）, 「低炭素社会に向けた住
まいと住まい方」の推進方策について中間とりまとめ
（H24.7.10公表）, 国土交通省重点政策2014

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- 0

3

0 4

6

44 -

-

-

- -

- -

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

0

0

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

0 1 1 -

-

29年度要求 主な増減理由

25年度

計

科学技術・イノベーション

チェック



-

80

目標最終年度

-

-

目標値

中間目標

年度

80 80 80 -

計画開始時
27年度 28年度

-

- - -

単位
年度

92.2 -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- -

-

成果実績

-

-

年度 年度

- -

単位

-

目標を達成した技術研究開発課題の割合

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

94.4

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

- - 年度
定量的指標 25年度

-

実績値 % 97.9

施策 41 技術研究開発を推進する

政策 11 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価



-

多様な省エネルギー技術を定量的に評価するものであり、そ
の評価方法は省エネルギー基準等の国の施策に反映させ
ることを意図している。このため、特定の者に有利にならない
ように中立な立場から評価方法を作成することが極めて重
要であり国で実施すべきである。

○

評　価項　　目

地球温暖化問題や資源問題、あるいは東日本大震災による
電力需要問題等を背景として、住宅分野におけるエネル
ギー消費量の削減は社会的に喫緊の課題であり、ニーズが
高いと評価できる。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

‐

-

○

真に必要な用途に即して支出している。

○

調査内容が専門的かつ高度であることから、第三者機関で
ある技術提案評価審査会に諮ったうえで、支出先（業務請負
者）を選定しており、妥当性や競争性を確保している。

○

点検結果

外部有識者の所見

改善の
方向性

今後も内部組織又は外部有識者による点検・評価結果等を踏まえて、適切に取組を実施していく。

・「国費投入の必要性」、「事業の効率性」、「事業の有効性」の各項目については、それぞれ妥当であると判断できる。

・住宅の省エネルギー基準の義務化に向けて、現状ではほとんど評価されていない住宅外皮に関する要素技術について、評価手法（基準）を
開発するための重要な研究であり、国土技術政策総合研究所において実施すべき課題であると事業開始前に外部有識者に評価を受けて研
究に着手しており、優先度が高いと評価できる。また、研究計画どおり進捗した。

○

-

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

無

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

2020年度までに省エネルギー基準が義務化されるが、一方
で、住宅生産の約4割を占める在来木造工法の省エネ化が
喫緊の課題であり、地域の大工・工務店が担う地域の気候
風土に適した多様な省エネルギー技術が活用できない状況
であるため、優先度が高いと評価できる。

妥当であると考えている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

過年度の成果による日射制御技術、躯体や緩衝空間の断
熱性能の評価法を用いて、定量的な評価を行い、その結果
を基準等で活用し得る情報として整理した。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○ 概ね見込み通りの実績を残している。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

外部有識者による評価委員会で事業開始前に事前評価を
受け、事業終了後に事後評価を受けることとなっている。

点
検
・
改
善
結
果

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。 -

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

事業所管部局による点検・改善



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

委託【随意契約（企画競争）】

委託【随意契約（少額）】

-

新25-64

平成23年度

447

新25-2063

平成26年度

予定通り平成２７年度で終了。本研究で得られた成果が、積極的に活用されるよう、引き続き幅広い普及に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

予
定
通
り
終
了

-

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

441

平成24年度

平成27年度

平成27年度で事業終了。今後は着実な成果の普及に努めるべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

-

終
了
予
定

平成22年度

国土技術政策総合研究所

14百万円

調査内容及び調査方法の企画・指示

事務費 4.1百万円

①試験研究費 3.1百万円

②職員旅費 1百万円

Ａ． 民間企業（2社）

9百万円

・庇を含む取得日射量補正係数の解析と

計算結果の整理。

・窓の付属部材の評価方法の調査・整理。

・熱橋部における熱損失の解析と計算結

果の整理。

・複数の境界とみなせる部位を持つ空間

における熱損失の解析と計算結果の整理。

Ｂ． （株）寺尾三上建築事務所

0.9百万円

・欧州における住宅用木質燃料ストーブ

の試験・評価法調査業務。



支出先上位１０者リスト
A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

（株）ＥＰ＆Ｂ

（株）砂川建築環境
研究所

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

金　額
(百万円）

A.（株）ＥＰ＆Ｂ費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

使　途

役務費
住宅の多様な日射熱制御技術の評価法検
討のための補助業務

費　目

B.

金　額
(百万円）

4.5

百万円未満

費　目 使　途

計 4.5 計 0

1

2
随意契約

（企画競争）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）寺尾三上建築
事務所

7011301004616
欧州における住宅用木質
燃料ストーブの試験・評価
法調査業務

0.9
随意契約
（少額）

- -

2 94.8％

法　人　番　号

8011001056122

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

2 93.6％

4012401014912 4.5

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

4.5

住宅の多様な日射熱制御
技術の評価法検討のため
の補助業務

住宅の多様な断熱境界の
評価法検討のための補助
業務



（ ）

一般会計

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

-

28年度活動見込

- 19 19

本事業に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数
件

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

20

リスクマネジメントの観点を
組み込んだ、社会資本の
維持管理の持続性を向上
させる手法（試案）の提示

実施方法

事業番号

リスクマネジメントの観点を組み込んだ維持管理の持続性向
上手法に関する研究 担当部局庁 国土技術政策総合研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 社会資本マネジメント研究センター
建設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究官
喜安 和秀

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

-

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

各分野（道路、河川等）における維持管理のPDCAサイクルを分野横断的に比較し、俯瞰的な視点から維持管理に係る共通のフレームワーク（一般的に求め
られる維持管理のひな形と水準）を作成する。持続性の観点を含むアセットマネジメントシステムの国際規格であるISO5500X、民間のリスク評価手法等を参
考に、維持管理の評価軸に持続性とリスクマネジメントの観点を取り入れる簡便な評価ツール（フレームワークと現状の差異を判断し過不足を評価する手法）
を構築し、各分野及び各管理者の維持管理の取組みを改善するための手法（試案）を提示する。

- -

-

- -

- -

リスクマネジメントの観点を
組み込んだ、社会資本の
維持管理の持続性を向上
させる手法（試案）を提示す
るために必要な、リスク評
価手法の構築などの技術
的課題数

25年度

19

単位

執行額（百万円）／本事業に関連する論文・報告発表、
刊行物公表件数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

- -

補正予算

百万円/件

19百万円/1件19百万円/1件

平成２６年度
事業終了

（予定）年度
平成２７年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

社会資本ストックの高齢化に伴い、投入可能な予算・人材等が制限される状況において、戦略的な維持管理が強く求められている。このような状況の下、社
会資本の維持管理・更新を、効率的、効果的かつ合理的に進めていくことが喫緊の課題となっているが、現状ではどのようにPDCAサイクルを持続させるのか
という観点や、日常維持管理で対応困難なリスクをどの程度見込むか等の検討が不十分である。本研究ではそれらを検討することによって、より実効性のあ
る維持管理に貢献する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 20 19 0 0

19 19

執行率（％） - 95% 100%

単位

- 1 1

計算式 　　/

-

-

26年度

　 0448

年度28

-

8

-

国土交通省技術基本計画（H24.12）
社会資本整備審議会・交通政策審議会「今後の社会資本の
維持管理、更新のあり方について 中間答申」（H25.5）
経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）（H25.6閣議
決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

0

0 8

8

100 -

-

-

- -

- -

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

-

-

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- 1 1 -

-

25年度

科学技術・イノベーション、国土強靱化施策

チェック



-

80

目標最終年度

-

-

目標値

中間目標

0 0

年度

- 80 80 -

計画開始時
27年度 28年度

-

- - -

単位
年度

92.2 -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- -

-

成果実績

-

-

年度 年度

- -

28年度当初予算

単位

-

目標を達成した技術研究開発課題の割合

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

94.4

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

歳出予算目

- - 年度

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度

-

計

実績値 % -

施策 41 技術研究開発を推進する

政策 11 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価



維持管理の持続性を高める上での問題点や改善点を明確
にし、各分野及び各施設管理者の維持管理に関する取組を
改善する手法を構築する重要な研究であり、国総研におい
て実施すべきと評価する。

○

評　価項　　目

社会資本の維持管理を効率的・効果的かつ合理的に進めて
いくことが喫緊の課題である。また予防保全の考え方に立
ち、長寿命化を図る戦略的な維持管理が強く求められてお
り、持続的な維持管理の推進に貢献するための研究であり、
社会のニーズが高いと評価できる。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

‐

○

事業に必要な経費のみ支出している。

○

複数者による技術提案を受け、第三者機関である技術提案
評価審査会に諮った上で、支出先の選定を行っており、妥当
性や競争性が確保されている。

○

点検結果

外部有識者の所見

改善の
方向性

・本事業で作成した維持管理マネジメントに関する自己点検チェックシートおよび維持管理の取組みを改善するための事例集について、今後
ホームページへの掲載や関係機関への配布等により成果の普及に努める。

・「国費投入の必要性」、「事業の効率性」、「事業の有効性」の各項目については、妥当であると判断できる。
・維持管理の持続性を高める上での実務上の問題点や改善点を明確にし、各分野及び各施設管理者の維持管理に関する取組を改善する手
法を構築する重要な研究であり、優先度が高い。
・支出先（業務請負者）選定の妥当性については、第三者機関である技術提案評価審査会により審議された。
・参加資格を拡大し、またH26年度の業務成果を閲覧できるようにするなど、より多くの企業が入札に参加し、競争性を確保できるよう仕様書を
作成した。

‐

-

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

無

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

高度経済成長期以降に整備された我が国の社会インフラ
が、今後急速に老朽化することが見込まれるなか、本格的な
メンテナンス時代に向け、持続的に維持管理を行う仕組みを
早急に確立する必要があり、優先順位が高いと評価できる。

妥当であると考えている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

計画通り、H27年度は維持管理マネジメントに関する自己点
検チェックシートおよび維持管理の取組みを改善するための
事例集を作成し、目標を達成する成果が得られた。今後成
果の普及に努める。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○ 当初の見込みどおりの活動実績を残している。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

点
検
・
改
善
結
果

競争性を高めるため、参加資格の拡大などに努めている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

事業所管部局による点検・改善



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

委託【随意契約（企画競争）】

-

新26-77

平成23年度

448

-

平成26年度

予定通り平成２７年度で終了。本研究で得られた成果が、積極的に活用されるよう、引き続き幅広い普及に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

予
定
通
り
終
了

-

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

新26-060

平成24年度

平成27年度

平成27年度で事業終了。今後は成果の積極的普及に努めるべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

-

終
了
予
定

平成22年度

国土技術政策総合研究所

19百万円

・研究方針及び調査計画の策定

・各分野の維持管理に関する取り組みの

比較、分析

・維持管理の取組に関する自己点検手法

事務費 1百万円

①職員旅費 1百万円

Ａ． パシフィックコンサルタンツ（株）

18百万円

・維持管理のマネジメント上の課題改善

にあたり参考となる取組事例の収集・整

理

・施設管理者への維持管理の実態把握

におけるヒアリング調査



支出先上位１０者リスト
A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

パシフィックコンサル
タンツ（株）

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

金　額
(百万円）

A.パシフィックコンサルタンツ（株）費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

使　途

役務費
社会資本の維持管理におけるマネジメント
上の課題に関する調査・整理業務

費　目

B.

金　額
(百万円）

18

費　目 使　途

計 18 計 0

1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-2 99.9％

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

8013401001509 18

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

社会資本の維持管理にお
けるマネジメント上の課題
に関する調査・整理業務



（ ）

科学技術・イノベーション、国土強靱化施策

18

計

諸謝金

委員等旅費

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- 2 4 -

3

年度

-

-

第４期科学技術基本計画（Ⅱ.2.震災からの復興・再生の実
現、Ⅲ.2(1)安全かつ豊かで質の高い国民生活の実現）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- 20

1

1 0

0

- -

-

-

-

18 -

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0449

年度29

-

5

-

歳出予算目平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

0.2

職員旅費

計算式 　　/

6

-

26年度

単位

- 3 2

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 18 19 18 0

18 18

執行率（％） - 100% 95%

平成２６年度
事業終了

（予定）年度
平成２８年度

0.6

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

既存の砂丘・湿地等の自然地形や水路・塚等の地物を、堤防を越える規模の津波に対して減災効果を発揮する「自然・地域インフラ」として認識し、今後の開
発や維持管理不良によって失われないように積極的に保全・改良をはかっていくことで地域全体で減災をはかる。これによって南海トラフ巨大地震の被害想
定域の津波に対する粘り強さを安い整備費用と短い整備期間で効率的に向上させる。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-

28年度当初予算

18百万円/4件18百万円/2件

-

-

補正予算

百万円/件

19

単位

執行額（百万円）／本事業に関連する論文・報告発表、
刊行物公表件数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

東日本大震災における事例および過去の津波被害に関する情報を文献調査、現地調査、研究会議の開催によって収集し、自然・地域インフラとして期待でき
る地物等とそれらによる津波減災効果を整理する。その上で、砂丘・盛土・樹林を対象に、現地調査、水理実験、数値計算を実施して、減災効果と効果発揮
限界の定量評価方法を確立し、各自然・地域インフラへの評価方法の適用性も検討したうえで「津波浸水想定の設定の手引き」を改訂する。これらの成果の
現場への適用性を高めるため、モデル地域におけるワークショップを開催し、実際の事例および検討方法を記載した「自然・地域インフラを活用した津波減災
対策のガイドライン」を新規作成する。

-

-

- -

-

津波浸水想定の設定の手
引きの改訂等の技術的課
題数

25年度

事業番号

津波防災地域づくりにおける自然・地域インフラの活用に関
する研究 担当部局庁 国土技術政策総合研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 河川研究部　海岸研究室 室長　加藤　史訓

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

18

・津波浸水想定の設定の手
引きの改訂
・自然・地域インフラを活用
した津波減災対策のガイド
ライン

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

百万円未満を四捨五入しているため、「予算額・執行額」欄と誤差が生じている。

-
本事業に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数

18百万円/3件

28年度活動見込

- 9 4.5

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
津波防災地域づくりに関する法律（第6条3項）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

18.9 0

試験研究費

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

一般会計

0.1

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - -

測
定
指
標

実績値 % -

施策 41 技術研究開発を推進する

政策 11 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

-

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

- -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

94.4

ＫＰＩ
（第一階層）

- -

達成度 ％ -

単位

-

目標を達成した技術研究開発課題の割合

-

-

年度 年度

- -成果実績

-

- -

年度

92.2 -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- - -

単位
-

計画開始時
27年度 28年度

- 80 80 -

年度

中間目標

-

-

目標値

80

目標最終年度

-



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

終
了
予
定

点
検
・
改
善
結
果

事前に検討項目、調査対象等について所内審査を行った。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○ 当初見込み以上の活動実績をあげている。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

支出先の選定に当たっては第三者機関である技術提案審査
委員会による審査を行う、複数者の見積もりをとるなど、的
確な執行に努めた。

平成28年度で終了予定ではあるが、今年度の執行においては、１者応札となっている要因を分析し、改善に努めるべき。

行政事業レビュー推進チームの所見

27年度は昨年度確立した、自然インフラの減災効果を推定
するための水理実験のサンプル数を増やし、減災効果およ
び効果の発揮限界を試算した。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

津波の避難計画を立てる上で必要な知見を得る為の事業で
あり、優先度は高い。

妥当であると考えている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

○

㈱建設技術研究所の1社入札。1社入札の改善に努められたい。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

外部有識者の所見

改善の
方向性

現時点では問題なし。今年度も事前に検討項目、調査対象等について所内審査を行い、企画競争等により、競争性を確保する。昨年度の研
究の成果は、本年度以降も随時ホームページや論文などで公表していく予定である。

海岸堤防を越える津波に対する砂丘・ラグーンなどの自然インフラの減災効果及び限界を明らかにし、これらを津波防災地域づくりに活用する
ための技術的検討を行う重要な研究であり優先度が高い。支出先（業務請負者）選定の妥当性については総合評価等によって競争性を確保
し、第三者機関である技術提案評価審査会により審議を行い決定しており、的確な執行に努めている。また昨年度の研究（事業）の結果は、本
年度以降の研究に活用される重要な成果である。

事業名

‐

昨年度の業務成果を本年度も用いている。事例整理の結果
をホームページでまとめている。

○

支出先の選定に当たっては第三者機関である技術提案審査
委員会による審査を行う、複数者からの見積もりをとるなど、
的確な執行に努めた。

○

支出先の選定に当たっては第三者機関である技術提案審査
委員会による審査を行い、的確な執行に努めた。

随意契約（少額）となったものについても、複数者からの見積
もりをとり、安値の業者を選定した。

○

評　価項　　目

南海トラフ巨大地震の被害想定域の津波に対する粘り強さ
を安い整備費用と短い整備期間で効率的に向上させる研究
であり社会のニーズは高いと評価できる。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

「津波浸水想定の設定の手引き（国土交通省）」の改訂、「自
然・地域インフラの活用事例集」の作成、「自然・地域インフラ
を活用した津波減災対策のガイドライン」を提案するための
研究であり国で実施すべき。

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

委託【総合評価入札】

委託【随意契約（少額）】

平成22年度

-

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

新26-061

平成24年度

平成27年度平成25年度

予
定
通
り
終
了

-

平成26年度

予定通り平成２８年度で終了予定。本年度の執行にあたっては、他事業の事例なども参考にしながら１者応札の要因分析を行うとともに、引き続
き企画競争等により競争性・公平性の確保に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

449

--

新26-78

平成23年度

国土技術政策総合研究所

18百万円

自然・地域インフラの減災効果及び効果

発揮限界の定量評価方法の検討、津波

防災地域づくりにおける自然・地域インフ

ラの活用方法の検討

事務費 0.5百万円

①試験研究費 0.1百万円

②職員旅費 0.4百万円

Ａ． （株）建設技術研究所

17百万円

樹木などの植生の根を含む砂丘の津波

時の侵食破壊特性の調査を行った。

Ｂ． グランドスウェル（株）

0.5百万円

昨年度調査した、津波減災効果を有する

と思われる地物（自然・地域インフラ）につ

いて公表用のホームページを作成した。



支出先上位１０者リスト
A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

津波による地盤表層の侵
食過程に関する現地調査・
水理実験業務

1 96.3％

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

総合評価入札7010001042703 17

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

グランドスウェル
（株）

-
自然・地域インフラ事例集
紹介のホームページ作成
業務

0.5
随意契約
（少額）

- --

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-1

計 17 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

17

百万円未満

B.

津波による地盤表層の侵食過程に関する現
地調査・水理実験業務

費　目 使　途

役務費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.（株）建設技術研究所

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

（株）建設技術研究
所



（ ）

科学技術・イノベーション、国土強靱化施策

計

職員旅費

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- 1 5 -

3

年度

-

-

-

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- 14

1

1 2

2

43 -

-

-

-

13 -

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0450

年度29

-

7

-

歳出予算目平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

試験研究費

計算式 　　/

4.3

-

26年度

単位

- 0 2

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 17 15 13 0

17 15

執行率（％） - 100% 100%

平成２６年度
事業終了

（予定）年度
平成２８年度

12

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

巨大地震による被災からの迅速な復興という観点から、巨大地震後においても建築物の継続利用を可能とする範囲に被害を軽減できる耐震技術の確立が
求められている。巨大地震に対し建築物を完全に無損傷に留めることはコスト面で不合理であるが、地震後の修復性を考慮した上で損傷を一定水準内に許
容する設計を実施できれば、建設コストをそれほど上昇させることなく、地震後に建物利用者の速やかな社会活動の復帰を可能とする建築物を実現できる。
本事業では、建築物の多くを占める中低層建築物を対象に、効率的に中低層建築物の地震被害を軽減させる耐震技術の研究を行う。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-

28年度当初予算

15百万円/5件17百万円/1件

-

-

補正予算

百万円/件

15

単位

執行額（百万円）／本事業に関連する論文・報告発表、
刊行物公表件数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

中低層建築物の継続利用を損ねる代表的な被害パターンとしては、東日本大震災等での過去の被害事例の分析から、鉄筋コンクリート造の二次壁のせん断
ひび割れと杭の被害による建築物の傾斜が挙げられている。そこで、本研究では、これらの被害パターンを解消するため研究を行い関連技術のガイドライン
を取りまとめるとともに、これにより当該技術の普及と関係する建築技術基準の適用方法の合理化を図ることとする。二次壁のせん断ひび割れ抑制について
は構造実験の結果を踏まえ、繊維補強コンクリートの品質基準や構造性能評価方法を検討する。杭の被害抑制については、上部構造を傾斜させないための
要件、及び、遠心載荷実験と建物・地盤の同時地震観測の結果を踏まえ、上部-基礎-地盤連成系の各構造部分での「設計用地震力の設定方法」を検討す
る。

-

-

- -

-

巨大地震に対する中低層
建築物の地震被害軽減技
術を開発するための技術
的課題数

25年度

事業番号

巨大地震に対する中低層建築物の地震被害軽減技術に関する
研究 担当部局庁 国土技術政策総合研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 建築研究部　構造基準研究室 室長　森田 高市

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

17

巨大地震に対する中低層
建築物の地震被害軽減技
術の開発

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

件
本事業に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数

13百万円/3件

28年度活動見込

- 17 3

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

建築基準法第20条、建築基準法施行令第三章(構造強
度）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

13 0

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

一般会計

1

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - -

測
定
指
標

実績値 % -

施策 41 技術研究開発を推進する

政策 11 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

-

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

- -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

94.4

ＫＰＩ
（第一階層）

- -

達成度 ％ -

単位

-

目標を達成した技術研究開発課題の割合

-

-

年度 年度

- -成果実績

-

- -

年度

92.2 -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- - -

単位
-

計画開始時
27年度 28年度

- 80 80 -

年度

中間目標

-

-

目標値

80

目標最終年度

-



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

終
了
予
定

点
検
・
改
善
結
果

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○ 当初見込み以上の実績を上げている。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

平成28年度で終了予定。今後は研究成果の普及に努めるべき。

行政事業レビュー推進チームの所見

27年度は、杭基礎構造を対象とした遠心振動実験を行い、
研究計画通りの進捗である。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

外部評価委員会で、「鉄筋コンクリート造における二次壁の
損傷抑制技術及び基礎構造と上部構造のバランスを考慮し
た建築物の耐震設計技術について検討を行う有用な研究で
ある」との評価を受けた。

妥当であると考えている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

‐

なし（長谷川太一先生）

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

外部有識者の所見

改善の
方向性

支出先の選定については、価格競争や企画競争により競争性の確保に努める。
業務発注にあたっては、あらかじめ検討項目、調査対象範囲等について所内審査を行い、的確な執行に努める。

・「国費投入の必要性」、「事業の効率性」、「事業の有効性」の各項目については、それぞれ妥当であると判断できる。

鉄筋コンクリート造における二次壁の損傷抑制技術及び基礎構造と上部構造のバランスを考慮した建築物の耐震設計技術について検討を行
う有用な研究であり、優先度が高い。なお、支出先（業務請負者）選定の妥当性については第三者機関である技術提案評価審査会により審議
を予定している。

事業名

‐

○

真に必要なものに限定している。

○

一般競争による支出については、複数者による応札があり、
妥当性や競争性が確保できている。また、当該課題の発注
で一者応札の案件はなかった。

○

評　価項　　目

東北地方太平洋沖地震および熊本地震の被害を踏まえ、震
度６弱以上の揺れに対し、継続利用を可能とさせる建築物の
地震被害軽減技術を開発することを目的としており、国民や
社会のニーズを反映したテーマを設定している。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

建築基準法令上の技術基準の適用を見直すための検討も
必要であり国で実施すべきである。

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

委託【一般競争入札】

平成22年度

-

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

新26-062

平成24年度

平成27年度平成25年度

予
定
通
り
終
了

-

平成26年度

予定通り平成２８年度で終了予定。本研究で得られた成果が、積極的に活用されるよう、引き続き幅広い普及に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

450

--

新26-79

平成23年度

国土技術政策総合研究所

15百万円

・二次壁の組み込まれた１層１スパンの実

大架構試験体加力実験のデータを詳細

に分析

・繊維補強コンクリートの品質管理項目を

既往の研究の調査やメーカーサイドへの

ヒアリング調査

・遠心振動実験の計画・実施

・杭の設計用地震力評価のために考慮す

べき動的相互作用に関する諸条件を整理

事務費 5百万円

①試験研究費 4百万円

②職員旅費 1百万円

Ａ． （株）大林組

10百万円

・杭基礎建物モデル模型の作製

・遠心振動台への試験体と地盤・計測機

器等の設置

・遠心振動実験台の操作



支出先上位１０者リスト
A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

上部構造－基礎－地盤連
成系の縮小模型の作成及
び遠心振動実験業務

2 98.5％

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札7010401088742 10

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-1

計 10 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

10

B.

上部構造－基礎－地盤連成系の縮小模型
の作成及び遠心振動実験業務

費　目 使　途

役務費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.（株）大林組

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

（株）大林組



（ ）

1

一般会計

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

13 0

活動指標

13百万円/1件

28年度活動見込

- - 13

本事業に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数
件

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

13

住生活満足度を規定する
指標及び計測手法の開
発、指標を用いた効果的な
住宅施策の実施・評価手法
の開発

実施方法

事業番号

住生活満足度の評価構造に基づく住宅施策の効果的実施手法
に関する研究 担当部局庁 国土技術政策総合研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 住宅研究部
住宅性能研究官
長谷川 洋

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

-

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

国民の住生活ニーズが多様化・高度化するなかで、豊かな住生活の実現に向けた効果的な住宅施策の実施に向けて、①若年・子育て世帯や高齢者世帯な
ど多様な世帯属性ごとの住生活の豊かさに対する評価と、それを規定する住生活に係る資源の実態の関係から住生活満足度の評価構造を解明し、②世帯
属性ごとの住生活満足度を規定する指標とその計測方法を開発する。また、これらを踏まえ③住生活満足度の目標達成に必要な指標の改善量（施策実施
量）の推計手法及び施策の実施による住生活満足度の向上効果の評価手法を開発する。

-

-

- -

-

住生活満足度を規定する
指標及び計測手法の開発
等に必要な、世帯属性等に
応じた住生活満足度の評
価構造の解明などの技術
的課題数

25年度

15

単位

執行額（百万円）／本事業に関連する論文・報告発表、
刊行物公表件

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

-

補正予算

百万円/件

13百万円/1件-

28年度当初予算

平成２６年度
事業終了

（予定）年度
平成２８年度

12

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

多様な世帯属性ごとの住生活の豊かさに対する満足度（以下「住生活満足度」という。）の評価構造を解明し、住生活満足度を規定する指標を用いた効果的
な住宅施策の実施・評価手法の開発をすることにより住生活満足度を効果的に高める施策の立案や評価（ＰＤＣＡサイクル）を合理的に行い、もって国民の住
生活満足度の効果的な向上に資することを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 13 15 13 0

12 13

執行率（％） - 92% 87%

単位

- 1 1

計算式 　　/

13

-

26年度

試験研究費

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

歳出予算目

　 0451

年度28

-

7

-

住生活基本法（最終改正：平成23年8月30日法律第105号）、
住生活基本計画（平成28年3月）、「経済財政運営と改革の基
本方針について（平成25年6月14日・閣議決定）」

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- 14

1

1 2

2

43 -

-

-

-

13 -

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

-

-

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- 0 1 -

1

29年度要求 主な増減理由

25年度

計

職員旅費

科学技術・イノベーション

チェック



-

80

目標最終年度

-

-

目標値

中間目標

年度

- 80 80 -

計画開始時
27年度 28年度

-

- - -

単位
年度

92.2 -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- -

-

成果実績

-

-

年度 年度

- -

単位

-

目標を達成した技術研究開発課題の割合

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

94.4

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

- - 年度
定量的指標 25年度

-

実績値 % -

施策 41 技術研究開発を推進する

政策 11 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価



住生活基本計画（全国計画）の成果指標の拡充、国の住宅
関連統計調査（住宅・土地統計調査、住生活総合調査等）の
整備に反映されるとともに、住生活満足度を効果的に高める
施策の立案及び評価（ＰＤＣＡ）のために国が活用する技術
ツール等の研究であるため、国で実施すべきである。

○

評　価項　　目

国民の住生活ニーズが多様化・高度化するなかで、効果的
な住宅施策に資するため、多様な世帯属性ごとの住生活の
豊かさに対する満足度（住生活満足度）の評価構造を解明
し、住生活満足度を規定する指標と、指標を用いた効果的な
住宅施策の計画・実施・評価手法を開発する研究であり社会
のニーズが高いと評価できる。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

‐

○

業務発注を計画するにあたっては、あらかじめ検討項目、調
査対象範囲等について十分検討を行い、効率的な執行に努
めている。
業務の主たる部分に係る再委託は禁止し、主たる部分以外
の再委託については、軽微なものを除き、再委託承諾申請
を求めており、支出先・使途を確認することとしている。

○

支出先については、価格競争や総合評価、企画競争により
競争性の確保に努めている。
支出先（業務請負者）選定の妥当性については、第三者機
関である技術提案評価審査会による審議を実施している。
発注にあたっては、他事業の事例なども参考にしながら１者
応札の原因分析を行うとともに、引き続き、価格競争や企画
競争により競争性・公平性の確保を図る。

○

点検結果

改善の
方向性

今後も内部組織又は外部有識者による点検・評価結果等を踏まえて、適切に取組を実施していく。

「国費投入の必要性」、「事業の効率性」、「事業の有効性」の各項目については、それぞれ妥当であると判断できる。

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

有

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

住生活満足度を効果的に高める施策の立案及び施策効果
の評価（実効性あるＰＤＣＡの実行）に資する研究であり、優
先度が高い。

妥当であると考えている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

平成27年度は研究計画通り、特に若年・子育て世帯を主対
象とし、住生活満足度の主観的評価と住生活資源の実態に
関するデータを取得し、その分析により評価構造を分析し
た。また、住生活満足度に影響を及ぼす各施策分野につい
てPDCAのためのロジックモデルと成果指標を開発した。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○ 見込み通りの進捗状況である。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

事業開始前に外部有識者による「効率性（研究の実施方法、
実施体制）」、「有効性（成果の見込みと活用方針）」等の評
価項目に関する『事前評価』を受けており、事業終了後には
「当初の目標に対する達成度」、「研究成果と成果の活用方
針」等の評価項目に関する『事後評価』を受けることとしてい
る。

点
検
・
改
善
結
果

企画競争については、発注者が仕様の詳細を定めがたいも
のに限定している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

事業所管部局による点検・改善



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

委託【随意契約（企画競争）】

-

新26-80

平成23年度

451

-

外部有識者の所見

平成26年度

㈱アルテップの1社入札。1社入札の改善に努められたい。

予定通り平成２８年度で終了予定。本年度の執行にあたっては、他事業の事例なども参考にしながら１者入札の要因分析を行うとともに、引き続
き企画競争等により競争性・公平性を確保し、適正な執行に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

予
定
通
り
終
了

-

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

新26-063

平成24年度

平成27年度

平成28年度で終了予定ではあるが、１者入札となった要因を分析するとともに、引き続き適正な執行に努めるべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

-

終
了
予
定

平成22年度

国土技術政策総合研究所

13百万円

①業務実施方針の決定

②ヒアリングの対象者、調査対象自治体・地

区等の決定

③調査の内容の決定

④調査結果の詳細分析による若年・子育て

世帯の住生活満足度の評価構造の分析

⑤住生活満足度の向上に係るPDCAのための

ロジックモデルの作成と成果指標の整理

事務費 1百万円

①職員旅費 1百万円

Ａ． （株）アルテップ

12百万円

国土技術政策総合研究所が行う検討に

必要な次のデータの収集・整理

①若年・子育て世帯の住生活に係る意識

及び政策課題に係る既往知見の調査整

理（文献調査、有識者ヒアリング等）

②若年・子育て世帯の住生活満足度の

主観的評価等に関する調査（アンケート・

インタビュー調査の実施）

③若年・子育て世帯の住生活満足度の

評価構造の基礎的分析整理（調査結果

のデータベース作成、基礎的分析整理）



支出先上位１０者リスト
A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

（株）アルテップ

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

金　額
(百万円）

A.（株）アルテップ費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

使　途

役務費
若年世代等の住生活満足度の評価構造に
関する調査整理業務

費　目

B.

金　額
(百万円）

12

費　目 使　途

計 12 計 0

1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-1 98.6％

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

5011001027530 12

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

若年世代等の住生活満足
度の評価構造に関する調
査整理業務



（ ）

一般会計

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

住生活基本法15条・16条・18条
密集市街地における防災街区の整備の促進に関する
法律３条

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

11百万円/5件

28年度活動見込

- 2.2 1.7

本事業に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数
-

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

13

都市の脆弱部分等の評価
を行うためのシミュレータの
改良、対象市街地の実態
を踏まえたシミュレーション
用の市街地データの構築、
市街地火災等に対する脆
弱性と防災対策効果の評
価

実施方法

事業番号

地震時の市街地火災等に対する都市の脆弱部分及び防災対策
効果の評価に関する研究 担当部局庁 国土技術政策総合研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室

都市研究部（都市防災研究室、都市
計画研究室、都市開発研究室）
建築研究部（材料・部材基準研究
室）

都市研究部長　佐藤　研一

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

-

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

密集市街地の防災面での脆弱性評価として、地区から広域レベルに至る市街地火災の延焼過程、住民の避難、市民の巻き込まれ等について検証・評価する
とともに、密集市街地の大部分を構成する木造建築物等における様々な個別の事象が、延焼火災に及ぼす影響を評価し、評価基準の改善案を作成する。さ
らにこの評価基準を用いて、密集市街地の市街地火災等による危険性を低減する上で、効果が高くかつ迅速に行える、市街地整備上の対策について、その
効果を評価し、また効果的な実施方法を検討するものである。

-

-

- -

-

都市の脆弱部分等の評価
を行うためのシミュレータの
改良等に必要な、脆弱性
が想定される密集市街地
の実態調査などの技術的
課題数

25年度

13

単位

執行額（百万円）／本事業に関連する論文・報告発表、
刊行物公表件数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

-

補正予算

百万円/件

12百万円/7件13百万円/6件

平成２６年度
事業終了

（予定）年度
平成２８年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

住生活基本計画において定めた「地震時等に著しく危険な密集市街地」の解消に寄与するために、新たな条件・状況・事象を考慮した密集市街地の脆弱部分
の解明を行い、密集市街地の危険性に係る評価基準の改善案を作成するとともに、都市整備を中心とした防災対策の効果に対する定量的比較をもとに迅
速・効果的な防災対策の評価・提案を行う。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 13 13 11 0

13 12

執行率（％） - 100% 92%

単位

- 2 5

計算式 　　/

2.2

-

26年度

　 0452

年度29

-

6

-

住生活基本計画（全国計画）
都市計画運用指針、防災都市づくり計画策定指針

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- 17

1

1 1

1

33 -

-

-

-

11 -

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

-

-

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- 6 7 -

5

25年度

科学技術・イノベーション、国土強靱化施策

チェック



-

80

目標最終年度

1

-

-

目標値

中間目標

11 0

年度

- 80 80 -

計画開始時
27年度 28年度

-

- - -

単位
年度

92.2 -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- -

-

成果実績

-

-

年度 年度

- -

28年度当初予算

単位

-

目標を達成した技術研究開発課題の割合

10試験研究費

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

94.4

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

歳出予算目

- - 年度

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度

-

計

実績値 % -

職員旅費

施策 41 技術研究開発を推進する

政策 11 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価



「地震時等に著しく危険な密集市街地」の期間内の解消に向
けて、早急な対策の検討を要するとともに、国が行う住生活
基本計画の推進に際しても、技術的な検証と評価基準の改
善が必要であることから、国において行う必要がある。

○

評　価項　　目

外部有識者による評価委員会において、密集市街地の防災
上の脆弱部分を解明し、効果的な都市整備を中心とした対
策案の提言、密集市街地の防災性評価基準の改善を提案
する重要な研究であり、国土技術政策総合研究所において
実施すべきとの評価を受けている。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

‐

○

各技術課題の解決に資する業務発注内容とした。

○

一般競争入札及び随意契約（企画競争）による支出につい
ては、複数者が応札・技術提案をしている。
随意契約（少額）での支出については、見積もりを複数者に
依頼し、最も安い金額を示した者と契約している。

○

点検結果

外部有識者の所見

改善の
方向性

技術提案が必要となる業務発注に際しては、所内審査、第三者機関である技術提案審査委員会による審査を行うとともに、企画競争により的
確な予算の執行に努める。

・「国費投入の必要性」、「事業の効率性」、「事業の有効性」の各項目については、それぞれ妥当であると判断できる。
・密集市街地の防災上の脆弱部分を解明し、効果的な都市整備を中心とした対策案の提言、密集市街地の防災性評価基準の改善を提案する
重要な研究であり、優先度が高い。

○

なし（長谷川太一先生）

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

無

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

大地震時に市街地大火等により危険性が高いと想定される
密集市街地に対し、国は住生活基本計画において「地震時
等に著しく危険な密集市街地」に指定している。その早急な
解消に向けた防災対策の推進のためには、防災性の評価
基準を改善して効果的に対策を進める必要がある。

妥当であると考えている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

27年度中に完了すべき斜面市街地における火災シミュレー
ション試行を行うともに、シミュレータに用いる風環境機能の
プログラム改良、その他（火災実験等）について、当初予定
どおり実施した。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○ 当初見込以上の活動実績をあげている。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

事業開始前に外部有識者による「効率性（研究の実施方法、
実施体制）」、「有効性（成果の見込みと活用方針）」等の評
価項目に関する『事前評価』を受けており、事業終了後には
「当初の目標に対する達成度」、「研究成果と成果の活用方
針」等の評価項目に関する『事後評価』を受けることとしてい
る。

点
検
・
改
善
結
果

技術的課題は多岐にわたるため、それぞれ専門とする者と
契約出来るよう業務内容を分ける、契約方式を変えることに
より効率化している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

事業所管部局による点検・改善



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

委託【随意契約（企画競争）】

委託【一般競争入札】

委託【随意契約（少額）】

-

新26-82

平成23年度

452

-

平成26年度

予定通り平成２８年度で終了予定。本年度の執行にあたっては、引き続き企画競争等により競争性・公平性を確保し、適正な執行に努める。ま
た、来年度の公表に向け、成果指標及び成果目標について、より平易な表現となるよう検討する。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

予
定
通
り
終
了

-

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

新26-064

平成24年度

平成27年度

平成28年度で終了予定ではあるが、引き続き事業の適正な執行に努めるべき。また、成果指標及び成果目標が国民にとってわかりやすいものと
なるよう工夫をするべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

-

終
了
予
定

平成22年度

国土技術政策総合研究所

12百万円

・実験計画の作成、実験用機器製作の仕

様作成、調査内容及び調査方法の企画・

指示

・調査対象地区の決定、ケーススタディの

条件設定、地方公共団体等との調整

事務費 3.5百万円

①試験研究費 3百万円

②職員旅費 0.5百万円

Ａ． （株）日本海コンサルタント

4百万円

・市街地火災の延焼及び避難シミュレー

ションの実施のための多様な市街地モデ

ルの作成とプレスタディの実施業務

・市街地火災の延焼及び避難シミュレー

ション用の入力データ作成、プレスタディ

を実施

Ｂ． （株）ＣＡＥソリューションズ

2百万円

・CFDを用いた市街地火災時の流れ場設

定プログラム作成業務

市街地火災シミュレーションプログラム

に、地形に応じた風速・風圧設定機能の

追加等を行うものである。

Ｃ． 民間企業（3社）

2.5百万円

・火災実験に必要な機器等の製作及び実

験補助、火災実験用消耗品の購入



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

（株）エジマ 7010001001171 熱流束計校正購入 0.6
随意契約
（少額）

- - -

エア・リキード工業ガ
ス（株）

2140001053171 プロパンガス購入 0.2
随意契約
（少額）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）エジマ 7010001001171 熱流速計購入 0.7
随意契約
（少額）

- - -

（株）日本海コンサル
タント

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

金　額
(百万円）

A.（株）日本海コンサルタント

2

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

ＣＦＤを用いた市街地火災時の流れ場設定
プログラム作成業務

使　途

役務費 役務費
市街地火災の延焼及び避難シミュレーショ
ンの実施のための多様な市街地モデルの
作成とプレスタディの実施業務

費　目

B.（株）ＣＡＥソリューションズ

金　額
(百万円）

4

費　目 使　途

計 4 計 2

C. D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

百万円未満

計 0 計 0

1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

84.9％1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）ＣＡＥソリュー
ションズ

4010001132498
ＣＦＤを用いた市街地火災
時の流れ場設定プログラム
作成業務

2 一般競争入札 3 -

3

4

1

2

（株）エジマ 7010001001171
外壁火災実験燃焼チャン
バー製作業務

0.9
随意契約
（少額）

- - -

5
メディカルシステムコ
ンサルタント（株）

6010701009721
論文英訳及びネイティブ
チェック業務

0.1
随意契約
（少額）

- - -

2 97.9％

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

6220001005078 4

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

市街地火災の延焼及び避
難シミュレーションの実施
のための多様な市街地モ
デルの作成とプレスタディ
の実施業務



（ ）

一般会計

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
都市計画法、建築基準法、都市再生特別措置法

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

14百万円/3件

28年度活動見込

- 8 4

本事業に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数
-

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

16

・郊外市街地の計画、維持
管理技術の開発
・新技術・新産業の立地評
定技術の開発

実施方法

事業番号

都市の計画的な縮退・再編のための維持管理技術及び立地評
定技術の開発 担当部局庁 国土技術政策総合研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室
都市研究部（都市計画研究室、都市
開発研究室）、建築研究部（設備基
準研究室）

都市研究部長　佐藤　研一

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

-

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

本事業は、①郊外市街地の計画、維持管理技術の開発、②新技術・新産業の立地評定技術の開発、の２つのサブテーマで構成される。①については、人口・
世帯構成の将来変化とインフラ・サービスの将来維持コスト等から郊外市街地の計画的縮退・再編に係る候補地区の分類手法を開発するとともに、インフラ・
サービスの段階的縮小・閉鎖プログラムや従後の維持管理手法を開発し、跡地活用ビジネスと一体化した再編事業スキームを構築する。②については、新
技術・新産業の出現による騒音等主要な外部影響と軽減措置の効果に関する実測・実験を行い、得られたデータを用いて外部影響や軽減措置効果に関する
予測計算ソフトや判定チェックシート等、新技術・新産業に関わる立地評定技術を開発する。

-

-

- -

-

郊外市街地の計画、維持
管理技術の開発等のため
に必要な、将来像予測手
法と対策別地区分類手法
の開発などの技術的課題
数

25年度

16

単位

執行額（百万円）／本事業に関連する論文・報告発表、
刊行物公表件

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

-

補正予算

百万円/件

16百万円/4件16百万円/2件

平成２６年度
事業終了

（予定）年度
平成２８年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

人口の減少と急速な高齢化の進行、産業構造の変化、厳しい財政状況化での行政サービスコストの増大等、都市をめぐる社会経済環境の大きな変化に対応
し、都市の再構築を図りつつ、集約型都市構造に転換していくため、郊外市街地における縮退・再編エリアの客観的な評価・選定手法及び計画的な縮退・再
編の段階に応じた市街地の維持管理技術の開発、並びに新技術や新産業を市街地に受け入れるために必要となる立地評定技術の開発を推進することを目
的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 16 16 14 0

16 16

執行率（％） - 100% 100%

単位

- 2 2

計算式 　　/

4.7

-

26年度

　 0453

年度29

-

13

-

社会資本整備重点計画（H24.8.31閣議決定）
社会資本整備審議会都市計画制度小委員会中間とりまとめ
（H24.9.3策定）
第３期国土交通省技術基本計画（H24.12.7策定）
日本再興戦略（H25.6.14閣議決定）
経済財政運営と改革の基本方針2014（H26.6.24閣議決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- 15

2

2 4

4

46 -

-

-

-

14 -

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

-

-

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- 2 4 -

3

25年度

科学技術・イノベーション

チェック



-

80

目標最終年度

1

-

-

目標値

中間目標

14 0

年度

- 80 80 -

計画開始時
27年度 28年度

-

- - -

単位
年度

92.2 -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- -

-

成果実績

-

-

年度 年度

- -

28年度当初予算

単位

-

目標を達成した技術研究開発課題の割合

13試験研究費

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

94.4

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

歳出予算目

- - 年度

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度

-

計

実績値 % -

職員旅費

施策 41 技術研究開発を推進する

政策 11 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価



郊外市街地の縮退・再編や、新たな形態の生産・サービス活
動に係る開発・建築規制の適用に関する評価基準類の作成
にかかる技術研究であり、法令の運用改善に資することを目
標とした研究であるため、国の機関である国土技術政策総
合研究所で実施すべき事業である。

○

評　価項　　目

集約型都市構造への転換を目指し、郊外市街地の縮退・再
編のための計画、維持管理技術の開発、新技術・新産業立
地の環境評定技術について開発を行うことを目的としてお
り、社会的ニーズの高い事業である。また、外部有識者によ
る評価委員会において事前評価を受け、国土技術政策総合
研究所が実施すべきという評価を受けている。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

‐

○

事業目的に即し真に必要な支出に限定されており、事業目
的と無関係な支出はない。

○
支出先（業務請負者）選定においては、企画競争により複数
者から技術提案を受け、第三者機関である技術提案評価審
査会による審議を経ており、競争性や妥当性を確保してい
る。

○

点検結果

改善の
方向性

・昨年度に実施した改善策を、今年度も引き続き続ける。

・「国費投入の必要性」、「事業の効率性」、「事業の有効性」の各項目については、それぞれ妥当であると判断できる。
・郊外市街地の縮退・再編のための計画、維持管理技術の開発、新技術・新産業立地の環境評定技術について開発を行う非常に重要な研究
であり、事業開始前に外部有識者より国土技術政策総合研究所が実施すべきであるとの評価を受け研究に着手しており、優先度が高いと評
価できる。
・支出先（業務請負者）選定においては、企画競争により技術提案を受け、第三者機関である技術提案評価審査会による審議を経ており、競
争性や妥当性を確保している。また、競争的に高度な技術提案を受けることにより、効果的に事業を実施している。
・企画競争による支出先（業務請負者）選定にあたっては、早期発注による履行期間の延長や参加資格の拡大等を通じて、競争性の向上を
図った。
・中間的な研究成果を地方公共団体の担当職員に提示して意見交換を行い、研究開発にフィードバックする等、より利用可能性の高い成果が
得られるよう努めた。

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

有

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

「日本再興戦略」や「経済財政運営と改革の基本方針」等で
必要性が打ち出されている集約型都市づくりに向け、地方公
共団体の取り組みを支援するため、郊外市街地縮退・再編
のための具体の計画管理手法の確立や、各界からの要望
が高い用途地域制度に係る制度改善につながる研究であ
り、早急に実施すべき事業である。

妥当であると考えている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

27年度は、「地区レベルのインフラ・サービスの維持管理に
係る費用便益簡易評価ツール」のプロトタイプ、及び「まちな
かものづくり事業所の周辺騒音影響の事前評価ツール活用
の手引き（案）」を作成し、２年目として、成果目標に見合った
成果実績が得られた。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○
27年度は、見込み2件に対して4件の論文を公表し、見込み
以上の活動実績が得られた。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

支出先（業務請負者）選定においては企画競争による発注
方式を採用し、競争的に高度な技術提案を受けることによ
り、効果的に事業を実施した。

点
検
・
改
善
結
果

ケーススタディ都市・地区の選定に際し、国土交通省本省及
び地方整備局、県、市から的確な情報提供を受けることによ
り、効率的に都市・地区の選定及びケーススタディを実施す
ることができた。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

事業所管部局による点検・改善



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

委託【随意契約（企画競争）】

委託【随意契約（少額）】

-

新26-83

平成23年度

453

-

外部有識者の所見

平成26年度

㈱アルテップ及び日本工営㈱の1社入札。1社入札の改善に努められたい。

予定通り平成２８年度で終了予定。本年度の執行にあたっては、他事業の事例なども参考にしながら１者応札の要因分析を行うとともに、引き続
き企画競争等により競争性・公平性を確保し、適正な支出先の選定に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

予
定
通
り
終
了

-

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

新26-065

平成24年度

平成27年度

企画競争による支出先の選定にあたって、競争性確保の取組を実施した点は評価できるが、結果として１者応札になっている支出も見受けられ
る。平成28年度で終了予定ではあるが、引き続き適正な支出先の選定に努めるべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

-

終
了
予
定

平成22年度

国土技術政策総合研究所

16百万円

・調査内容、調査方法の企画、指示

・調査対象地区の決定、調査実施に係る

地方公共団体との調整

・各種調査により得られたデータをもとに、

基準化やガイドライン作成に向けた分析・

検討

事務費 4.4百万円

①試験研究費 3.3百万円

②職員旅費 1.1百万円

Ａ． 民間企業（2社）

10百万円

・郊外市街地の計画的縮退・再編事業に

係る費用便益評価に関する調査業務

・まちなかものづくり事業所の立地評定へ

の周辺騒音影響予測シートの試適用業

務

Ｂ． 民間企業等（3社）

1.6百万円

・新潟県上越市における除雪車走行ＧＩＳ

データに基づく除雪費用等の算定業務

・騒音収録および音場再生システム改良

業務

・ デジタル道路地図データベース利用ラ

イセンス購入



支出先上位１０者リスト
A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

日本工営（株）

（株）アルテップ

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

金　額
(百万円）

A.日本工営（株）費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

使　途

役務費
郊外市街地の計画的縮退・再編事業に係る
費用便益評価に関する調査業務

費　目

B.

金　額
(百万円）

6

百万円未満

費　目 使　途

計 6 計 0

1

2
随意契約

（企画競争）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

2

-

（株）桑原測量社 7110001018981
新潟県上越市における除
雪車走行ＧＩＳデータに基づ
く除雪費用等の算定業務

0.7

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）ＦｉＴ 6010901022193
騒音収録および音場再生
システム改良業務

0.8
随意契約
（少額）

- -

随意契約
（少額）

- - -

（一財）日本デジタル
道路地図協会

2010005018910
デジタル道路地図データ
ベース利用ライセンス購入

0.1
随意契約
（少額）

- - -

1 98.1％

法　人　番　号

5011001027530

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

1 96.4％

2010001016851 6

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

4

郊外市街地の計画的縮退・
再編事業に係る費用便益
評価に関する調査業務

まちなかものづくり事業所
の立地評定への周辺騒音
影響予測シートの試適用
業務



（ ）

4

一般会計

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

項目

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

4.2 0

-

活動指標

5/2

28年度活動見込

- 2 2

検討項目数
項目

-

※百万円未満を四捨五入しているため、「予算額・執行額」欄と誤差が生じている

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

4

空港舗装の点検・補修技術
の高度化

実施方法

事業番号

空港舗装の点検・補修技術の高度化に関する研究 担当部局庁 国土技術政策総合研究所（横須賀） 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 空港施工システム室 室長　谷川　晴一

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

-

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　空港舗装の点検方法については、舗装の損傷が空港運用へ与える影響を考慮した点検項目の分析・整理を行い、点検項目に適合する非破壊計測技術等
の情報を収集・整理する。新たな計測技術を用いた点検方法を検討し、フィールド試験等で精度・効率性等を分析・評価する。また、補修方法については、現
在空港舗装に適用されていない補修材料の技術情報を収集・整理し、航空機荷重の載荷試験等で施工性・耐久性等空港舗装への適用性を分析・評価する。
以上の検討を通して新たな点検・補修方法を提案する。また、成果の普及のための関係規程類への反映案を検討する。

- -

-

- -

- -

開発技術

25年度

4

単位

当初予算額／検討項目数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

-

補正予算

百万円

-

4/24/2

28年度当初予算

-

-

平成２６年度
事業終了

（予定）年度
平成２８年度

0.2

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　航空機の総重量増加に伴う、空港舗装の損傷リスク増大及び、空港の運用時間延長に対応するため、非破壊計測技術などの新技術を導入した点検方法
及び、新たな補修材料の導入による迅速な補修方法を開発し、空港舗装の維持管理に導入することで、点検作業の時間短縮及び精度向上、補修作業の迅
速化を実現し、空港サービスの確保及び向上を目指す。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 4 4 5 0

4 4

執行率（％） - 100% 100%

単位

- 2 2

計算式
百万円/項
目

3

-

26年度

-

職員旅費

-

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）
-

歳出予算目

-

-

-

　 0454

年度28

-

1

-

-

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

5 -

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

-

-

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- 2 2 -

2

-

29年度要求 主な増減理由

25年度

-

計

試験研究費

-

科学技術・イノベーション、国土強靱化施策

チェック



-

・外部有識者による評価委員会において、国総研が実施す
べきという評価を得た上で研究に着手している。

○

評　価項　　目

・外部有識者による評価委員会において、研究の必要性に
関する評価を受けた上で研究に着手している。

80

目標最終年度

○

-

-

目標値

中間目標

年度

- 80 80 -

計画開始時
27年度 28年度

-

- - -

○

・業務着手時には業務計画書の提出を求めるとともに、打合
せや完了時に行う検査により業務の実施状況及び成果を把
握している。

単位

○

・支出先の選定について企画競争により競争性の確保に努
めており、支出先選定の妥当性については第三者機関であ
る技術提案評価審査会により審議していただいている。

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

有

年度

92.2 -

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

・国土交通省重点政策に位置付けられている「老朽化対策」
に該当する。

・企画競争により妥当なコストで契約している。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

‐

-

‐

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

-

-

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

- -

単位

-

目標を達成した技術研究開発の割合、「右記の数値以
上とする」

-

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： - -

26年度 27年度

94.4

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

- 年度
定量的指標 25年度

-

実績値 ％ -

施策 ４１　技術研究開発を推進する

政策 １１　ICTの利用活用及び技術研究開発の推進

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-

毎 年



-

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

-

・事業終了後には「研究開発の成果や活用状況等」に関し、
『事後評価』を受けることとしている。

-

-

平成23年度

- - -

- -

- -

-

-

点検結果

454

-

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

・事業終了後には「研究の実施方法と体制の妥当性」、「目標の達成度」等の評価項目に関し、外部有識者による『事後評価』を受けることとし
ている。
・支出先（業務受注者）選定の妥当性について第三者機関である技術提案評価審査会により審議していただいている。
・業務着手時には業務計画書の提出を求めるとともに、打合せや完了時に行う検査により業務の実施状況及び成果を把握している。

・外部有識者による評価委員会において、「必要性（科学的・技術的意義、社会的・経済的意義、目的の妥当性等）」、「効率性（計画・実施体制
の妥当性等）」、「有効性（新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、人材の育成等）」に関する『事前評価』を受けた上で研究に着手して
いる。
・支出先の選定について企画競争により競争性の確保に努めている。

-

‐

平成26年度

（一財）港湾空港総合技術センタ－の1社入札。1社入札の改善に努められたい。

広く入札参加者を募るため、従来の公告方法に加え電子調達システムを活用し、更なる競争性の確保に努める。
説明書交付した者で入札に参加しなかった者にアンケート調査を行い、１者となった原因を分析し競争性が高まるよう努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

平成25年度

執
行
等
改
善

-

新26-066

平成24年度

平成27年度

・類似事業はない。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

外部有識者の所見を踏まえて、より一層の競争性を高め１者入札の改善に努められるべきである。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

・事業終了後には「研究の実施方法と体制の妥当性」、「目
標の達成度」等の評価項目に関し、『事後評価』を受けること
としている。

事業番号

関
連
事
業

-

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○
・事業終了後には「研究の実施方法と体制の妥当性」に関
し、『事後評価』を受けることとしている。

○

-

所管府省・部局名

-

事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国土交通省

国土技術政策総合研究所

４．２百万円

【簡易公募型プロポ－ザルに準ずる方式】

Ａ．（一財）港湾空港総合技術セン
ター

新たな点検・補修技術

の空港舗装への適用

性の分析・評価

空港舗装点検手法の検討調査等業務

研究遂行に係る事務費

職員旅費０．２百万円



金　額
(百万円）

A.（一財）港湾空港総合技術センタ－

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

使　途

試験研究費 空港舗装点検手法の検討調査等業務

費　目

B.

金　額
(百万円）

4

費　目 使　途

計 4 計 0

C. D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計計 0

費　目 使　途

0

金　額
(百万円）

E. F. 

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

（一財）港湾空港総
合技術センタ－

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 99.1％

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

5010005002705 4

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

新たな技術を用いた点検
手法の実証試験等に関す
る調査

チェック



（ ）

宇宙開発利用、科学技術・イノベーション

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

83 78 84 -

76

年度

4

4

基本測量に関する長期計画(平成26年策定）
地理空間情報活用推進基本計画（平成24年閣議決定）
災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画の推
進について(平成25年11月8日科学技術･学術審議会建議）
国土地理院研究開発基本計画(平成26年4月）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

100 100

2

2 2

2

100 -

-

-

- -

93 93

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

　 0455

年度28

-

3

-

計算式 　　　X/Y

953

76,826/83

26年度

単位

70 67 58

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

105 103 95 93 93

97 93

執行率（％） 96% 94% 98%

平成１０年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

地震や火山活動による被害の軽減に向け、プレート境界面の固着域の推定の高度化に関する研究などの推進により、国民の安全・安心の確保を図るととも
に、国土地理院が行なう測量・地図作成の効率化や成果の高精度化、迅速な提供などに資する研究開発を実施し、地理空間情報の活用を推進し、豊かな国
民生活の実現を図ることを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

72,797/8474,755/78

-

- -

補正予算

95

単位

特別研究経費（X）／論文、発表報告等件数（Y）

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

101

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

  国土地理院が行う基本測量及び関連する施策が、国民の安全・安心の確保や豊かな国民生活の実現に資するよう、地球物理学、測地学、地形学などの地
球科学に加え、衛星技術、通信技術などの先端技術を活用して地震発生につながる地殻変動のメカニズム解明に関する研究、離島を含む我が国の位置や
形状を把握するためのGNSSなどの宇宙測地技術に関する研究、並びに災害と土地の地理的条件との関連についての解析的研究及び数値シミュレーション
手法を用いた災害危険度分布とその時間変化に関する研究などを国土地理院が行う測量の成果を用いつつ実施する。

- -

105

- -

- -

技術研究開発課題(特別研
究終了課題）数に対する、
成果が政府機関等で活用
された数の割合

25年度

事業番号

地理地殻活動の研究に必要な経費 担当部局庁 国土地理院 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室
地理地殻活動研究センター
研究管理課

課長　日下　正明

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

103

技術研究開発課題(特別研
究終了課題）の成果が政府
機関等で活用された数

実施方法

％

論文、発表報告等件数

72,460/76

28年度活動見込

926 958 867

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

国土交通省設置法（第４条）
地理空間情報活用推進基本法(第11条)

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

一般会計



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

目標値

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

測
定
指
標

計

実績値 ％ 97.9

職員旅費

土地建物借料

施策 41　技術研究開発を推進する

政策 11　ＩＣＴの利活用及び技術研究開発の推進

年度

89

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度
中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している研究・技術開発の適切な推進に資する。

歳出予算目

28

4

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

94.4

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

-

0

地理地殻活動研究調査費

達成度 ％

90

0

単位

138　目標を達成した技術研究開発課題の割合（毎年
度）

28年度当初予算

-

年度 年度

成果実績

年度

92.2 -

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

）

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

単位
計画開始時

27年度 28年度

80 80 80 -

93 93

年度

中間目標

目標値

80

目標最終年度

3

-



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必

要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

予算の執行状況等を適切に把握・確認するとともに、請負契
約の発注方法は、一般競争入札を原則とし、透明性・公平
性･競争性の確保に努めている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○
内部・外部評価により、研究の目的・効率性・有効性・効果・
進捗状況などが的確に管理されている。

‐

○

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

内部・外部評価により、研究の目的・効率性・有効性・効果・
進捗状況などが的確に管理されている。

研究成果はホームページを通して公開を行った。また、観
測・研究データは、地震調査委員会他の会議や関係機関に
報告・提供され、日本列島の地殻活動の検討等に利活用さ
れている。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

地震・火山・土砂災害等の減災・防災に資するもので有り、
優先度が高い。

事業目的に沿って予算の執行しており、その執行状況等を
適切に把握・確認している。
請負契約の発注方法は、一般競争入札を原則とし、透明性・
公平性･競争性の確保に努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

改善の
方向性

・引き続きコスト縮減に努めながら、これまでと同様に契約方式についても、透明性･公平性･競争性の高い発注方法･発注先の選定に努める。

・国土地理院の他の経費による事業と連携を図り、日本列島周辺の地殻活動メカニズムの解明等に関する研究等を進めた。
・業務の実施に当たっては、作業体制及び作業計画表の事前確認を行い、工程管理を通じて実施内容、支出先や使途について明確に把握で
きるように適宜確認を行っている。また、国民のニーズを踏まえた国土地理院の事業や政策の実現のために必要な研究課題に取り組んでお
り、関係部局や民間･大学等との適切な連携･役割分担を図るとともに、成果目標を立ててこれを着実に達成している。

事業名

重要度の高い観測・研究成果はホームページやマスコミを通
して、広く国民に周知されている。また、観測・研究データ
は、地震調査委員会他の会議や関係機関に報告・提供さ
れ、日本列島の地殻活動の検討等に利活用されている。

○

事業目的に沿って予算の執行しており、その執行状況等を
適切に把握・確認している。

○

複数の者が参加できるような方策を講じてはいるものの、結
果として一者入札となった。
競争性のない随意契約のうち、衛星画像データ（ＴｅｒｒａＳＡＲ
－Ｘ）については、取り扱う国内代理店が一者のみであった。
また、自治体等への支出は、電気料金や施設利用料などが
該当している。

○

評　価項　　目

国民の安全・安心の確保及び豊かな国民生活の実現のため
に重要である減災・防災に資することを目的としている。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

優先度が高く、また、対象地域が日本全土にまたがり、国が
実施すべき事業である。

○



事
業
内
容
の

一
部
改
善

平成22年度

引き続き国土地理院の他の経費による事業との連携を図り、効率的な事業の実施に努めるとともに、透明性・公平性・競争性の高い発注方法等
を通じコスト縮減に努めるべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

442

平成24年度

平成27年度平成25年度

執
行
等
改
善

439

平成26年度

引き続き国土地理院の他の経費による事業との連携を図りつつ、効率的な事業の実施に努めるとともに、透明性・公平性・競争性の高い発注方
法等を通じコスト縮減を図る。

関連する過去のレビューシートの事業番号

455

469

外部有識者の所見

464

462

平成23年度



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

国土地理院
職員旅費　3百万円

百万円
非常勤職員賃金　6百万円

百万円

百万円

百万円

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

計 0 計 0

C. D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 21 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

10

ＳＡＲ干渉解析における電離層誤差評価・補
正ｿﾌﾄｳｪｱの開発および電離層誤差補正効

4

雑役務費
ＲＴＫ－ＧＮＳＳリアルタイムデータ処理シス
テムの開発

B.

2

干渉ＳＡＲ時系列解析ソフトウェアの開発

費　目

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

雑役務費
キネマティックＰＰＰ－ＡＲ法によるリアルタイ
ム地殻変動監視に向けた測位性能調査作

5

使　途

雑役務費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.三菱スペース・ソフトウェア（株）

雑役務費

93

地理空間情報活用推進行政
に必要となる基礎的・先端的
な研究を実施

【一般競争、随意契約】

A.民間企業（39社）

83

研究に必要な物品の調達及び役務
の実施（地理地殻活動研究・調査業
務に関連する解析プログラム等の利
用支援業務　等）

【随意契約】

B.公益・一般社団/
財団法人等(7社）

1

研究に必要な書籍及びﾃﾞｰﾀ（学会
誌・専門情報誌・気象ﾃﾞｰﾀ）の調達、
学会参加費

C.自治体等(4社）

0.0

観測点等の設置に係る施設使用料
及び光熱水料



支出先上位１０者リスト
A.民間企業

干渉ＳＡＲ時系列解析ソフ
トウェアの開発

キネマティックＰＰＰ－ＡＲ
法によるリアルタイム地殻
変動監視に向けた測位性
能調査作業
ＳＡＲ干渉解析における電
離層誤差評価・補正ｿﾌﾄｳｪ
ｱの開発および電離層誤差
補正効果の検証作業

ＲＴＫ－ＧＮＳＳリアルタイム
データ処理システムの開発

地理地殻活動研究・調査業
務に関連する解析プログラ
ム等の利用支援業務

スクリーン　外３点の購入

ソフトウェア（ＭＡＴＬＡＢ）の
保守

衛星画像データ（ＴｅｒｒａＳＡ
Ｒ－Ｘ）購入

ハードウェアキー購入

並列計算ユニットシステム
購入

リアルタイムデータ受信装
置外購入

地形・地盤分類データ作成
プログラム構築業務
プレート間固着状態解析・
資料作成統合システムの
開発
東北地方太平洋沖地震後
の粘弾性変形の影響を除
去した陸域海域地殻変動
データ生成作業

11

2

5

4

2

10

0

5

2

5013201004656

5013201004656

9080401001770

9080401001770

9010001008669

9050001017674

7010701002964

7050001004757

7050001004757

7050001004757

2

0

0

随意契約
（その他）

随意契約
（少額）

一般競争入札

一般競争入札

2 96.5％

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

-

随意契約
（少額）

一般競争入札

随意契約
（少額）

一般競争入札

- -

1 97.7％

-

1 99.9％

法　人　番　号

9010401028746

9010401028746

9010401028746

4050001028222

4050001028222

4050001028222

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札

2 61.5％

一般競争入札

随意契約
（少額）

一般競争入札

0

9010401028746 10

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

随意契約
（少額）

0

2

1

-

- -

-

- -

随意契約
（少額）

衛星画像データ

液晶ディスプレイ　外３点購
入

プリンタ　外１０点

7050001004757

7050001004757

7012401001123

7012401001123

9010501012393

9010501012393

（株）ホサカ

（株）ホサカ

0

0

2

ソフトウェア（Ｏｒｉｇｉｎ　２０１
５）購入

ハードディスクユニット　外
３１点購入

ＡｒｃＧＩＳ　ｆｏｒ　Ｄｅｓｋｔｏｐ
Ｂａｓｉｃソフトウェアのライセ
ンスアップグレード作業

83.1％

24

-
（株）トータル･サポー
ト･システム

（株）トータル･サポー
ト･システム

（株）東京地図研究
社

（株）東京地図研究
社

サーバ購入

ソフトウェア（ReflexW
Complete２D/３D)購入

メモリーモジュール購入

25 4 96.7％

26

18

- -
随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

7050001004757

7050001004757

-
（株）トータル･サポー
ト･システム

21

22

-

23 1

パーソナルコンピュータ　外
２点購入

ソフトウェア　外９点購入

データ通信ライセンス購入19

20

15

16

7050001004757

0

14

3 75.8％

-

- -

- -

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

-

12

17

5

4

3

（株）トータル･サポー
ト･システム

（株）トータル･サポー
ト･システム

（株）トータル･サポー
ト･システム

0

0

2 98.6％

11

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

13

1 72.3％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

10

2 72.7％

2

3

9

6

1

3 93.4％

-

97.3％

- -

8

7

2

5 1 86.6％

1 100％

4

三菱スペース・ソフト
ウェア（株）

三菱スペース・ソフト
ウェア（株）

三菱スペース・ソフト
ウェア（株）

三菱スペース・ソフト
ウェア（株）

（株）コスモソニック
ツーワン

（株）コスモソニック
ツーワン

（株）コスモソニック
ツーワン

（株）パスコ

（株）パスコ

システムワークス
（株）

システムワークス
（株）

国際航業（株）

アカデミックエクスプ
レス（株）

（株）計算力学研究
センター

（株）トータル･サポー
ト･システム

（株）トータル･サポー
ト･システム



B.公益・一般社団/財団法人等

C.自治体等

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

3

1

2

仙台市水道事業管
理者

電気料 0
随意契約
（その他）

- -

6

7

4

5

一般財団法人日本
水路協会

7010805001912 データ購入 0
随意契約
（少額）

- -

一般社団法人日本
写真測量学会

6010005016761
日本写真測量学会平成２７
年度秋季学術講演会参加
費

0
随意契約
（少額）

- -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

公益社団法人日本
地球惑星科学連合

8010005013468
日本地球惑星科学連合２０
１５大会参加費及び投稿料

0
随意契約
（少額）

-

随意契約
（少額）

- -

地質汚染　医療地質
社会地質学会

論文投稿「社会地質学会
誌」

0
随意契約
（少額）

- -

2

-

公益社団法人東京
地学協会

6010005018709 論文投稿「地学雑誌」 0

日本地図学会

特定非営利活動法
人日本火山学会

1010005013425
日本火山学会２０１５年度
秋季大会学術講演会参加
費

0
随意契約
（少額）

- -

日本地図学会平成２７年定
期大会参加費

0
随意契約
（少額）

- -

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策

新潟市長 5000020151009 電気料・施設利用料 0
随意契約
（その他）

- -

五泉市長 5000020152188 電気料 0
随意契約
（その他）

- -

チェック



（ ）

算
出
方
法

関係
地球温暖
化対策

一般会計

活動実績

27年度
中間目標 目標最終年度

目標値

当初見込み

課題

活動指標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

気象業務法（第3条、第36条）　災害対策基本法（第3
条、第8条）　科学技術基本法（第14条、第16条等）　大
規模地震対策特別措置法（第33条）　活動火山対策特
別措置法(第30条)　海洋基本法（第23条）　環境基本法
（第30条、第33条）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

横断的な施策に
係る成果目標及

び成果実績
（アウトカム）

年度

- -

- -

単位

「地震・津波・火山対策の強化に関する研究」の課題数
（②）

- - -

「台風・集中豪雨等対策の強化に関する研究」の課題数
（①）

成果指標定量的な成果目標

当所では地球温暖化の
メカニズム解明や将来
の気候予測を行ってい
るが、それらは温暖化
防止に直接的に関与す
るものではないため

-

成果実績

課題

達成度 ％

-

達成度 ％

目
標
・
指
標

- -

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

789

気象業務への貢献

実施方法

定量的な成果目標

事業番号

気象研究所 担当部局庁 気象庁気象研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 企画室 水野 孝則

事業名

会計区分

28年度

228

翌年度へ繰越し ▲ 882

計

文教及び科学振興

▲ 267

783

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

台風・集中豪雨対策、地震・火山・津波対策、気候変動・地球環境対策に関する技術基盤・応用に関する研究を通じて、気象庁が発表する各種防災情報の高
度化や気象庁による一層精度の高い地球環境関連の情報の提供に向けた研究を実施するほか、気象業務への将来の実用化を見据え世界をリードする基
礎的・基盤的な研究も実施する。また、各種情報の精度向上や迅速な発表のために必要となる数値モデルの精緻化を進める研究や、観測データの解析手法
向上のため大容量のデータを処理する解析的研究の実施に不可欠である電子計算機システム（スーパーコンピュータ）の運営を行う。

-

784

- -

-

研究成果が活用された気
象業務の主なものの件数

25年度

787

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

267

884

件

-

補正予算

昭和３１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

気象業務に関する実用的技術の研究・開発を行い、気象庁が国民に提供する各種情報の精度向上や迅速化を図ることにより、災害の防止・軽減及び安全・
安心な社会の実現を目指す。

前年度から繰越し - 882

成果実績

目標値

成果指標 単位

件
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

件

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

786 1,632 1,054 788 2,230

1,611 1,026

執行率（％） 100% 99% 97%

研究成果の普及、学術の
振興への貢献

国内外の機関の委員等の
委嘱を受けた件数

成果実績 件

目標値

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 課題

当初見込み 課題

-

-

15 7 9

　 0456

年度

年度

-

-

-

211 172 - - -

国土交通省技術基本計画　防災基本計画　科学技術基本計
画　災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画の
推進について　海洋基本計画　環境基本計画　地球観測の
推進戦略

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

4 5

-

- -

-

-

-

788 2,230

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度

296 254 - - -

140 148 148 - -

5

-

年度

-

25年度

- -

- -

26年度

- -

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

15 7 9 -

8

28年度活動見込

-

6 7 7 9

26年度 27年度

6 7 7

海洋政策、科学技術・イノベーション、国土強靱化施
策、地球温暖化対策、ＩＴ戦略

チェック



－

国の気象業務に関する実用的技術の研究・開発を行うもの
であり、国が行う必要がある。

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

各研究課題が目標を達成することは、気象庁が国民に提供する各種情報の精度向上や迅速化につながり、災害の防止・軽減及び安全・安心な社会
の実現に寄与する。

評　価項　　目

自然災害の防止・軽減および安心・安全な社会の実現に資
する気象情報を求める国民や社会のニーズを反映してい
る。

-

目標最終年度

- - -

○

0.6

14 9 8 -

14 9

目標値

中間目標

26年度

27年度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

788.5 2,230

試験研究費

年度

80 80 80 -

788/25

活動指標

8 8

28年度活動見込

22 70 43

計画開始時
27年度 28年度

0.5

○

単位

・高密度な水蒸気観測による局地的大雨の直前予測技術の開発等 1,441.5

・「新しい日本のための優先課題推進枠」 1,422

年度

-

目標値 ％

K
P
I

(
第
一
階
層

）

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

自然災害の防止・軽減および安心・安全な社会の実現のた
めの研究・開発であり、必要かつ適切、また、優先度の高い
事業である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

単位

予算執行額／研究課題数（①＋②＋③）

単位当たり
コスト

○

百万円

電子計算機等借料

成果実績

-

年度 年度

1026/241611/23

28年度当初予算

0.4

単位

356

目標を達成した研究課題の割合

8

国
費
投
入
の
必
要
性

単位

編

当初見込み

「気候変動・地球環境対策の強化に関する研究」の課題
数（③）

活動実績 課題

当初見込み 課題

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

査読付き論文の発表数 活動実績

-

28年度活動見込

計算式 　　/

32

25年度 27年度

783/35

63 58 -

26年度

0.4

職員旅費

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

評価に関する説明

達成度 ％

0.6

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

-

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）
土地建物借料

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

中間目標 目標年度

歳出予算目

1,855

356

2

-

28年度活動見込

-

25年度 26年度

年度

16

29年度要求 主な増減理由

25年度

定量的指標 25年度

27年度

423

計

実績値 ％ 96

諸謝金

委員等旅費

施策 ４１　技術研究開発を推進する

政策 １１　ICTの利活用及び技術研究開発の推進

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価



○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

‐

大型施設であるスーパーコンピューターシステムの稼働率は
高く十分に活用されている。成果物は気象業務の改善に活
用されているほか、論文や学会での発表による普及、国際
機関の委員としての活動などによって活用されている。

511

463

平成23年度

内容を精査し、無駄のない予算の執行に努めている。

○
原則として、一般競争入札を利用するなど、競争性を確保し
ながら支出先を選定しているが、研究機関という特性上、多
数の案件がー者応札であったため、入札辞退者にヒアリング
を実施し、改善策を検討した結果、公告期間の延長の改善
を実施している。また、競争性のない随意契約により契約額
が約5千万円となった案件があったが、本契約Iは、入札公告
をしたが、応札者がなく、電気事業法により一般電気事業者
である東京電力㈱が供給義務があるため、その者と随意契
約を行ったものであり、問題はない。

○

点検結果

456

519

外部有識者の所見

改善の
方向性

事業の実施に当たっては、一般競争入札の執行及び随意契約（少額）のホームページへの掲載、又はつくば市内の国土交通省施設等機関に
よる物品役務の共同調達を図ることにより、調達の一層の競争性を高め、コストの削減に繋がる効率的効果的な予算の執行に努める。

気象業務に関する実用的技術の研究開発を行う機関は気象研究所以外になく、今後も気象庁が発表する各種防災情報の高度化や地球温暖
化関連の情報提供等の将来の実用化を見据えた基礎的・基盤的な研究は必要不可欠であり、事業を継続する必要がある。

○

平成26年度

火山活動の変動をより早期に把握する技術に関する研究を推進する。
集中豪雨の予測精度向上に関する研究を推進する。
チームの所見を踏まえ、引き続き、調達の競争性を確保しつつ、調達方法の改善を図り、コストの縮減に努める。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

有

平成25年度

執
行
等
改
善

488

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

自然災害の防止・軽減および安心･安全な社会の実現という
目的に対して、コストの水準の妥当性を判断することは困難
であるが、真に必要な経費に限定し、コストの削減に努めて
いる。

443

平成24年度

平成27年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

引き続き、調達の競争性を確保しつつ、調達方法の改善を図り、コストの縮減に努めるべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

毎年、気象業務の改善に貢献しており、成果目標に見合っ
た成果実績を挙げている。

事業番号
関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○ 見込みどおりの活動実績をあげている。

‐

○

有

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

気象庁の業務のための事業であり、その施設等機関である
気象研究所での実施が最も効率的かつ低コストである。

事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

調達において、随意契約のホームページへの掲載や他機関
との共同調達を図るなど、予算の効率的･効果的な執行に努
めている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

気象研究所

【一般競争入札】

Ａ．民間事業者（36社）

800百万円

Ｂ．民間事業者（364社）

217百万円

Ｃ．地方公共団体等（7者）

0.3百万円

【随意契約】

（註）

気象業務に関する技術

の研究開発に係る企画

立案及び事業の実施

（註）随意契約には、公募手続による随意契約と少額随意契約が含まれる。

少額随意契約については、複数者から見積を徴収して競争性を確保している。

〔スーパーコンピューターシステム借用 等〕

〔気象研究所で使用する電気の調達 等〕

〔土地使用料 等〕

1,026百万円

気象業務に関する技術

の研究開発に係る企画

立案及び事業の実施に

係る事務費 8.3百万円

①諸謝金 0.3百万円

②職員旅費 8.0百万円



物品購入費 電気料（五霞町） 0

金　額
(百万円）

A.．東京センチュリーリース（株）

54

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

電気料（大島野増)

気象研究所で使用する電気の調達

物品購入費

使　途

借用及び損料 物品購入費
スーパーコンピューターシステム借用（レンタ
ル）

費　目

物品購入費 0

0

B.．東京電力（株）

金　額
(百万円）

383

電気料（大島VOR／TAC)

費　目 使　途

計 383 計 54

C.．浜松市 D.．

費　目 使　途

借用及び損料 土地使用料 0.1

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0.1 計 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計計 0

費　目 使　途

0

金　額
(百万円）

E.． F．

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

東京センチュリー
リース（株）

三菱電機（株）

英弘精機（株）

英弘精機（株）

（株）東芝

ランスタッド（株）

ランスタッド（株）

ランスタッド（株）

ランスタッド（株）

三興通商（株）

（有）気象環境計測

（有）ナカショウ

日本アンス（株）

日本アンス（株）

（株）ＨＰＣソリュー
ションズ

（株）ＨＰＣソリュー
ションズ

1

5 - -

1 92.1％

4

98.1％

1 80.8％

8

7

9

6

1

3 96.9％

1

10

2 49.7％

2

3

11

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

13

1 97.5％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

14

1 99.6％

1 97.9％

12 9

9

6

1 90.9％

地震津波解析処理装置の
購入

地震動予測手法開発検証
装置の購入及び取付調整

2 97.2％一般競争入札

一般競争入札

15

16

94.6％

- -

法　人　番　号

4010001008772

1011001003287

1011001003287

2010401044997

1010001084148

1010001084148

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-

3 93％

一般競争入札

一般競争入札

-

6

6010401015821 382

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札 1 99.6％

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

2 99.9％

160

47

1

5

0.9

28

11

1010001084148

1010001084148

9010401012072

4050002014477

2050002022333

7012401003243

7012401003243

3010001100935

3010001100935

6

2

スーパーコンピューターシ
ステムの借用

ＭＰレーダーの購入及び取
付調整

ウィンドプロファイラー等の
購入及び取付調整

太陽追尾装置の購入

フェーズドアレイレーダー
の取付調整

研究事務支援者派遣

研究支援者派遣（ＣＦＭＩＰ
研究業務）

電計管理業務支援者派遣

研究支援者派遣（気候モデ
ル気候変動）

２次元ビデオディスドロメー
ターの購入

研究支援者派遣（風洞実験
施設研究開発業務）

パラメトリックスピーカーの
購入及び取付調整

酸素濃度観測装置の購入

温室効果ガス分析装置の
購入

38

22



B

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

国土交通省航空局 - 土地使用料 0
随意契約
（その他）

国土交通省航空局 - 建物使用料 0
随意契約
（その他）

福井県立敦賀工業
高等学校

- 土地使用料 0
随意契約
（その他）

東京都 8000020130001 電気料 0
随意契約
（その他）

東京都　大島町 2000020133612 土地使用料 0
随意契約
（その他）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

森町 2000020224618 土地使用料 0.1
随意契約
（その他）

（株）勝島製作所 3011801000985
自己浮上式海底地震計の
整備及び設置作業

4
随意契約
（公募）

自己浮上式海底地震計の
回収及び解体作業

1
随意契約
（公募）

国際航業（株） 9010001008669
沿岸波高高精度予測シス
テムソフトウェア機能拡張

4
随意契約
（公募）

（株）東陽テクニカ

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

8010001051991
水中グライダー用 リチウム
標準バッテリの購入

3
随意契約
（公募）

Ｋｕバンドレーダーの調整 1
随意契約
（公募）

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

（株）勝島製作所 3011801000985
自己浮上式海底地震計用
充電型電池交換

2
随意契約
（公募）

（株）勝島製作所 3011801000985

住友電設（株） 7120001044515
Ｋｕバンドレーダーの改修・
修理・調整

9
随意契約
（公募）

住友電設（株） 7120001044515

2 東京電力（株） 3010001166927 電気料（大島VOR／TAC) 0

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東京電力（株） 3010001166927
気象研究所で使用する電
気の調達

54
随意契約
（その他）

随意契約
（その他）

東京電力（株） 3010001166927 電気料（大島野増) 0
随意契約
（その他）

6

7

4

5

東京電力（株） 3010001166927 電気料（五霞町） 0
随意契約
（その他）

10

11

8

9

エルゼビア・ビー・ブ
イ

- 電子ジャーナルの利用 9
随意契約
（公募）

（株）データダイレク
ト・ネットワークス・
ジャパン

2010001124497 ストレージ装置の機能強化 12
随意契約
（公募）

14

15

12

13

（株）荏原製作所 1010801001748 風洞実験装置点検調整 5
随意契約
（公募）

16 （株）東芝 2010401044997
気象レーダー保守点検及
び修理

2
随意契約
（公募）

三弘計測サービス
（株）

9180001036117 精密制御震源装置修理 3
随意契約
（公募）

3

4

1

2

浜松市 3000020221309 土地使用料 0.1
随意契約
（その他）

7

8

5

6

東京都　大島町 2000020133612 土地使用料 0
随意契約
（その他）

9

10

国土交通省航空局 - 道路維持管理経費 0
随意契約
（その他）

高島市 2000020252123 土地使用料 0
随意契約
（その他）

チェック



（ ）

科学技術・イノベーション

44.5

計

諸謝金

委員等旅費

0.1

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- - 1 -

1

年度

-

-

第5期科学技術基本計画（H28.1閣議決定）、国土交通省技術
基本計画（H24.12）、地理空間情報活用推進基本計画（H24.3
閣議決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

45 59

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

　 0457

年度29

-

4

-

59

歳出予算目

0.3

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

0.1

職員旅費

計算式 　　/

26年度

単位

- - 1

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 45 45 59

- 44

執行率（％） - - 98%

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
平成２９年度

0.1

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

測位環境や３次元地図整備に係る各般の取組みを秩序だったものにする上で必要となる国の技術基準・ガイドラインが存在しないことから、民間を中心とする
試行も個別に実施されており、技術の調整・連携に乏しいため、これらの取組みの技術にかかる基準、ガイドラインを策定、公開することにより、これら技術の
社会実装を促進させる。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

0.1

28年度当初予算

-

- -

補正予算

45

単位

技術研究開発は、成果目標により実施する内容（分析、
実験等）が異なるため、単位当たりコストを示すことがで

きない。

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

屋内外の測位環境や、複雑な都市空間（地下街を含む公共的屋内空間等）を表現する３次元の地理空間情報（以下、「３次元地図」という）の未整備等、高精
度測位による新サービスの実現にかかる課題を解決するため、ビル街など衛星測位が困難な箇所を含む屋内外の測位環境の改善と相互連携、３次元地図
の整備・更新に関する技術開発を行う。

- -

-

- -

- -

技術的課題数

25年度

事業番号

３次元地理空間情報を活用した安全・安心・快適な社会実現の
ための技術開発

担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 技術調査課 課長　石原 康弘

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

-

屋内外における測位の相
互連携、屋内空間３次元地
図の整備・更新等の技術基
準やガイドラインの策定及
び公開

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

平成29年度は技術基準・ガイドライン等を作成するとともに技術実証等の実施を予定して
いる。.このために必要な技術研究開発調査費等の必要額を計上している。
百万円未満を四捨五入しているため、「予算額・執行額」欄と誤差が生じている。

本事業に関連する論文・報文発表、刊行物公表件数

28年度活動見込

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

45 59.5

技術研究開発調査費

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

一般会計

0.3

チェック



本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-

政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

                                      -

成果実績 - - - - -

測
定
指
標

実績値 ％

施策 ４１　技術研究開発を推進する

政策 １１　ICTの利活用及び技術研究開発の推進

-

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している研究・技術開発の適切な推進に資する。

-

29

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

国
費
投
入
の
必

要
性

単位

-

１６２　目標を達成した技術開発課題の割合

- 年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

- -成果実績

予算の執行状況等を適切に把握・確認するとともに、請負契
約の発注方法は、一般競争入札を原則とし、透明性・公平性･
競争性の確保に努めている。

○
外部有識者による「事前評価」において、研究の目的・効率
性・有効性・効果・進捗状況などが的確に管理されている。

‐

‐

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

外部有識者による「事前評価」において、研究の目的・効率
性・有効性・効果・進捗状況などが的確に管理されている。

‐

-

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業は、外部有識者による「事前評価」において、必要性
が高い課題であると評価されている。

事業目的に沿って予算の執行しており、その執行状況等を適
切に把握・確認している。
請負契約の発注方法は、一般競争入札を原則とし、透明性・
公平性･競争性の確保に努めている。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

年度

100

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

） - -

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

- - -

○

事業目的に沿って予算の執行しており、その執行状況等を適
切に把握・確認している。

単位

○

請負契約の発注方法は、一般競争入札を原則とし、透明性・
公平性･競争性の確保に努めている。

○

-

計画開始時
27年度 28年度

80

年度

中間目標

-

-

目標値

評　価項　　目

本事業は、外部有識者による「事前評価」において、必要性
が高い課題であると評価されている。

80

目標最終年度

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

本事業は、外部有識者による「事前評価」において、必要性
が高い課題であると評価されている。

○



事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

所管府省・部局名

成果目標について、各年度毎に目標値を設定し、短期的に実効的なＰＤＣＡサイクルを回すことができないか、検討すべき。また、活動指標と成果目
標をより関連づけることができないか、活動指標の設定方法について検討した上で、成果目標の達成に向け適切な執行に取り組むべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

現
状
通
り

民間では横断的な事業が困難な3次元地図の整備・更新等に関する技術にかかる基準・ガイドライン等の作成という目的は適正と考える。但し、最終年度の目標値
だけが定められ、事業年度ごとの目標値が定められておらず、事前の計画や事業年度ごとの工程管理等に問題がないか、これで事業の進捗度合の把握に支障が
ないかについては、確認を要する。また、最終の成果目標がガイドラインの策定であるにもかかわらず、かかる目標と必ずしも直接的に結びつかない、論文等の公
表件数が活動指標とされ、それで本当に妥当なのか、実験や調査による課題の克服等、より直接的かつ具体的な成果指標がないのかについても、確認・検討すべ
き。

・当事業は、予算の制約で、全体の計画期間は3年間とし、初年度に技術調査、2年度に技術開発を行い、3年度に技術開発の検証を行いガイドライ
ンを取りまとめることとしており、3年でPDCAサイクルを回す予定であり、ガイドラインの成案にもこの期間いっぱいかかる予定である。また今年度の
事業はすでに半分程度進行しており、今年度の発注も含めた具体的事業方針はすでに形成されていることから、あと残り1年半の事業期間を考えれ
ば、最終目標と一体化しての事業推進を行うことがコスト削減の面でも事業の効率性の上でも有効であると考える。なお、今後、新規事業の立ち上
げの際は、所見の内容を踏まえ検討していきたい。
・本事業の最終的な目標であるガイドライン等が外部でいかに使われるのかということが重要であるが、実際のガイドラインが来年度末にできるまで
外部で利用される機会がほとんどない。そのため、現状の中間成果物をいかに外部に提供し、宣伝していけるかを重視し、活動指標を「本事業に関
連する論文・報文発表、刊行物公表件数」とした。また、今回の技術開発はこれまで開発されていない領域を対象とするため、活動指標の設定方法
の検討には、外部評価する手段を持つための検証プロジェクトを別途立ち上げる等、さらなるコスト発生が見込まれることから、これまでどおりの指
標とした。なお、今後、新規事業の立ち上げの際は、所見の内容を踏まえ検討していきたい。
・発注にあたっては、引き続き競争性の確保に努めるなど、予算の適切な執行に努める。

点検結果

外部有識者の所見

改善の
方向性

・引き続きコスト縮減に努めながら、これまでと同様に契約方式についても、透明性･公平性･競争性の高い発注方法･発注先の選定に努める。

・業務の実施に当たっては、体制及び計画の事前確認を行い、工程管理を通じて実施内容、支出先や使途について明確に把握できるように適宜
確認を行っている。また、国民のニーズを踏まえた国土交通省の事業や政策の実現のために、成果目標を立ててこれを着実に達成している。

事業名



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

計 12 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

12

平成22年度

B.

３次元地図の整備・更新に関する調査業務

費　目

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

平成24年度

平成27年度平成25年度

使　途

雑役務費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

新27-0054

金　額
(百万円）

A.

平成23年度

チェック

国土交通省

４３．６百万円

総合技術開発プロジェクト

の計画主体

国土地理院

４３．６百万円

屋内外の測位環境の改善、３

次元地図の整備更新技術等の

標準化

Ａ．民間企業（11者）

４３．２百万円

屋内外の測位環境の改善、３

次元地図の整備更新等に関す

る調査、技術開発を実施

【一般競争等】

事務費 ０．４百万円

①委員謝金 ０．３４百万円

②委員等旅費 ０．０４百万円



支出先上位１０者リスト
A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

３次元地図の整備・更新に
関する調査業務

平成２７年度屋内測位のた
めの位置情報基盤の整備
に関する調査・検討業務

屋外３次元空間における高
精度衛星測位の適用範囲
拡大のための技術開発業
務

航空レーザ測量データを活
用した建物三次元データ取
得技術の開発

効率的かつ廉価な空間の
モデリング手法の調査検討
及び評価用ツール作成業
務

３次元モデル精度検証のた
めのレーザー点群計測業
務

ソフトウェア（ＡｕｔｏＣＡＤ　Ｌ
Ｔ　Ｃｉｖｉｌ　Ｓｕｉｔｅ　２０１６）

液晶ディスプレイ　外１１４
点

会議費

5

1

11

8

5

0.1

0

9070001013390

8010001111102

一般競争入札

随意契約
（少額）

1 100％

法　人　番　号

4021001041333

3120001031541

5220001007496

9010401028746

7011201001655

1010001110829

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

2 99％

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

一般競争入札

0.3

7011001009774 12

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

随意契約
（その他）

随意契約
（企画競争）

一般競争入札

2 100％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

10

3 85％

2

3

9

6

1

-

-

-

8

7

5 1 83％

2 99％

4

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

ジェイアール東日本
コンサルタンツ株式
会社

株式会社横須賀テレ
コムリサーチパーク

日立造船株式会社

株式会社利水社

三菱スペース・ソフト
ウエア（株）

株式会社構造計画研
究所

リコージャパン（株）

サンデンシステムエ
ンジニアリング株式
会社

株式会社オーキッド

チェック



（ ）

科学技術・イノベーション、国土強靱化施策

計

諸謝金

技術研究開発調査費

1.4

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- - 1 -

3

年度

-

-

「第4期科学技術基本計画」（H23.8閣議決定）
「骨太の方針2014「経済財政運営と改革の基本方針～脱デ
フレから好循環拡大へ～」（H26.6閣議決定）
「日本再興戦略-JAPAN is BACK-」（H25.6閣議決定）
「国土交通省技術基本計画」（H24.12）
「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」（H26.5）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- 3

11

27.3 -

-

-

- -

54 54

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0458

年度28

-

11

-

歳出予算目

0

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

52.5

職員旅費

計算式 　　/

26年度

単位

- - 0

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 32 54 54

- 31.9

執行率（％） - - 100%

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
平成２９年度

1.5

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

人口減少・超高齢社会において、子供から高齢者までが地域で安心して居住できる住環境の形成が求められており、地域安心居住機能（賃貸住宅、生活利
便施設、福祉施設、医療施設等）の老朽化及び集約型都市構造の形成が喫緊の課題となっている。そのため、地域安心居住機能の戦略的ストックマネジメン
ト技術を開発し、地方公共団体の業務支援ツールのパッケージを提供するとともに、各種技術指針等に反映することにより、地域安心居住機能の合理的なマ
ネジメントを可能とし、国民の地域での安心・安全な生活の実現や集約型都市構造の形成による生活利便性の確保を図ることを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-

28年度当初予算

52.6

予算
の状
況

％

-

補正予算

百万円/件

実施方法

32

単位

技術研究開発は、成果目標により実施する内容（需要
予測、実態調査、分析・試験等）が異なるため、単位当

たりコストを示すことができない。

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

予備費等

29年度要求

-

文教及び科学振興

-

-

地域安心居住機能のストッ
クマネジメントに係る地方
公共団体向けの業務支援
ツールの開発

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

地域安心居住機能の各ストックについて、地域の人口構造の変化に基づく中長期的需要等の予測手法の開発とともに、それを踏まえた、利用継続期間や活
用手法の決定、適正配置等の戦略的マネジメントの計画技術、利用年限までの改修・維持保全等の最適化計画技術を開発する。

※本事業は、建設技術に関する重要な課題のうち、特に緊急性が高く、適用対象となる分野の広い課題を取り上げ、行政部局が計画推進の主体となり、産学
官の連携により、総合的に、組織的に研究を実施する「総合技術開発プロジェクト」の１課題として実施。外部有識者による外部評価を活用した「事前評価」を
実施しており、事業終了後には「事後評価」を実施する。

- -

-

- -

- -

技術的課題数

25年度

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

事業番号

地域安心居住機能の戦略的ストックマネジメント技術の開発 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 技術調査課 課長 石原 康弘

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

-

地域安心居住機能のストックマネジメントに係る地方公
共団体向けの業務支援ツールの開発のために実施した
研究開発に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数

28年度活動見込

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

54 54

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

一般会計

0

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

実績値 % 97.9

施策 41 技術研究開発を推進する

政策 11 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

単位

測
定
指
標

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

- -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

94.4

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

国
費
投
入
の
必

要
性

-

目標を達成した技術研究開発の割合

--

○

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

- -成果実績

企画競争については、発注者が仕様の詳細を定めがたいも
のに限定している。

‐

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

‐

-

○資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

・本事業は、外部有識者による「事前評価」において、必要性
が高い課題であると評価されている。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

年度

92.2 -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

- - -

○

業務発注を計画するにあたっては、あらかじめ検討項目、調
査対象範囲等について十分検討を行い、効率的な執行に努
めている。
業務の主たる部分に係る再委託は禁止し、主たる部分以外
の再委託については、軽微なものを除き、再委託承諾申請
を求めており、支出先・使途を確認することとしている。

単位

○

支出先については、価格競争や総合評価、企画競争により
競争性の確保に努めている。
支出先（業務請負者）選定の妥当性については、第三者機
関である技術提案評価審査会による審議を実施している。
発注にあたっては、他事業の事例なども参考にしながら１者
応札の原因分析を行うとともに、引き続き、価格競争や企画
競争により競争性・公平性の確保を図る。

‐

-

計画開始時

有

27年度 28年度

80 80 80 -

年度

中間目標

評　価項　　目

・本事業は、外部有識者による「事前評価」において、必要性
が高い課題であると評価されている。

-

-

目標値

80

目標最終年度

○

業務の主たる部分に係る再委託は禁止し、主たる部分以外
の再委託については、軽微なものを除き、再委託承諾申請
を求めており、支出先・使途を確認することとしている。

-

・本事業は、外部有識者による「事前評価」において、必要性
が高い課題であると評価されている。

○



見込み通りの進捗状況である。

事業開始前に外部有識者による「効率性（研究の実施方法、
実施体制）」、「有効性（成果の見込みと活用方針）」等の評
価項目に関する『事前評価』を受けており、事業終了後には
「当初の目標に対する達成度」、「研究成果と成果の活用方
針」等の評価項目に関する『事後評価』を受けることとしてい
る。

平成27年度は研究計画通り、地方公共団体の小地域単位
での人口・世帯構造の予測に基づき、公的賃貸住宅等の需
要を予測する手法を開発した。また、公的賃貸住宅の団地
の評価、各建物の状況、需要、利用継続年限、想定する入
居世帯等の条件に基づき、既存ストックの長寿命化に向け
た要求性能水準の設定手法を開発した。

今後も内部組織又は外部有識者による点検・評価結果等を踏まえて、適切に取組を実施していく。

「国費投入の必要性」、「事業の効率性」、「事業の有効性」、「重複排除」の各項目については、それぞれ妥当であると判断できる。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

-

所管府省・部局名

活動指標と成果目標をより関連づけることができないか、活動指標の設定方法について検討した上で、成果目標の達成に向け適切な執行に取り
組むべき。

備考

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

事業名

‐

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

○

戦略的ストックマネジメント技術の開発、地公体への支援ツールのパッケージ提供、集約型都市構造形成による生活利便性の確保等の目的は、横断的且つ総合
的な見地から国の事業として適切と考える。ただ、成果目標が業務支援ツールの開発であるにも関わらず、活動指標として論文の公表件数が挙げられており、か
かる指標が必ずしも直接的に成果目標に寄与するものではなく、より直接的・具体的な指標を検討すべきではないか。研究開発については、漫然と研究を実施
し、事業終了後に事後評価を受けるだけでなく、行程管理、資金使途等を把握し、研究成果を真に活用できるのか、有効性・実効性等を常にモニタリングしながら
事業推進に努めるべき。

論文・報告発表、刊行物公表件数（アウトプット）と業務支援ツールの開発（アウトカム）」の直接的な関係を表現するため「地域安心居住機能のス
トックマネジメントに係る地方公共団体向けの業務支援ツールの開発のために実施した研究開発に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数」と
した。
　（本事業はアウトカム達成のために実施する研究開発であり、事業期間内に成果が出た時点で成果を公表し、社会一般に成果を広く活用できる
ようにする方法の一つとして論文・報告発表を実施している。論文・報告発表、刊行物公表件数とアウトカムとの直接的な関係が不明瞭な表現で
あったため表現を改めた。）
　また、成果目標の達成に向けて予算の適切な執行を図る。

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

外部有識者の所見

改善の
方向性

現
状
通
り

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

活動実績は見込みに見合ったものであるか。



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

【随意契約（企画競争）】

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

計 16.9 計 0

費　目 使　途

B.

金　額
(百万円）

平成25年度

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

-

平成24年度

平成27年度

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

新27-0055

-

金　額
(百万円）

A.

使　途

役務費

--

-

平成23年度

中長期的視点から見た公営住宅等のストッ
クマネジメント計画の立案手法に関する調

費　目

16.9

平成22年度

国土交通省

３２百万円

総合技術開発プロジェクト

の計画主体

国土技術政策総合研究所

３２百万円

Ａ． 民間企業等（９機関）

３２百万円

・地域安心居住機能のストック
マネジメント技術の開発に関す
る調査・研究の企画・立案
・地域安心居住機能の需要予
測、実態調査・分析及びこれら
に基づく地域安心居住機能の
ストックマネジメント手法の基礎

地域安心居住機能のストッ
クマネジメント手法の基礎
的検討に必要となる各種の
データ収集・整理及び資料
作成等の実施



支出先上位１０者リスト
A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

0.1

0.1

10.6

4

0.1

0

0

3010405010383

7010001016830

中長期的視点から見た公
営住宅等のストックマネジ
メント計画の立案手法に関
する調査

公的賃貸住宅の改善手法
に関する調査整理業務

鉄筋コンクリート造建築物
の外壁及び屋根防水の補
修・改修工法の耐久性調査
票原案整

低層専用住宅地の地区計
画等の規制内容の見直し
ニーズに関する地方公共
団体アンケート

日刊業界紙公示掲載業務

日刊業界紙公示掲載業務

日刊業界紙公示掲載業務

構造工学シンポジウム登
載料

図書購入

-

-

-

-

-

2 99.4％

法　人　番　号

4010001000696

4010401039038

5013201014960

2010401021583

9010001025367

5011401004988

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

2 89.4％

-

-

-

-

-0.1

5011001027530 16.9

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（少額）

1 99.4％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

10

-

- -

2

3

9

6

1

- -

-

- -

8

7

5 - -

- -

4

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

（株）アルテップ

（株）市浦ハウジング
＆プランニング東京
支店

（株）ファインコラボ
レート研究所

（株）計画技術研究
所

（株）日刊建設工業
新聞社

（株）日刊建設通信
新聞社　北関東支局

（株）日刊建設産業
新聞社

一般社団法人　日本
建築学会

（株）三省堂書店

チェック



（ ）

宇宙開発利用、科学技術・イノベーション

0.5

計

諸謝金

委員等旅費

-

0.1

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- - - -

-

28年度活動見込

-

- - - -

26年度 27年度

- -

25年度

年度

-

-

第５期科学技術基本計画（平成２８年１月２２日閣議決定）
国土交通省技術基本計画（平成２４年１２月１０日策定）
地理空間情報活用推進基本計画（平成２０年４月１５日閣議
決定）
宇宙基本計画（平成２８年４月１日閣議決定）
交通政策基本計画（平成２７年２月１３日閣議決定）
等

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

27 29

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

　 0459

年度32

1

0.5

27

歳出予算目

0.3

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

0.2

職員旅費

計算式 百万円／件

27.1

-

26年度

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 -

当初見込み -

- - -

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 20 27 29

- 19

執行率（％） - - 95%

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
平成２９年度

0.1

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　交通モード間の連携を図るため、バス交通システムに高精度の位置測位技術を活用し、交通利用者の利便性向上を図る。さらに、開発した車載器の汎用化
により、低コスト化し、普及促進を図るとともに、高精度な位置情報の共有を可能にすることを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-

0.2

26

28年度当初予算

--

技術研究開発委託費

-

- -

補正予算

百万円

20

単位

執行額（見込みの計算に当たっては、予算額）／件数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　本事業では、公共交通システムに高精度の位置測位技術を適用し、事業者間で共有できるような信頼性の高い位置情報の取得を可能することにより、鉄道
からバスへの乗換時等におけるワンストップの乗継情報の提供等を行うための環境整備を行う。
　具体的には高精度の位置測位技術を活用した車載器を開発し、得られた位置情報をリアルタイムで交通利用者、交通事業者間で共有するための技術的要
件を整理する。

- -

-

- -

- -

事業者数

25年度

事業番号

高精度測位技術を活用した公共交通システムの高度化に関す
る技術開発 担当部局庁 総合政策局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 技術政策課 課長　吉元博文

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

-

高精度測位技術を活用し
た公共交通システムを導入
した事業者数

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

平成28年度の開発・検討を踏まえ、さらなる実用化に向けた開発・検討を行うための費用
を計上。
※百万円未満を四捨五入しているため、（予算額・執行額）欄と誤差が生じている。

-
高精度の位置測位技術を活用した車載器の開発

得られた高精度な位置情報をリアルタイムで交通利用
者、交通事業者間で共有するため仕様の作成

27.1/1

28年度活動見込

- - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

地理空間情報活用推進基本法（平成１９年法律第６３
号）　第２１条
宇宙基本法（平成２０年法律第４３号）　第１３条

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

27.1 28.1

技術研究開発調査費

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

活動指標

一般会計

0.3

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

目標値

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績

測
定
指
標

実績値 ％ 97.9

施策 技術研究開発を推進する

政策 ＩＣＴの利活用及び技術研究開発の推進

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業は、公共交通システムの高度化に関する技術開発を実施するものであり、本事業により技術研究開発が推進される。（施策４１）

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

94.4

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

国
費
投
入
の
必

要
性

単位

目標を達成した技術研究開発課題の割合

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

成果実績

会議の開催回数を必要最小限とした。

○ 見込みに見合った活動実績が出ている。

‐

‐

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

外部有識者も交えた会議を開催し、技術的な知見・助言を得
ることで、より効率的な技術的手法を選択するなど適切に業
務を実施している。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

法令等においても交通結節機能の高度化等に必要な施策を
講ずることとされており、優先度は高い。

民間企業等を対象に、当該業務を計画するに当たって必要
な経費の見積もりをとるとともに、公募により支出先を選定し
ており、妥当。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

年度

92.2

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

）

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

研究開発の実施に必要なものに限定されている。

単位

○

支出先については、企画競争により競争性の確保に努めて
いる。

○

計画開始時
27年度 28年度

80 80 80

年度

中間目標

目標値

評　価項　　目

公共交通システムの高度化に関する技術開発は、広く国民
の利便性向上に資するものであり、社会的ニーズに対応す

目標最終年度

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－

我が国全体の交通システムにおける安全性・信頼性の向上
に資するものであるから、国が実施する必要がある。

○



事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

所管府省・部局名

外部有識者の所見を踏まえ、本事業のアウトカムについて見直すべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

新27-066

平成24年度

平成27年度平成25年度

執
行
等
改
善

-

平成26年度

本事業は，技術開発事業であることから，民間事業者が開発研究の終了と共にすぐに当該技術を導入するとは考えにくく，技術を導入した事業者数（アウトカム）
を短期的に示すことは困難である．このようなアウトカムは，事業の実施期間と年単位のタイムラグを伴うことは想像に難くない．しかし，税金を投入することの正
当性などの説明責任は果たすべきであるから，何か別の分かりやすいアウトカムを別途示す方が良い．例えば，技術開発研究が順調に進んでいることを示すた
め，学会等での研究報告数等をアウトカムの一つとして採用する等が考えられる．
　現状のアウトカムでは，h32年度（目標最終年度）にある事業者数が1となっているが，それはなぜか．本事業の目的は，高精度の位置測位技術を活用し，交通
モード間の連携を図り，交通利用者及び交通事業者らの効率化を図ることであるにも関わらず，ある一事業者が導入することを最終目標と設定する理由が不明
である．その点は適切に説明されねばならない．

アウトカムを「学会等での研究報告数」とするよう改善する。

関連する過去のレビューシートの事業番号

点検結果

新27-0056

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

今後も内部組織及び外部有識者による点検・評価結果等を踏まえて、適切に取組を実施していく。

　本事業は、特定の地域のみを対象としたものではなく、我が国全体の交通分野における利便性向上に資するものであるため、国土交通省が
積極的に取り組む必要がある。

事業名

‐

-

-

平成23年度



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国土交通省

１９百万円

Ａ．民間会社、公益法人等

（２者共同）

１９百万円

研究内容立案、全体の指導等

研究開発の実施等

【随意契約（企画競争）】



費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

E. F. 

費　目

0

金　額
(百万円）

計 0

費　目 使　途

計

計 0 計 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

C. D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 18.8 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

5.1

間接原価、一般管理費 2.4

消費税 消費税

B.

1.4

実証実験用スマートフォン用パッケージソフ
トウェア購入等

費　目

人件費 人件費 9.9

使　途

物品等

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.日本電気株式会社、（一財）運輸政策研究機構

その他

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

調査方針の検討、実証実
験の実施、定量的な評価
の実施、外部有識者会議
の開催、報告書の作成等

調査方針の検討、実証実
験の実施、定量的な評価
の実施、外部有識者会議
の開催、報告書の作成等

18.8

1 100％

法　人　番　号

4010405010473

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

1 100％

7010401022916 18.8

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

随意契約
（企画競争）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2

1

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

日本電気株式会社

（一財）運輸政策研
究機構

チェック



（ ）

0.1

一般会計

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

9.5 9.7

技術研究開発調査費

活動指標

9.3/6

28年度活動見込

- - 3.1

年度毎の技術開発課題の件数
件

平成29年度は事業終了に伴う取りまとめ等のための費用を計上。
※百万円未満を四捨五入しているため、（予算額・執行額）欄と誤差が生じている。

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-

技術開発課題件数に対す
る年度当初目標を達成した
技術開発課題件数の割合
が80％以上

実施方法

事業番号

遠隔離島における海洋関連技術開発 担当部局庁 総合政策局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 技術政策課 課長　吉元博文

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

-

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

・南鳥島において、技術開発実施のための現地状況調査を行い、総合海洋政策本部事務局と共催する「遠隔離島における産学官連携型の海洋関連技術開
発推進委員会」において選定した技術開発課題の内容も踏まえ、南鳥島における技術開発基本計画を策定する。
・技術開発基本計画に基づき、技術開発を効果的・効率的に推進するため、南鳥島等に関する気象海象等の共通基盤データの収集を行う。
・技術開発のフォローアップ及び技術開発基本計画の見直しを実施する。

0 -

-

- -

0 -

技術開発課題件数に対す
る、年度当初目標を年度末
の委員会による評価で達
成した技術開発課題件数
の割合

25年度

19

単位

執行額（見込の場合は予算額）／技術開発課題の件数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

0

-

- -

補正予算

18.8/6-

28年度当初予算

0.4

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
平成２９年度

0.2

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

四面を海に囲まれた我が国にとって、排他的経済水域等は、海洋エネルギー・資源の開発・利用、海洋環境の保全等の場として重要であり、「低潮線保全基
本計画」では、低潮線の保全とともに、特定離島（南鳥島及び沖ノ鳥島）を拠点とした様々な分野における新しい構想に基づいた活動についても、政府が支援
し、推進すべき重要な施策の一つとして位置付けられている。本事業では南鳥島での海洋関連の技術開発を推進することで、同基本計画にある活動の促進
を図り、海洋に関連する政策課題の解決に資する技術開発を推進する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

％

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 19 9 10

- 18

執行率（％） - - 95%

単位

- - 6

計算式 　　/

1.6

-

26年度

0.2

職員旅費

0.1

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

歳出予算目

9

　 0460

年度29

-

80

低潮線保全基本計画（平成22年7月閣議決定）
海洋基本計画（平成25年4月閣議決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- 100

80

125 -

-

-

- -

9 10

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

-

-

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- - 6

6

0.2

29年度要求 主な増減理由

25年度

9

計

諸謝金

委員等旅費

海洋政策、科学技術・イノベーション

チェック



－

基本計画に基づき、特定離島を活用し、排他的経済水域等
の活用・保全及び海洋に関連する政策課題の解決に資する
ものであるから、国が実施する必要がある。

○

評　価項　　目

排他的経済水域を根拠付ける特定離島を拠点とする技術開
発等の活動を促進することは、社会的ニーズに対応する。

80

目標最終年度

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

目標値

中間目標

年度

80 80 80 -

計画開始時
27年度 28年度

○

研究開発の実施に必要なものに限定されている。

単位

○

一般競争入札により、競争性の確保に努めている。

‐

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

有

年度

92.2 -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

排他的経済水域を根拠付ける特定離島を拠点とする技術開
発等の活動を促進することは、優先度が高い。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐

‐

‐

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

技術開発自体は民間企業等が行うこととしており、低コスト
での実施が可能。

成果実績

会議の開催回数を必要最小限とした。

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

単位

目標を達成した技術研究開発課題の割合

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

達成度 ％

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

94.4

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

－

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業では海洋に関連する政策課題の解決に資する技術開発を推進しており、本事業により技術研究開発が推進される。（施策４１）

- 29 年度
定量的指標 25年度

実績値 % 97.9

施策 41　技術研究開発を推進する

政策 11　ICTの利活用及び技術研究開発の推進

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価



事業名

平成23年度

点検結果

新27-057

外部有識者の所見

改善の
方向性

今後も内部組織及び外部有識者による点検・評価結果等を踏まえて、適切に取組を実施していく。

技術開発自体は民間及び大学、研究機関が独自に資金を手当てして技術開発課題について研究を行うものであり、国は同島での技術開発基
本計画の策定等に係る調査業務を委託し、委員会による審議、評価、フォローアップを行うことによって、技術開発を効果的・効率的に実施しよ
うとするものであるため、事業として妥当である。

平成26年度

本事業のアウトプットは技術開発課題の件数で，アウトカムが委員会評価で達成した課題件数の割合となっている．アウトカムは，アウトプットから得られる成果
指標とすべきである．遠隔離島における海洋関連技術開発が行われることにより得られる本事業の成果は何か，整理して適切にアウトカムとして示す必要があ
る．単に，技術開発課題を設定し，その目標が達成されただけでは，本当に税金を投入する必要があったのかどうかが把握できず，税金投入の国民説明が十分
に果たされていない．本事業が技術開発研究であることから，技術開発による直接的な成果（アウトカム）を短期的に出すことは困難であるが，間接的にでも（例
えば，開発研究が順調に進んでいることを示す学会等での研究報告数等）何かを示す必要があり，直接的な成果（アウトカム）は事業最終年度に示せば良いだろ
う．

アウトカムは、アウトプット（技術開発課題の件数）から得られる成果指標として、「関連する論文、刊行物公表件数」とするよう改善する。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

執
行
等
改
善

新27-067

平成24年度

平成27年度

外部有識者の所見を踏まえ、アウトカムは、アウトプット（技術開発課題の件数）から得られる成果指標となるよう改善するべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

所管府省・部局名

事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国土交通省

18百万円

有識者委員会開催、技術開発
基本計画の策定、技術開発課
題の審議・評価・フォローアップ

民間等

18百万円

受託した調査の実施

【一般競争入札】



金　額
(百万円）

A.株式会社パスコ

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

使　途

雑役務費 調査実施、報告書作成等

費　目

B.

金　額
(百万円）

17.9

費　目 使　途

計 17.9 計 0

C. D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計計 0

費　目 使　途

0

金　額
(百万円）

E. F. 

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

株式会社パスコ

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 99.4％

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札5013201004656 17.9

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

南鳥島における技術開発
の促進に有用な共通的・基
盤的な情報を整備する目
的で、南鳥島における「一
覧性のある気象・海象デー
タの収集・整理」及び「遠隔
モニタリングシステムを活
用した画像データの収集技
術の適用性に関する調査」
を実施した。

チェック



（ ）

科学技術・イノベーション、国土強靱化施策、ＩＴ戦略

1

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- - 1

1

28年度活動見込

- - 1 1

26年度 27年度

- -

25年度

年度

-

-

国土交通省南海トラフ巨大地震対策計画、国土交通省首都
直下地震対策計画、新たなステージに対応した防災・減災の
あり方

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

-

-

5 0

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

　 0461

年度29

3

計算式
予算額
　　/
報告書数

5

-

26年度

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 件

当初見込み 件

- - 1

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

件

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 6 5 0

- 5

執行率（％） - - 83%

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
平成２８年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

災害の多い我が国では、東日本大震災における教訓を踏まえ、南海トラフ地震や首都直下地震のような巨大地震への対策計画が策定され、また「新たなス
テージに対応した防災・減災のあり方」（平成27年1月）においては、最悪の事態を考慮し、最大クラスの水害に対するハードとソフトの両面からの対策の必要
性が示されるなど、巨大災害への対応が喫緊の課題となっている。現地における災害対策の重要な担い手となる国土交通省として、より効率的・効果的な災
害対応を実施することが出来るよう、継続的な技術開発を適切に推進していくことを本事業の目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件

6
/
1

-

-

-

補正予算

百万円

6

単位

予算額　／　調査検討報告書数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

本事業は、国内のインフラ施設の大部分を所管している国土交通省において、人命を守り、社会経済の壊滅的被害を防ぐために、巨大災害に対応するため
の潜在的な技術開発ニーズと現在の最先端の技術シーズを把握・発掘し、人命を守るために必要な防災技術開発の観点から、得られたニーズとシーズの
マッチングを考慮しながら、国土交通省の現場対応において必要な防災技術開発のロードマップをとりまとめるものである。

-

-

- -

-

検討した技術開発テーマの
採択数

25年度

事業番号

次世代の防災技術開発のための調査研究経費 担当部局庁 水管理・国土保全局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 防災課 課長　黒川　純一良

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

-

検討した技術開発テーマの
うち、公募あるいは予算要
求項目として採択された数
（1年度あたり3件以上で
100%とする。）

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

件
防災技術開発のロードマップ作成数（1回/1年度）

調査検討報告書作成数（1回/1年度）

5
/
1

28年度活動見込

- - 6

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

-

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

活動指標

一般会計

チェック



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

と
の
関
係

測
定
指
標

3.6

計

実績値

職員旅費

諸謝金

施策 41　技術研究開発を推進する

政策 11　ICTの利活用及び技術研究開発の推進

年度

0

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度

0

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

災害時の現場対応に関連した技術開発に関するニーズとシーズの調査検討結果をとりまとめることにより、防災技術開発の推進に寄与する。

歳出予算目

0

26年度 27年度

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

事業所管部局による点検・改善

0.3

委員等旅費

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

0.7

0

単位

-

28年度当初予算

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

既存資料の活用、事業者との複数回にわたる綿密な打ち合
わせを行う等により事業の効率化を図っている。

‐

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

‐

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

南海トラフ地震や首都直下地震などの大規模地震の発生が
危惧されており、当該事業は必要かつ適切であり、かつ優先
度は高い。

企画競争による公募を実施しており、コスト水準は妥当であ
る。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

目標値

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

使途は本事業のみに限定している。

※百万円未満を四捨五入しているため、「予算額・執行額」欄と誤差が生じている。

○

支出先の選定にあたっては、公募の実施を経ており、応募
は１者であったものの、業務説明書の交付は８者に行ってお
り、競争性は確保されている。

○

4.9 0

技術研究開発調査費

年度

評　価項　　目

国民や社会における、防災の必要性に対する機運は高まっ
てきており、ニーズを的確に反映している。

○

0.3

防災技術開発は、公益性が高く、民間の自主性に委ねられ
る分野ではない。また、専門的知見や技術の観点から、國が
必要となる技術開発を行い、その成果を地方公共団体、民
間等に普及することが効果的である。特に国土交通省にお
いては現場対応の機会が非常に多く、技術開発を推進する
観点からも、国において防災技術開発を行う必要がある。

○



終
了
予
定

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

○

所管府省・部局名

現場のニーズを的確に把握して、「現場で役立つ技術」開発を進め、その事業成果を広く普及・活用する方策を検討する。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

本事業の成果実績は、成果目標に見合ったものであることを
確認している。

事業番号

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

平成24年度

平成27年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

平成25年度

予
定
通
り
終
了

‐

平成26年度

なし

本事業の成果を今後の施策に反映するよう努めていく。

関連する過去のレビューシートの事業番号

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

新27-058

外部有識者の所見

改善の
方向性

今後も競争性を確保できるよう条件の精査等を行い、効率的かつ効果的に事業を実施する。

本事業の目的については、引き続き国民や社会のニーズに合致したものであることを確認している。また、本事業の一部については、企画競
争における業務発注を予定しており、競争性の確保に努める。

事業名

平成23年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

支出先上位１０者リスト
A.

次世代の防災技術開発の
ための調査・検討業務

1 98.5％

法　人　番　号
入札者数
（応募者
数）

落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

7010001042703 4.4

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

計 4.4 計 0

費　目 使　途
金　額
(百万円）

4.4

B.

次世代の防災技術開発のための調査・検討
業務

費　目

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

使　途

技術研究開発
調査費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

（株）建設技術研究
所

チェック

チェック

国土交通省

4.8百万円

各業務の発注及び監督

Ａ．民間企業

4.4百万円

次世代の防災技術開発の

ための調査・検討業務

【企画競争】

事務費

0.4百万円

職員旅費、諸謝金、委員

等旅費

防災技術の現状等に関す
る調査に係る事務費
0.4百万円
①職員旅費 0.3百万円
②諸謝金 0.1百万円
③委員等旅費 0.0百万円



（ ）

科学技術・イノベーション

計

職員旅費

10

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- - 1 -

1

年度

-

-

-

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- 1

1

20 -

-

-

-

11 11

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0462

年度30

-

5

-

歳出予算目

1

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

試験研究費

計算式 　　/

11

-

26年度

単位

- - 1

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 11 11 11

- 10

執行率（％） - - 91%

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
平成２９年度

10

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

自治体事業者が、地域における効率的な汚水処理システムの検討・評価を行うための技術資料を作成することで、人口減少する社会において、地方都市に
おける汚水処理サービスの維持・効率化を推進する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-

28年度当初予算

10百万円/1件-

-

-

補正予算

百万円/件

11

単位

執行額（百万円）／本事業に関連する論文・報告発表、
刊行物公表件数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

人口減少・少子高齢化の進行による汚水処理水量の減少や各種汚水処理施設の老朽化に伴い、地域の汚水処理サービスの事業性低下が顕在化し始めて
いる。これに対し、地域の汚水の一括処理など効率的で持続可能な汚水処理システムへの再編成を行うことが望ましいが、人口減少による施設規模縮小に
伴い、地域に適した汚水処理システムを再編成するためには、既存処理施設を活用した改築・更新計画、コスト、エネルギー、長期に渡る将来人口予測など
多面的な検討が不可欠であり、技術的整合性のある一括処理計画の検討手法、事業性評価手法の確立が課題となる。また、下水処理場を核として地域の汚
水処理システム整備を行う場合、し尿、汚泥等の投入条件、受入時の技術的課題と対応方策を明らかにする必要がある。本研究では、規模縮小、既存施設
能力活用、再編による効率化等を踏まえた施設更新時のコスト・エネルギー算定手法等を把握するとともに、し尿、汚泥受入時の下水処理場へ負荷増大等の
影響について技術的課題と対応策を検討し、地域における汚水等一括処理の事業性検討方法、技術資料を提示する。

-

-

- -

-

地域における効率的な汚
水処理システムの検討・評
価を行うための技術資料を
策定するための技術的課
題数

25年度

事業番号

下水処理場の既存施設能力を活用した汚水処理システムの効
率化に関する研究 担当部局庁 国土技術政策総合研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 下水道研究部　下水処理研究室 室長　山下　洋正

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

-

地域における効率的な汚
水処理システムの検討・評
価を行うための技術資料の
策定

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-

-
本事業に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数

11百万円/1件

28年度活動見込

- - 10

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
下水道法、浄化槽法

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

11 11

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

一般会計

1

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - -

測
定
指
標

実績値 % -

施策 41 技術研究開発を推進する

政策 11 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

-

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

- -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

-

ＫＰＩ
（第一階層）

- -

達成度 ％ -

単位

-

目標を達成した技術研究開発課題の割合

-

-

年度 年度

- -成果実績

-

- -

年度

92.2 -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- - -

単位
-

計画開始時
27年度 28年度

- - 80 -

年度

中間目標

-

-

目標値

80

目標最終年度

-



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

競争性を高めるため、参加資格の拡大などに努めている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○ 当初見込み通りの活動実績をあげている。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

27年度は当初予定通り、汚水処理施設の将来稼動率変化を
考慮したコスト・消費エネルギーに関する調査、下水処理場
におけるし尿・汚泥受入時の影響に関する調査を実施し、汚
水処理システムの実態整理を実施した。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

人口減少・少子高齢化の進行による汚水処理水量の減少や
各種汚水処理施設の老朽化に伴い、地域の汚水処理サー
ビスの事業性低下が顕在化し始めており、 自治体事業者
が、地域における効率的な汚水処理システムの検討・評価
を行うための技術資料を作成することの優先度は高いと評
価できる。

妥当であると考えている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

‐

（公財）日本下水道新技術機構の1社入札。1社入札の改善に努められたい。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

外部有識者の所見

改善の
方向性

・発注にあたっては、価格競争や企画競争により競争性の確保に努める。
・さらに効率的な業務遂行を行うため引き続き検討項目、調査対象範囲について所内審査を行い、的確な執行に努める。

・本事業は、外部有識者による評価委員会において「事前評価」を受け、人口減少社会において、既存の下水処理施設の能力を活かしつつ、
地方都市における汚水処理サービスの維持・効率化を推進する重要な研究であり国総研が実施すべきであると事業開始前に外部有識者に評
価を受け研究に着手しており、優先度が高いと評価できる。
・支出先（業務請負者）選定の妥当性については第三者機関である技術提案評価審査会により審議された。

事業名

‐

○

事業に必要な経費のみに支出している。

○

調査内容が専門的かつ高度であることから、第三者機関で
ある技術提案評価審査会に諮ったうえで、支出先を選定して
おり、妥当性や競争性を確保している。

○

評　価項　　目

人口減少社会において、既存の下水処理施設の能力を活か
しつつ、地方都市における汚水処理サービスの維持・効率化
を推進する研究でありニーズが高いと評価できる。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

全国における汚水処理施設の情報収集・整理やし尿･汚泥
受入に係る対応方策の検討など技術力を要する内容に加
え、将来の汚水処理サービス持続に係るコスト面・エネル
ギー面・環境面・技術面を考慮した課題抽出、技術資料の作
成が必要となるため、国土技術政策総合研究所において実
施すべき事業であり、また、外部有識者による評価委員会に
おいて事前評価を受け、国土技術政策総合研究所において
実施すべきと評価を受けている。

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

委託【随意契約（企画競争）】

委託【随意契約（少額）】

事
業
内
容
の

一
部
改
善

平成22年度

-

引き続き事業の適正な執行に努めるべき。また、成果指標及び成果目標が国民にとってわかりやすいものとなるよう工夫をするべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

新27-069

平成24年度

平成27年度平成25年度

執
行
等
改
善

-

平成26年度

引き続き企画競争等により競争性・公平性を確保し、適正な執行を行うとともに、来年度に向け、成果指標及び成果目標について、より平易な表
現となるよう改善を図る。

関連する過去のレビューシートの事業番号

新27-0059

--

-

平成23年度

国土技術政策総合研究所

10百万円

本研究における総合とりまとめ、技術指

針等に関する検討

事務費 0.8百万円

①試験研究費 0.1百万円

②職員旅費 0.7百万円

Ａ． （公財）日本下水道新技術機構

9百万円

汚水処理施設の将来稼動率変化を考慮

したコスト・消費エネルギーに関する調査

業務

Ｂ． 東邦化研（株）

0.2百万円

下水処理場におけるし尿・汚泥受入時の

影響に関する調査業務



支出先上位１０者リスト
A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

汚水処理システムのコス
ト・消費エネルギーに関す
る調査業務

1 98.3％

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

4011105003503 9

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東邦化研（株） 8030001064463
汚泥等脱水性指標分析業
務

0.2
随意契約
（少額）

- --

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-1

計 9 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

9

百万円未満

B.

汚水処理システムのコスト・消費エネルギー
に関する調査業務

費　目 使　途

役務費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.（公財）日本下水道新技術機構

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

（公財）日本下水道
新技術機構



（ ）

科学技術・イノベーション、国土強靱化施策

計

職員旅費

18

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- - 0 -

1

年度

-

-

社会資本整備審議会河川分科会気候変動に適応した治水
対策検討小委員会

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- 1

2

13 -

-

-

-

19 19

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0463

年度30

-

8

-

歳出予算目

1

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

試験研究費

計算式 　　/

19

-

26年度

単位

- - 0

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 20 19 19

- 19

執行率（％） - - 95%

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
平成２９年度

17

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

気候変動、人口減少、高齢化、巨大災害の切迫等に対処するため、3つの政策転換　①「各分野の防災施設整備」の観点から「地域のリスク低減」の観点へ、
②施設限界を超えるハザードに対応した地域の防災・減災力の総動員、③「明日」から100年後までの時間軸上のシームレスな防災減災対策の推進　の具体
化に係る技術的課題について、都市における水害を具体例として解決手法を開発する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-

28年度当初予算

--

-

-

補正予算

百万円/件

20

単位

執行額（百万円）／本事業に関連する論文・報告発表、
刊行物公表件数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

気候変動による豪雨や海面上昇の影響を考慮し、大河川・中小河川・下水道を統合した土地ごとの浸水確率算定手法を開発する。また、将来の「気候変動に
よる外力の増大」や「人口・資産分布の変化」「高齢化」等を考慮し、時間軸に基づく低リスク社会構築フレームを開発する。これらをモデル地区に試験適用
し、「対策の具体的展開手順」を提示する。技術開発に際しては、地方自治体・事業所等へのヒアリングにより現場のニーズを把握するとともに、英国等の先
進事例について最新情報を収集・分析する。

-

-

- -

-

統合的浸水リスク評価手
法、低リスク社会構築フ
レームの開発、及び対策の
具体的展開手順を提示す
るための技術的課題数

25年度

事業番号

気候変動下の都市における戦略的災害リスク低減手法の開発 担当部局庁 国土技術政策総合研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 河川研究部 部長　天野　邦彦

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

-

統合的浸水リスク評価手
法、低リスク社会構築フ
レームの開発、及び対策の
具体的展開手順の提示

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-

-
本事業に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数

19百万円/1件

28年度活動見込

- - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

19 19

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

一般会計

2

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - -

測
定
指
標

実績値 % -

施策 41 技術研究開発を推進する

政策 11 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

-

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

- -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

-

ＫＰＩ
（第一階層）

- -

達成度 ％ -

単位

-

目標を達成した技術研究開発課題の割合

-

-

年度 年度

- -成果実績

-

- -

年度

92.2 -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- - -

単位
-

計画開始時
27年度 28年度

- - 80 -

年度

中間目標

-

-

目標値

80

目標最終年度

-



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

競争性を高めるため、参加資格の拡大などに努めている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○ 当初見込み通りの活動実績をあげている。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

平成27年度は当初予定通り、統合的浸水リスク評価手法、
及び対策の具体的展開手順の提示について検討するため、
都市における浸水被害及び対策効果の調査を実施した。ま
た、低リスク社会構築フレームの開発のため、土地適性評価
プログラムの機能向上を実施した。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

気候変動、人口減少、高齢化、巨大災害の切迫等に対して
政策転換を図る事業であり、優先度は高いと言える。

妥当であると考えている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

‐

㈱建設技術研究所の1社入札。1社入札の改善に努められたい。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

外部有識者の所見

改善の
方向性

・発注にあたっては、企画競争により競争性を確保した。

・本事業は、外部有識者による評価委員会において「事前評価」を受け、気候変動、人口減少、高齢化、巨大災害の切迫等に対処するため、
「地域・社会を主役に据えて防災減災施策を考える」政策体系の具体化に向けて、都市における水害を具体例として「戦略的災害リスク低減手
法」を提示する重要な研究であり国土技術政策総合研究所において実施すべきと評価された。
・発注にあたっては、価格競争や企画競争により競争性の確保に努める。

事業名

‐

○

事業に必要な経費のみに支出している。

○

調査内容が専門的かつ高度であることから、第三者機関で
ある技術提案評価審査会に諮ったうえで、支出先を選定して
おり、妥当性や競争性を確保している。

○

評　価項　　目

近年問題となっている気候変動、人口減少、高齢化、巨大災
害の切迫等に対処するため、「地域・社会を主役に据えて防
災減災施策を考える」政策体系の具体化に向けて、都市に
おける水害を具体例として「戦略的災害リスク低減手法」を
提示する重要な研究であり、ニーズが高いと評価できる。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

本研究で検討する災害リスクは公平・中立に評価される必要
があることから国が実施する必要があり、なおかつ都市防災
及び水防災等の総合的な研究を行っている国土技術政策総
合研究所において実施すべきであると評価できる。

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

委託【随意契約（企画競争）】

委託【随意契約（少額）】

事
業
内
容
の

一
部
改
善

平成22年度

-

引き続き事業の適正な執行に努めるべき。また、成果指標及び成果目標が国民にとってわかりやすいものとなるよう工夫をするべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

新27-070

平成24年度

平成27年度平成25年度

執
行
等
改
善

-

平成26年度

引き続き企画競争等により競争性・公平性を確保し、適正な執行を行うとともに、来年度に向け、成果指標及び成果目標について、より平易な表
現となるよう改善を図る。

関連する過去のレビューシートの事業番号

新27-0060

--

-

平成23年度

国土技術政策総合研究所

19百万円

降雨の時空間分布・潮位設定手法、気候

シミュレーション結果に基づく気候変動影

響考慮手法、時間軸に基づくリスク低減

対策組合せ手法の検討・分析

事務費 0.1百万円

①職員旅費 0.1百万円

Ａ． （株）建設技術研究所

18百万円

都市における浸水被害及び対策効果の

調査業務

Ｂ． （株）ヴィスコア

0.9百万円

土地適性評価プログラムの機能向上業

務



支出先上位１０者リスト
A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

都市における浸水被害及
び対策効果の調査業務

1 100％

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

7010001042703 18

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）ヴィスコア 2010501031276
土地適性評価プログラムの
機能向上業務

0.9
随意契約
（少額）

- --

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-1

計 18 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

18

百万円未満

B.

都市における浸水被害及び対策効果の調
査業務

費　目 使　途

役務費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.（株）建設技術研究所　

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

（株）建設技術研究
所



（ ）

科学技術・イノベーション、国土強靱化施策

計

職員旅費

11

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- - 2 -

3

年度

-

-

防災基本計画

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- 0

0

0 -

-

-

-

12 12

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0464

年度30

-

4

-

歳出予算目

1

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

試験研究費

計算式 　　/

4

-

26年度

12百万円/2件

単位

- - 2

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 13 12 12

- 12

執行率（％） - - 92%

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
平成２９年度

11

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

土砂災害は局所的かつ突発的であるため、目に見える危険度の変化に関する情報に乏しく、切迫性が伝わりにくい。本研究では、土砂災害減災に対する効
果的な警戒避難体制を市町村、住民が構築するために、地域の状況に関するリアルタイム観測・監視データを活用し、土砂災害の発生場所、時刻に関する
予測精度が高く、切迫性の伝わりやすい情報作成技術を開発する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-

28年度当初予算

-

-

補正予算

百万円/件

13

単位

執行額（百万円）／本事業に関連する論文・報告発表、
刊行物公表件数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

大規模な土砂災害は発生する前には、周辺地域において、小規模な土砂流出や地下水位や河川流量の急激な上昇などが生じる。このような現象は土砂災
害の発生と密接に関係しており、これらを捉えることができれば、降雨情報のみから土砂災害の発生を予測する手法に比べて、より精度が高く、切迫性の伝
わりやすい情報の提供が可能となり得ると考えられる。本研究では、過去の水文・流砂量観測データの分析により、土砂災害発生時の時系列的な流出状況
変化を解明し、土砂災害発生と関連性の高い観測、監視情報を抽出することにより、土砂災害発生の危険性が高まったと判断する基準値の決定手法を構築
するなど、土砂災害発生時のリアルタイム観測・監視データを活用した高精度土砂災害発生予測手法を提案する。

-

-

- -

-

リアルタイム観測・監視
データを活用した高精度土
砂災害発生予測手法を開
発するための技術的課題
数

25年度

事業番号

リアルタイム観測・監視データを活用した高精度土砂災害発
生予測手法の研究 担当部局庁 国土技術政策総合研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 土砂災害研究部　砂防研究室 室長　桜井　亘

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

-

予備費等

29年度要求

-

リアルタイム観測・監視
データを活用した高精度土
砂災害発生予測手法の開
発

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-

本事業に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数
件

12百万円/3件

活動実績

27年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

12 12

活動指標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

28年度活動見込

- - 6

一般会計

1

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - -

-

計画開始時
27年度 28年度

実績値 % -

施策 41 技術研究開発を推進する

政策 11 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

測
定
指
標

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

- -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

-

ＫＰＩ
（第一階層）

- -

達成度 ％ -

単位

-

目標を達成した技術研究開発課題の割合

-

-

年度 年度

- -

-

成果実績

-

- -

年度

92.2 -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- - -

単位

- - 80 -

年度

-

-

目標値

80

目標最終年度中間目標

-



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

競争性を高めるため、参加資格の拡大などに努めている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○ 当初見込みどおりである。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

27年度は当初予定通り、土砂災害の発生に関連性の高い情
報の抽出手法の提案に向けて、土砂災害発生時の流砂水
文観測結果の解析により、土石流や崩壊発生時の流砂量の
変化が示す傾向から、土砂災害発生危険度の評価の指標と
なりえる流砂特性を抽出した。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 妥当であると考えている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

‐

なし（長谷川太一先生）

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

外部有識者の所見

改善の
方向性

・発注にあたっては、価格競争や企画競争により競争性の確保に努めるなど、引き続き「事業の効率性」、「事業の有効性」の向上に努める。

・国費投入の必要性」、「事業の効率性」、「事業の有効性」の各項目については、それぞれ妥当であると考える。

事業名

‐

○

真に必要なものに限定されている。

○

支出先については、企画競争により複数者に具体的な取り
組み方法の提案等を求め、競争性の確保に努めている。
支出先（業務請負者）選定の妥当性については、第三者機
関である技術提案評価審査会による審議を実施している。

○

評　価項　　目

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

土砂災害は局所的かつ突発的であるため、目に見える危険
度の変化に関する情報に乏しく、切迫性が伝わりにくい。本
研究は、住民の避難行動に結びつきやすい予測精度が高
く、切迫性の伝わりやすい土砂災害発生危険度に関する情
報の開発を行うことを目標としており、社会のニーズが高い
と評価できる。

本研究は、全国の直轄砂防事務所を中心に実施・蓄積され
た各種の調査結果、観測データを収集、整理、解析する必
要がある。また、有効な監視手法の提案に当たっては、各種
のセンサー等の監視技術の比較検証を行う必要があり、公
共性を有する国の機関で実施する必要がある。

気候変動等により土砂災害の激甚化が懸念される一方で、
財政状況や既存施設の維持管理費用の増大など、ハード対
策のみでは土砂災害防止は困難である。本研究は、土砂災
害防止のために、効果的な土砂災害警戒避難体制構築の
ための情報作成技術の開発を行うものであり優先度が高
い。



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

委託【随意契約（企画競争）】

事
業
内
容
の

一
部
改
善

平成22年度

-

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

新27-071

平成24年度

平成27年度

成果指標及び成果目標が国民にとってわかりやすいものとなるよう工夫をするべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成25年度

執
行
等
改
善

-

平成26年度

来年度に向け、成果指標及び成果目標について、より平易な表現となるよう改善を図る。

関連する過去のレビューシートの事業番号

新27-0061

-

行政事業レビュー推進チームの所見

-

-

平成23年度

国土技術政策総合研究所

12百万円

土砂災害減災に対する効果的な警戒避

難体制を市町村、住民が構築するために、

地域の状況に関するリアルタイム観測・

監視データを活用し、土砂災害の発生場

所、時刻に関する予測精度が高く、切迫

性の伝わりやすい情報作成技術を開発す

る。

事務費 0.2百万円

①職員旅費 0.2百万円

Ａ． （株）コルバック

11.8百万円

流砂水文観測結果を活用し、流域の状況、

土砂災害の切迫性の変化を把握・覚知す

る手法の構築のために、流砂水文観測

結果の整理・分析を実施する。



支出先上位１０者リスト
A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

上流域の土砂生産が下流
域の土砂流出状況に及ぼ
す影響に関する検討業務

3 99％

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

6010001088862 11.8

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-1

計 11.8 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

11.8

B.

上流域の土砂生産が下流域の土砂流出状
況に及ぼす影響に関する検討業務

費　目 使　途

役務費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.（株）コルバック

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

（株）コルバック



（ ）

科学技術・イノベーション、国土強靱化施策

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- - 5 -

4

年度

-

-

-

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- 1

1

11 -

-

-

-

15 12

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0465

年度30

-

9

-

計算式 　　/

3.8

-

26年度

単位

- - 2

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 17 15 12

- 17

執行率（％） - - 100%

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
平成２９年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

地震後の火災によって地震の揺れと火災の両者の影響を受けた耐火建築物については、復旧・復興段階における安全性評価や再利用に対するニーズがあ
るが、その可否を迅速・的確に評価する技術は確立されていない。このため本研究では、地震誘発火災被害を受けた耐火建築物の応急的な利用及びその後
の本格復旧を早期かつ効率的に行うことを可能とするため、それらの建築物の安全性・再使用性の評価法を構築する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-

17百万円/5件-

-

-

補正予算

百万円/件

17

単位

執行額（百万円）／本事業に関連する論文・報告発表、
刊行物公表件数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

非木造の中高層の耐火建築物を対象として、地震誘発火災による建築物の被害を類型化し、地震誘発火災による被害を模擬した素材実験、部材加熱実験
などに基づき、被害を受けた主要構造部（柱、はり等）の損傷性や復旧性の定量化に関する性能評価技術を構築する。被災事例等を含めて体系化し、地震
誘発火災被害による建築物の性能劣化を簡易に調査判定可能な方法を検討し、応急危険度判定マニュアル(案)、地震誘発火災を被った建築物の再使用性
評価に関するガイドラインを作成する。

-

-

- -

-

地震誘発火災による被害
を受けた中高層の耐火建
築物を対象とした、建築物
に対する危険度判定方法
の構築並びに建築物を修
復して再使用するための評
価技術の構築・体系化のた
めの技術的課題数

25年度

事業番号

地震誘発火災を被った建築物の安全性・再使用性評価法に関
する研究 担当部局庁 国土技術政策総合研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 建築研究部　防火基準研究室 室長　林 吉彦

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

-

地震誘発火災による被害
を受けた中高層の耐火建
築物を対象とした、建築物
に対する危険度判定方法
の構築並びに建築物を修
復して再使用するための評
価技術の構築・体系化

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

件
本事業に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数

15百万円/4件

28年度活動見込

- - 3.4

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
建築基準法 法第2条第九号の二

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

一般会計

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - -

測
定
指
標

計

実績値 % -

職員旅費

施策 41 技術研究開発を推進する

政策 11 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

-

年度

11

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度
中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

歳出予算目

- -

1

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

-

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

-

試験研究費

-

達成度 ％ -

14

単位

-

目標を達成した技術研究開発課題の割合

28年度当初予算

-

-

年度 年度

- -成果実績

-

- -

年度

92.2 -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- - -

単位

-

-

計画開始時
27年度 28年度

- - 80 -

15 12

年度

中間目標

-

-

目標値

80

目標最終年度

1

-



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

業務内容を適正化・効率化し、コストの削減を行った。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○ 当初見込以上の活動実績をあげている。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

大規模地震等の発生に備え、優先度の高い研究課題であり、当初予想を上回る活動実績をあげている点は評価できる。ただし、優先度の高い研
究課題であるが故に、成果指標及び成果目標が国民にとってよりわかりやすいものとなるよう工夫するべき。

行政事業レビュー推進チームの所見

研究計画通り、被害の類型化、素材・部材の耐火実験を行っ
た。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

南海トラフ巨大地震、首都直下地震等の大規模地震が近い
将来発生することが懸念されており、地震誘発火災後の安
全性に関する対策を早急に行う必要があり、優先順位が高
い。

妥当であると考えている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

‐

なし（長谷川太一先生）

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

外部有識者の所見

改善の
方向性

今後も内部組織又は外部有識者による点検・評価結果等を踏まえて、適切に取組を実施していく。
支出先の選定については、価格競争や企画競争により競争性の確保に努める。
業務発注にあたっては、あらかじめ検討項目、調査対象範囲等について所内審査を行い、的確な執行に努める。

「国費投入の必要性」、「事業の効率性」、「事業の有効性」の各項目については、それぞれ妥当であると判断できる。

事業名

‐

○

真に必要なものに限定している。

○

一般競争入札においては、複数入札により競争性は確保さ
れている。
随意契約（少額）については、見積もりを複数者に依頼し、最
も安い金額を示した者と契約している。

○

評　価項　　目

震災後の安全性確保と効率的な震災復興に資する重要な
研究である。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

地震誘発火災による被害に対して、耐火実験等に基づき、
安全性・復旧技術開発の体系化を行う重要な研究であり国
土技術政策総合研究所で実施すべき事業である。

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

委託【一般競争入札】

委託【随意契約（少額）】

平成22年度

-

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

新27-072

平成24年度

平成27年度平成25年度

執
行
等
改
善

-

平成26年度

引き続き、積極的な活動実績を維持していくとともに、来年度に向け、成果指標及び成果目標について、より平易な表現となるよう改善を図る。

関連する過去のレビューシートの事業番号

新27-0062

--

-

平成23年度

国土技術政策総合研究所

17百万円

地震誘発火災による建築物・設備等の被

害・対策技術を類型化および課題の抽出、

地震誘発火災による被害を模擬した実験

等に関する、方針決定、研究実施および

総括

事務費 8百万円

①試験研究費 7百万円

②職員旅費 1百万円

Ａ． （株）ソ－ケン

4百万円

・地震被害を被った鋼部材の加熱実験を

実施するための試験体制作、測定機器

の取り付け、廃棄に関する補助業務

Ｂ． 民間企業（7社）

5百万円

・建築物の構造、規模等に応じた地震被

害、火災被害等の調査

・効率的な耐火試験計画のための損傷の

再現方法等に関する調査

・材料が変形・高温履歴を受けた場合の

材料の機械的特性や熱的特性等の調査

・温度測定機器等の調達



支出先上位１０者リスト
A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

地震火災被害を受けた乾
式耐火被覆試験体製作お
よび加熱実験補助業務

2 88.9％

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札4010601039416 4

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

6

7

4

5

太陽計測（株） 6010801006420 モジュール外２点購入 0.6
随意契約
（少額）

- - -

8

9

三生技研（株） 8030001065560
スーパーウールブランケッ
ト購入

0.3
随意契約
（少額）

- - -

日鉄住金テクノロジ
－（株）

5140001049415
高温履歴を受けた鋼材の
試験体加工および引張試
験業務

0.5
随意契約
（少額）

- - -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

アイエヌジー（株） 5010001080226
地震火災被害に関する建
築物の主要構造部の仕様
等整理業務

1
随意契約
（少額）

- -

随意契約
（少額）

- - -

遠藤科学（株） 5080001000689
φ０．６５ｍｍ・タイプＫ熱電
対購入

0.7
随意契約
（少額）

- - -

2

-

アイエヌジー（株） 5010001080226
主要構造部の地震火災被
害状況の再現方法に関す
る整理業務

0.9

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-1

計 4 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

4

百万円未満

B.

地震火災被害を受けた乾式耐火被覆試験
体製作および加熱実験補助業務

費　目 使　途

役務費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.（株）ソ－ケン

（株）エジマ 7010001001171

日鉄住金テクノロジ
－（株）

5140001049415
鋼材のビッカース硬さ測定
および引張試験業務

0.4
随意契約
（少額）

- - -

φ０．６５ｍｍ・タイプＫ熱電
対購入

0.4
随意契約
（少額）

- - -

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

（株）ソ－ケン 4010601039416
シース熱電対（ＳＫ，ＮＣＦ６
００）購入

0.2
随意契約
（少額）

- - -

（株）ソ－ケン



（ ）

科学技術・イノベーション

計

職員旅費

11

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- - 1 -

1

年度

-

-

バリアフリー新法　一時待機スペースの容積率緩和
品確法　高齢者等配慮等級

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- 1

1

25 -

-

-

-

13 12

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0466

年度30

-

4

-

歳出予算目

1

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

試験研究費

計算式 　　/

13

-

26年度

単位

- - 1

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 15 13 12

- 14

執行率（％） - - 93%

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
平成２９年度

12

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

共同住宅等における災害時の避難弱者に向けた支援技術、いわゆる非常時のバリアフリーについては未だ課題は多い。本研究は、避難計画及び避難支援
技術の体系的整理をした上で、建築人間工学的実験に基づいた下方避難支援技術並びに建築関連法令に向けた評価基準の開発を行う事を目的とする。ま
た、人間工学データの公開により技術基準を明確化することで、民間が保有する技術の活用や開発の促進に繋げる。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-

28年度当初予算

14百万円/1件-

-

-

補正予算

百万円/件

15

単位

執行額（百万円）／本事業に関連する論文・報告発表、
刊行物公表件数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

①避難計画及び避難支援技術の体系的整理として、「施設管理者、当事者などへヒアリングから課題点を抽出」し、「新技術の調査及び実際に設置した場合
の適応可能性やその適応範囲について欧州等において調査」を行う。
②新たな避難支援技術の評価基準の整備に向けた人間工学的実験として、「実験に用いる避難支援装置の試験体を製作し装置に具備する要件を検討」及
び「人間工学的実験により操作性や安全性に対する問題点や課題の抽出、検討」を行う。
③性能評価法及び維持管理手法の確立として、「新たな避難支援技術を用いた避難方法の性能評価法の検討」及び「新たな避難支援装置の維持管理手法
の検討」を行う。

-

-

- -

-

共同住宅等における災害
時の避難支援技術の開発
並びに評価基準を開発す
るための技術的課題数

25年度

事業番号

共同住宅等における災害時の高齢者・障がい者に向けた避難
支援技術の評価基準の開発 担当部局庁 国土技術政策総合研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 住宅研究部　住宅生産研究室 室長　布田　健

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

-

共同住宅等における災害
時の避難支援技術の開発
並びに評価基準の開発

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-

件
本事業に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数

13百万円/1件

28年度活動見込

- - 14

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

建基法令（第121条第3項）避難上有効なバルコニー関
連

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

13 12

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

一般会計

1

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - -

測
定
指
標

実績値 % -

施策 41 技術研究開発を推進する

政策 11 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

-

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

- -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

-

ＫＰＩ
（第一階層）

- -

達成度 ％ -

単位

-

目標を達成した技術研究開発課題の割合

-

-

年度 年度

- -成果実績

-

- -

年度

92.2 -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- - -

単位
-

計画開始時
27年度 28年度

- - 80 -

年度

中間目標

-

-

目標値

80

目標最終年度

-



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○ 見込み通りの進捗状況である。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

平成27年度は研究計画通り、「施設管理者、当事者などへ
のヒアリングから課題点を抽出」し、避難計画及び避難支援
技術の体系的整理を行った。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

高齢化の進展や東京パラリンピック（H32）等、バリアフリー
化技術の高度化による、安全・安心な社会実現を目指す観
点からその必要性は高い。また、新たな避難支援装置及び
避難方法の創出は、先行する日本の高齢化対応技術の海
外展開に向けて優先度が高い。

妥当であると考えている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

‐

なし（長谷川太一先生）

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

外部有識者の所見

改善の
方向性

今後も内部組織又は外部有識者による点検・評価結果等を踏まえて、適切に取組を実施していく。

・本事業は、外部有識者による評価委員会において「事前評価」を受け、災害時の避難弱者に対して、人間工学的実験に基づき、避難支援技
術の評価基準の開発を行う重要な研究であり国土技術政策総合研究所において実施すべきと評価された。
・発注にあたっては、価格競争や企画競争により競争性の確保に努める。

事業名

‐

十分に活用されている。

○

業務発注を計画するにあたっては、あらかじめ検討項目、調
査対象範囲等について十分検討を行い、効率的な執行に努
めている。
業務の主たる部分に係る再委託は禁止し、主たる部分以外
の再委託については、軽微なものを除き、再委託承諾申請
を求めており、支出先・使途を確認することとしている。

○

支出先については、企画競争により競争性の確保に努めて
いる。
支出先（業務請負者）選定の妥当性については、第三者機
関である技術提案評価審査会による審議を実施している。

○

評　価項　　目

本研究は、少子高齢化が急速に進む中で、共同住宅等にお
ける災害時の避難弱者に向けた支援技術の評価基準の開
発を目標としており、社会的ニーズが高いと評価できる。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

建築関連法令への技術基準の反映等を行うことから国で実
施すべきである。

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

委託【随意契約（企画競争）】

委託【随意契約（少額）】

事
業
内
容
の

一
部
改
善

平成22年度

-

引き続き支出先選定における競争性確保及び事業の適正な執行に努めるべき。また、成果目標及び成果指標がより国民にとってわかりやすいも
のとなるよう工夫するべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

新27-073

平成24年度

平成27年度平成25年度

執
行
等
改
善

-

平成26年度

引き続き、企画競争等により支出先選定における競争性・公平性を確保し、適正な執行を行うとともに、来年度に向け、成果指標及び成果目標に
ついて、より平易な表現となるよう改善を図る。

関連する過去のレビューシートの事業番号

新27-0063

--

-

平成23年度

国土技術政策総合研究所

14百万円

避難計画及び避難支援技術の体系的整

理

事務費 2.8百万円

①試験研究費 2百万円

②職員旅費 0.8百万円

Ａ． （一財）国土技術研究センター

9百万円

・施設管理者,当事者等へのヒアリングか

ら課題点を抽出

・新技術の調査及び適応可能性やその

適応範囲の調査

Ｂ． 民間企業（3社）

2.2百万円

・LCP住宅の調査及びモデルプランの作成

業務

・避難支援技術に関連した人間工学デー

タに関する体系的整理業務



支出先上位１０者リスト
A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

災害時の高齢者・障がい者
に向けた避難支援技術の
検討のための補助業務

3 98.9％

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

4010405000185 9

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）人間環境デザイ
ン研究所

3020001107756
避難支援技術に関連した
人間工学データに関する体
系的整理業務

1
随意契約
（少額）

- -

随意契約
（少額）

- - -

（同）Ｃｏｎｎｅｃｔ　Ｊａｐ
ａｎ

8380003002353
北欧の高齢社会における
火災時の避難に関する現
地調査通訳業務

0.3
随意契約
（少額）

- - -

2

-

（株）村上建築設計
室

-
ＬＣＰ住宅の調査及びモデ
ルプランの作成業務

0.9

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-1

計 9 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

9

百万円未満

B.

災害時の高齢者・障がい者に向けた避難支
援技術の検討のための補助業務

費　目 使　途

役務費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.（一財）国土技術研究センター

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

（一財）国土技術研
究センター



（ ）

科学技術・イノベーション

計

職員旅費

9

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- - 1 -

2

年度

-

-

低炭素まちづくり計画
科学技術基本計画（Ⅱ．３．グリーンイノベーションの推進）
国土交通省技術基本計画（グリーンイノベーションプロジェク
ト）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- 0

0

- -

-

-

-

10 10

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0467

年度30

-

4

-

歳出予算目

1

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

試験研究費

計算式 　　/

5

-

26年度

単位

- - 2

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 11 10 10

- 11

執行率（％） - - 100%

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
平成２９年度

9

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

みどりを都市内に適切に配置することにより、市街地の熱的環境を改善し、建築物の冷暖房負荷を低減させる省エネ効果の間接的なCO2排出削減効果を予
測・評価する手法を開発すると共に、みどりによる低炭素化の基本的な考え方を示し、地方公共団体が低炭素都市づくりに向けて、効果的な計画や推進方策
の検討が行えるようにする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-

28年度当初予算

11百万円/1件-

-

-

補正予算

百万円/件

11

単位

執行額（百万円）／本事業に関連する論文・報告発表、
刊行物公表件数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

・ 実市街地での夏季・冬季のみどりの量と温度・湿度分布を調査し、それらの関係を分析することにより、みどりが周辺の熱的環境に及ぼす影響を流体力学
的な解析手法により再現・評価するモデルを開発する。
・ 上記の手法やモデルを用いて、各種市街地における効果的なみどりの配置計画やその実現手法等を検討する。
・ 上記の開発成果の利用方法や検討を通して得られた技術的知見等を「（仮題）みどりの多面的効果を踏まえた計画・評価マニュアル案」としてとりまとめ、地
方公共団体へ提供する。

-

-

- -

-

みどりを利用した都市の熱
的環境改善による低炭素
都市づくりの評価手法の開
発のための技術的課題数

25年度

事業番号

みどりを利用した都市の熱的環境改善による低炭素都市づく
りの評価手法の開発 担当部局庁 国土技術政策総合研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 都市研究部　都市計画研究室 室長　木内　望

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

-

みどりを利用した都市の熱
的環境改善による低炭素
都市づくりの評価手法の開
発

実施方法

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-

-
本事業に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数

10百万円/2件

28年度活動見込

- - 11

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

都市の低炭素化の促進に関する法律
（第７条　低炭素まちづくり計画）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

10 10

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

一般会計

1

チェック



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - -

測
定
指
標

実績値 % -

施策 41 技術研究開発を推進する

政策 11 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

-

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

- -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

-

ＫＰＩ
（第一階層）

- -

達成度 ％ -

単位

-

目標を達成した技術研究開発課題の割合

-

-

年度 年度

- -成果実績

-

- -

年度

92.2 -

目標値 %

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- - -

単位
-

計画開始時
27年度 28年度

- - 80 -

年度

中間目標

-

-

目標値

80

目標最終年度

-



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

事業開始前に外部有識者による「効率性（研究の実施方法、
実施体制）」等の評価項目に関する『事前評価』を受けて実
施している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○ 見込み通りの論文投稿等を実施している。

‐

‐

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

引き続き支出先選定における競争性確保及び事業の適正な執行に努めるべき。また、成果目標及び成果指標がより国民にとってわかりやすいも
のとなるよう工夫するべき。

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

都市の低炭素化という国の重要施策の展開に向けて、地方
公共団体による低炭素まちづくりの推進につながる本事業
は、優先順位が高いと評価できる。

妥当であると考えている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

‐

なし（長谷川太一先生）

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き技術提案が必要となる業務発注に際しては、所内審査、第三者機関である技術提案評価審査委員会による審査を行うとともに、企画
競争等により的確な予算の執行に努める。

・本事業は、外部有識者による評価委員会において「事前評価」を受け、みどりによる市街地の熱的環境の改善を通じた、建築物の冷暖房負
荷低減等によるCO2排出削減効果を予測・評価する重要な研究であり国土技術政策総合研究所において実施すべきと評価された。
・業務発注にあたっては、企画競争等により競争性の確保に努めた。

事業名

‐

○

事業目的に即し真に必要な支出に限定されており、事業目
的と無関係な支出はない。

○

支出先（業務請負者）選定においては、企画競争により複数
者から技術提案を受け、第三者機関である技術提案評価審
査会による審議を経ており、競争性や妥当性を確保してい
る。

○

評　価項　　目

本事業は、低炭素まちづくり計画作成において定量化の難し
い「みどり分野」の取組効果を評価する技術開発であり、地
方公共団体のニーズが高いと評価できる。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

都市の低炭素化という国の重要施策の展開に関して、地方
公共団体で活用するマニュアル案の作成等を行うものであ
り、国の機関である国土技術政策総合研究所において実施
すべき事業である。

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

委託【随意契約（企画競争）】

委託【随意契約（少額）】

平成22年度

-

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

新27-074

平成24年度

平成27年度平成25年度

執
行
等
改
善

-

平成26年度

引き続き、企画競争等により支出先選定における競争性・公平性を確保し、適正な執行を行うとともに、来年度に向け、成果指標及び成果目標に
ついて、より平易な表現となるよう改善を図る。

関連する過去のレビューシートの事業番号

新27-0064

--

-

平成23年度

国土技術政策総合研究所

11百万円

緑を都市内に適切に配置することにより、

市街地の熱的環境の改善、建築物の冷

暖房の利用の抑制、そして地球温暖化ガ

ス（ＣＯ２）の排出量の削減に及ぼす効果

を予測・評価する手法を開発し、地方公共

団体の低炭素都市づくりを支援する。

事務費 3.2百万円

①試験研究費 2.4百万円

②職員旅費 0.8百万円

Ａ． 中日本航空（株）

7百万円

冬季における都市の緑量と熱環境の関

係を分析するために必要な航空レーザ計

測、近赤外空中写真及び熱画像のリモー

トセンシングデータを取得した。

Ｂ． （株）ＷｉｎｄＳｔｙｌｅ

0.8百万円

都市緑地の気温調節効果の検討に必要

な気象観測データの取得を行うために、

公園・緑地とその周辺住宅地等において

気象観測を行うための機器を設置した。



支出先上位１０者リスト
A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

冬季における都市の緑の
熱環境改善効果検討のた
めのリモートセンシング
データ取得業務

2 97.4％

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

3180001031924 7

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）ＷｉｎｄＳｔｙｌｅ 6110001008579
冬季における都市緑地周
辺の気象観測のための気
象観測機器設置業務

0.8
随意契約
（少額）

- --

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-1

計 7 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

7

百万円未満

B.

冬季における都市の緑の熱環境改善効果
検討のためのリモートセンシングデータ取得
業務

費　目 使　途

役務費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.中日本航空（株）

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

中日本航空（株）



（ ）

5

一般会計

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

5.5 5.8

-

活動指標

5/-

28年度活動見込

- - 1.5

本事業に関連する論文・報告発表、刊行物公表件数
-

-

※百万円未満を四捨五入しているため、「予算額・執行額」欄と誤差が生じている。

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-

海上輸送の構造変化に対
応したコンテナ航路網の予
測手法の開発

実施方法

事業番号

海上輸送の構造変化に対応したコンテナ航路網予測手法の開発 担当部局庁 国土技術政策総合研究所（横須賀） 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 港湾計画研究室 室長　安部　智久

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

-

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　国際海上コンテナ船の航路網に関わる資料（航路推移、大型船建造、アライアンス、ターミナルオペレーター、ハブ港湾、運河整備、貨物流動等）及び、コン
テナ航路形成に関わる資料（コンテナ船の投入航路、船型、頻度、寄港地等）の収集分析を行い、世界主要地域間におけるコンテナ貨物流動量予測サブモデ
ルとコンテナ船投入予測サブモデルからなるコンテナ航路網予測モデルを開発する。更には、超大型コンテナ船の就航状況、北極海航路の商業利用進展、
海上コンテナ貨物量の推移等を基に、将来の海上輸送に関わるシナリオ設定を行い、将来のコンテナ航路網の予測を行う。

- -

-

- -

- -

開発手法

25年度

6

単位

当初予算額／論文・報告発表、刊行物公表件数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

-

補正予算

百万円

-

6/4-

28年度当初予算

-

-

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
平成２９年度

0.5

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　国際海上コンテナ貨物量の増大や輸送効率化を背景に、超大型コンテナ船の急増や、船社の連携が急展開しているほか、新パナマ運河の供用（2016年予
定）や、北極海航路の利用増が見込まれている。このような海上輸送構造の変化に応じて、アジア諸国の後手を踏むことなく国際コンテナ戦略港湾施策の更
なる展開を的確に講じるために、将来の世界のコンテナ航路ネットワーク変化や我が国へのコンテナ船の寄港変化を定量的に予測できるコンテナ航路網予
測手法を開発する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

式
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

式

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 6 5 6

- 6

執行率（％） - - 100%

単位

- - -

計算式 百万円/件

-

-

26年度

-

職員旅費

5

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）
-

歳出予算目

-

-

-

　 0468

年度29

-

1

-

-

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

5 6

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

-

-

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- - 4 -

-

0.8

29年度要求 主な増減理由

25年度

-

計

試験研究費

-

科学技術・イノベーション

チェック



-

-

・外部有識者による評価委員会において、国総研が実施すべ
きという評価を得た上で研究に着手している。

○

評　価項　　目

・外部有識者による評価委員会において、研究の必要性に関
する評価を受けた上で研究に着手している。

80

目標最終年度

○

-

-

目標値

中間目標

年度

- - 80 -

計画開始時
27年度 28年度

-

- - -

○

・業務着手時には業務計画書の提出を求めるとともに、打合
せや完了時に行う検査により業務の実施状況及び成果を把
握している。

単位

○

・支出先の選定について企画競争により競争性の確保に努め
ており、支出先選定の妥当性については第三者機関である技
術提案評価審査会により審議していただいている。

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

有

年度

92.2 -

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

） - -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

・国土交通省重点政策に位置付けられている「インフラシステ
ムの海外展開」に該当する。

・企画競争により妥当なコストで契約している。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

‐

-

‐

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

-

-

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

- -

単位

-

目標を達成した技術研究開発の割合、「右記の数値以
上とする」

-

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： - -

26年度 27年度

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国土交通省が実施している技術研究開発課題を効果的・効率的に推進することに資する。

-

- - 年度
定量的指標 25年度

-

実績値 ％ -

施策 ４１　技術研究開発を推進する

政策 １１　ICTの利用活用及び技術研究開発の推進

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価

毎 年



-

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

-

・事業終了後には「研究開発の成果や活用状況等」に関し、
『事後評価』を受けることとしている。

-

-

平成23年度

- - -

- -

- -

-

-

点検結果

新27-0065

-

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

・事業終了後には「研究の実施方法と体制の妥当性」、「目標の達成度」等の評価項目に関し、外部有識者による『事後評価』を受けることとして
いる。
・支出先（業務受注者）選定の妥当性について第三者機関である技術提案評価審査会により審議していただいている。
・業務着手時には業務計画書の提出を求めるとともに、打合せや完了時に行う検査により業務の実施状況及び成果を把握している。

・外部有識者による評価委員会において、「必要性（科学的・技術的意義、社会的・経済的意義、目的の妥当性等）」、「効率性（計画・実施体制の
妥当性等）」、「有効性（新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、人材の育成等）」に関する『事前評価』を受けた上で研究に着手してい
る。
・支出先の選定について企画競争により競争性の確保に努めている。

-

‐

平成26年度

パシフィックコンサルタンツへの1社入札。1社入札の改善に努められたい。

広く入札参加者を募るため、従来の公告方法に加え電子調達システムを活用し、更なる競争性の確保に努める。
説明書交付した者で入札に参加しなかった者にアンケート調査を行い、１者となった原因を分析し競争性が高まるよう努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

平成25年度

執
行
等
改
善

-

新27-075

平成24年度

平成27年度

・類似事業はない。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

外部有識者の所見を踏まえて、より一層の競争性を高め１者入札の改善に努められるべきである。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

・事業終了後には「研究の実施方法と体制の妥当性」、「目標
の達成度」等の評価項目に関し、『事後評価』を受けることとし
ている。

事業番号

関
連
事
業

-

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○
・事業終了後には「研究の実施方法と体制の妥当性」に関し、
『事後評価』を受けることとしている。

○

－

所管府省・部局名

-

事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）



金　額
(百万円）

A.パシフィックコンサルタンツ（株）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

使　途

試験研究費
技術経費、人件費等（パシフィックコンサル
タンツ㈱）

費　目

B.

金　額
(百万円）

5.2

費　目 使　途

計 5.2 計 0

C. D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計計 0

費　目 使　途

0

金　額
(百万円）

E. F. 

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

パシフィックコンサル
タンツ㈱

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 99.4％

法　人　番　号
入札者数

（応募者数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

8013401001509 5.2

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

コンテナ輸送を取り巻く諸情
勢とコンテナ船就航状況に
関する分析、コンテナ貨物
流動予測サブモデルのプロ
トタイプ検討

チェック


